
更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

【警察庁】
緊急自動車とは、消防用自動車、救急用自動車その他の政令で定める
自動車で、当該緊急用務のため、政令で定めるところにより、運転中の
ものをいい、道路交通法（昭和35年法律第105号）で通行区分等の特例
等が定められています。救急用自動車は、道路交通法施行令（昭和35
年政令第270号）第13条第１項第１号の２により、傷病者の緊急搬送の
ために必要な特別の構造又は装置を有するものとされています。

【総務省】
消防庁では、高齢化の進行等を背景として患者等を搬送する民間事業
者が増加したことを受け、それらの事業者について一定の質を保証す
るため、「患者等搬送事業指導基準」を定め、車両や資器材・人員等に
ついて一定の条件を満たした事業者を各消防本部が「患者等搬送事業
者」として認定する制度を設けています。この認定の有無によって民間
事業者が患者等の搬送を行うことを規制しているものではなく、一定の
質の保証をしているという趣旨の制度です。
　また、救急救命士に対するメディカルコントロール体制については、厚
生労働省の回答と同旨です。

【厚生労働省】
救急救命士とは、厚生労働大臣の免許を受けて、救急救命士の名称を
用いて、医師の指示の下に、重度傷病者が病院又は診療所に搬送さ
れるまでの間に救急救命処置を行うことを業とする者です。
救急救命士が、活動する現場には医師等が不在のため、処置等につ
いて医学的な質の保証を行うために、厚生労働省、消防庁では通知を
発出し、教育体制、プロトコール策定、直接指示体制、事後検証体制等
を構築するために、都道府県単位、地域単位のメディカルコントロール
協議会を設置することをお願いしています。
救急救命処置録は救急救命士法第46条で厚生労働省令で定める機関
（病院、診療所及び消防機関）に勤務する救急救命士と、その他の救
急救命士に分けて保存の方法を示しています。
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【警察庁】
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【警察庁】
(1)　民間救急車内において救急救命士が救急救命措置をすることができない点については、救
急救命士の活動場所は厚生労働省所管の救急救命士法において定められているところであ
り、その範囲拡大についてお答えする立場にありませんが、道路交通法施行令は、救急用自動
車を緊急自動車として届け出るための要件を規定しているに過ぎず、道路交通法上の緊急自
動車として認めることは、救急救命士法上の救急用自動車であることを認めるものではないと承
知しています。
(2)　緊急自動車は、通行方法等に特例が認められている一方、他の運転者は交差点等におけ
る避譲義務が課されるため、交通の安全と円滑の観点から真に公益上必要とされるものに限っ
て緊急自動車として取り扱っています。御提案の民間救急車による病院間搬送、いわゆる患者
等搬送事業は、緊急性のない者を搬送対象とすることとされていること等から、一般的に緊急性
がある（通行方法等の特例を認めるだけの公益性、緊急性が認められる）とは言えません。他
方、民間主体であっても、緊急性のある傷病者を搬送することについて医療機関と運行委託契
約を結び、実質的には当該医療機関が運用しているものと同視できる体制が確保されているな
どの救急用自動車であれば、緊急自動車としての届出を行うことは可能です。

【総務省】
「患者等搬送事業指導基準」の改正が必要と提案されていますが、どのような点において当該
基準の改正が必要とお考えか明確ではありません。しかし、当該基準は、高齢化の進行等を背
景として患者等を搬送する民間事業者が増加したことを受け、それらの事業者について一定の
質を保証するため、車両や資器材・人員等について一定の条件を満たした事業者を各消防本
部が「患者等搬送事業者」として認定するための基準です。この認定の有無によって民間事業
者が患者等の搬送を行うことを規制しているものではなく、一定の質の保証をしているという趣
旨の制度であることから、提案事項の実現に当たって当該通知は関係ないものと考えていま
す。
なお、民間の救急救命士に対するメディカルコントロール体制に関する提案に関しては、厚生労
働省の回答と同旨です。

【厚生労働省】
　病院間搬送をすべて民間委託することを提案されており、急性期の患者搬送時に救急救命処
置を行うことを想定されています。
　病院間搬送については、それがどのような手段で行われるかは、搬送元医療機関が患者の
状態に合わせて安全に患者の移送を行う観点から判断して決められるものです。また、必要に
応じて医師が同乗する場合もあるものです。搬送元医療機関が，搬送中の患者に対して、同乗
する救急救命士による救急救命処置の実施を望むのであれば、その質の保証は搬送元医療
機関の医師がメディカルコントロール体制と関係なく行うべきものであり、民間によるメディカル
コントロール体制に関する通達は必要ないと考えています。
救急救命処置録の保存場所に関して、救急救命士法施行規則の改正を提案されていますが、
根拠法である救急救命士法第46条第２項で厚生労働省令で定める機関に属する救急救命士と
その他の救急救命士を分けています。ご提案の件は、その他の救急救命士に関するものに該
当しますので、改正の必要はないと考えます。
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１）提案の背景：
我が国の救急搬送は、平成24年では年間580万件を突破し、その救急搬送の約50％以上を高齢者が占めている。今後、さら
なる高齢化の加速とともに救急搬送件数は右肩上がりに増加していくと想定されている。
我が国の高齢者人口はこれからもさらに増え続け、未曽有の高齢化社会をむかえ爆発的に救急件数が増加することが予想
されている（2025年問題）。
それゆえ救急車到着時間は平成12年では平均6.1分であったものが、平成24年には平均8.3分と延長し、さらには平成25年に
は10分近くに延長するとも想定されている。
このような状況において、平成24年では、全搬送件数のうち転院搬送件数は全体の8％程度を占め、約50万件の件数となって
おり、平成12年から毎年約2.5％ずつ増加している。転院搬送はすでに民間救急が請け負っている地域もあるが、傷病者側の
高齢化や病院内の事情などによって消防機関の大きな負担になりつつある。高齢者搬送増加・転院搬送増加などのなかで、
如何に消防機関の負担を減じ、救急搬送を維持するかが喫緊の課題であると言える。
そこで、救急需要抑制策の一つとして、現在消防機関が行っている病院間搬送を民間委託することで、消防機関の過剰な負
担を軽減し、救急需要の増加に対応できると考えられる。病院間搬送の消防による搬送は、高次医療機関への搬送、いわゆ
る昇り搬送と呼ばれるものと、一方民間搬送業者が担う、事前に決まった時間の搬送や高次医療機関から市中の病院、主に
急性期を脱した、安定期の患者を受け入れるような病院への搬送がある。
地域によっては、民間が担うべき急性期以外の搬送も、消防機関によって行われているのが現状である。
さらに転院搬送は、件数が多いということだけではなく、管轄外の病院への収容で、管轄地域を1時間以上も空けることが少な
くなく、消防機関においては大きな問題となっている。この傾向は地方部に行けばいくほどその割合が増加しており、一部の消
防を除いてそのような管轄外搬送が常態化しているともいえる。
本提案は、現在消防機関が担っている病院間搬送を、全面的に民間に委託することで、救急件数の需要削減を期待するもの
である。
２）病院間搬送を全面的に民間に委託することの効果：
救急搬送需要削減以外にも３つの効果が期待される。
第1に、毎年500名以上の退職者を出す消防機関所属の救急救命士は、多額の税金を使って養成した資格であるが、現行の
状況では退職後その資格が全く活かせていない。退職後の救急隊員の活用を行う事で、救急救命士資格活用と退職職員の
雇用という効果が期待される。
次に民間養成校卒業生で、消防機関に進路を取らない救急救命士がいる。統計では約1万人以上の消防機関に属さない救
急救命士が存在し、この資格活用と雇用先として期待できる。
最後に、現在消防組織は地方行政の予算の中で、転院搬送を行っているが、今後、高齢化や救急件数の増加などにより、今
よりも厳しい予算の中での救急活動を行わなければならない。そこで、病院間搬送を民間開放することで、その費用を受益者
負担とすることでこれらの問題を軽減することが可能である。具体的には、病院間搬送にかかわる費用を健康保険内から支
出する仕組みを構築し、個人としては診療負担と同じ負担割合で提供することにより、救急費用の削減効果があると考えられ
る。
３）病院間搬送民間化への具体的プロセス：
　病院間搬送を民間委託するためのプロセスとして、現状では、急性期の患者さんを搬送中に状態が悪化した場合にも、民間
救急搬送業者の所有する民間救急車では緊急走行することが出来ず、また、救急救命処置も行うことはできない。
それは、救急救命士法第44条第2項「救急救命士は救急用自動車その他の重度傷病者を搬送するものであって厚生労働省
令で定めるもの（以下この項及び第53条第2項において「救急用自動車等」という。）以外の場所においてその業務を行っては
ならない。ただし、病院又は診療所への搬送のため重度傷病者を救急用自動車等に乗せるまでの間において救急救命処置
が必要と認められる場合は、この限りではない」と記載されていることで、救急救命士の処置を行う場所として救急用自動車
等でなければならないと規定されているためである。
現状では民間救急車は救急用自動車とは指定されていないため、車内での救急救命処置を行うことはできないが、道路交通
法施行令にて、民間救急車を救急救命士法にある救急用自動車等に指定することで、民間救急車内においても救急救命処
置できるものと解せる。
そのため、道路交通法施行令にて民間救急車を緊急用自動車と認定することで、緊急に搬送しなければならない場合でも、
緊急走行をすることができ、消防機関が担っている病院間搬送と遜色のない活動が期待できる。
　また、法以外の部分では、救急救命士が救急救命処置を行うためには、MC組織が必要であるが、現状は消防機関による
MC組織が大部分であり、民間の救急救命士が消防のMC組織に所属することはできないため、特定行為をすることができな
いのが現状である。
　MC組織の法的根拠は通達によるものであるため、民間によるMC組織の体制についての通達が必要となる。
　以上の改正と、救急救命士法施行規則の救急救命処置録の保管場所の改正などの付随関連法の整備を行うことで、現在
消防機関が行っている病院間搬送を民間救急搬送業者に全面的に移行できるものと考えられる。
４）上記を実施するにあたり必要な課題：
必要と考えられる法改正等
・道路交通法施行令
・救急救命士法と関連規則
・患者等搬送事業指導基準等の作成について（平成20年5月8日付け消防救第87号消防庁救急企画室長発）
・診療保険点数の改正など
・メディカルコントロール協議会の設置促進について（平成14年7月23日付け消防庁次長、厚生労働省医政局長通知）
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３） 国士舘大学大学院　救急システム研究科
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更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項
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可能

１（３）⑤
電気通信
事業法：
現行制度
下で対応
可能

２：その他

１．公正な競争環境の実現
（１）事業者選択の自由度向上
情報通信分野の公正な競争を促進し、利用者利便の向上を図るため、平成26年10月に公表し
た「モバイル創生プラン」の各種取組や、同年12月の情報通信審議会答申を踏まえた法改正等
を着実に推進しています。
特に、SIMロックについては、利用者が端末とネットワークを自由に組合せ可能な環境を実現す
るため、昨年12月に「SIMロック解除に関するガイドライン」を改正しました。本改正においては、
携帯電話事業者が本年５月以降新たに発売する端末について、事業者が正当な理由なくガイド
ラインに沿ってSIMロックの解除に応じない場合は、業務改善命令の対象となり得ることを明示
し、原則的にSIMロック解除に応じるよう促しています。
また、期間拘束・自動更新付契約については、利用者が経済合理性ある判断に基づく契約が可
能な環境を実現するため、契約解除料を支払うことなく解約が可能な期間を１ヶ月から２ヶ月に
延長すること、更新月が近づいた時点で、利用者に更新月が近づいた旨をプッシュ型通知（メー
ル）でお知らせすることを事業者の自主的な取組として検討を進めているほか、当該契約にか
かる課題を集中的に検討するため、総務省において有識者検討会を設置し、今年度内に検討
を進める予定です。

（２）卸取引の透明化
本年２月よりNTT東西が開始した光回線の卸売サービス等、主要事業者が提供する卸売サー
ビスについて、公平性・適正性及び一定の透明性を確保するため、事後届出制を導入するとと
もに、届出内容を総務大臣が整理・公表する制度を、本年５月に成立した「電気通信事業法等
の一部を改正する法律」において整備しました。

（３）アンバンドルの促進等
モバイル市場における公正な競争環境整備のため、平成27年5月に電気通信事業法を改正し、
全ての二種指定事業者が開放すべき基本的な機能について、アンバンドル義務を新設しまし
た。
また、同改正により、卸電気通信役務の提供条件等の届出義務を新設しました。

 ①加入者管理機能(ＳＩＭカード、ＨＳＳ／ＨＬＲ)のアンバンドルについて
加入者管理機能のような新たな機能については、まずは事業者間協議において、技術的可能
性や経済的負担等について整理することが必要と認識しており、総務省としては事業者間協議
を促進していきます。

 ②音声サービス・卸条件のアンバンドルについて
卸電気通信役務の提供条件については、相対取引であり事業者間協議により進めるものであ
り、総務省としては事業者間協議を促進していきます。

 ③通信契約とメールサービスのアンバンドルについて
新たな機能については、事業者間協議により進めるべきであり、総務省としては事業者間協議
を促進していきます。

 ④ＭＮＰ転出手数料の見直しについて
ＭＮＰ転出手数料は、電気通信事業者がＭＮＰ転出手続に要する実費相当として設定している
ものであり、直ちに不合理なものとは言えないと考えます。当該手数料については、電気通信事
業法令に基づく許認可等にかからしめているものではありませんが、ＭＮＰの利用を阻害するこ
とにならないよう、注視してまいります。

 ⑤端末認証の緩和について
当該基準認証制度については、ＭＮＯ、ＭＶＮＯの事業に関わらず、我が国の技術基準に適合
することの確認が必要であり、認証に係る時間やコストも米国や欧州とも大差はなく実施するこ
とができていると考えられることから、現行制度下においても、設計認証やＭＲＡを活用するな
ど、ニーズに応じた効率的な認証手法の選択も可能であると考えております。

２．電波共同利用・再配分等による有効利用の促進等
現在の制度下で新たな運用上の措置を経なくても電波共同利用・再配分等による有効利用の
促進は可能で、現に実施しています。例えば以下の事例が該当します。
電波共同利用については、平成24年に地上テレビジョン放送と地理的に周波数を共用する、ホ
ワイトスペースを使用したエリア放送及び特定ラジオマイクを導入するための制度整備を行いま
した。
周波数再編については、平成24年に既存無線システムの周波数移行を前提として700MHz／
900MHz帯の周波数を携帯電話（携帯無線通信）システムに割り当てました。現在、携帯電話事
業者が既存無線システムの周波数移行を促進する取組を実施中です。

○具体的な要望事項
事業者選択の自由度向上、卸取引の透明化、アンバンドルの促進等による公正な競争環境の実現、
電波共同利用・再配分等による有効利用の促進等を図っていく。

○提案理由・現状の問題点
(1)新経済連盟は、従来より、インターネット・アウトバーン構想を提言している。これは、社会インフラ
である通信網・インターネットをどこの国よりも圧倒的に早くどこの国よりも圧倒的に安く使える環境を
整備する構想である。これにより、様々なサービス・アプリケーション、ＩｏＴやＭ２Ｍ通信等の展開を促
進することで新経済の促進と雇用の拡大を図ることを目指すものである。

(2)上記の構想を進める上では、情報通信分野においては、公正な競争環境が実現していることが大
前提であり、引き続き必要な競争政策を講ずる必要がある。市場構造自体が寡占であり、消費者のモ
バイル通信料負担も割高であり、ＭＶＮ０のシェアも欧米と比べて小さい。

(3)ＭＶＮＯの関係では、特に以下の事項の検討が考えられる。
　 ・加入者管理機能(ＳＩＭカード、ＨＳＳ／ＨＬＲ)のアンバンドル
　 ・音声サービス・卸条件のアンバンドル
　 ・通信契約とメールサービスのアンバンドル
　 ・ＭＮＰ転出手数料の見直し
　 ・端末認証の緩和

（一社）
新経済
連盟

総務省

１．公正な競争環境の実現

（１）事業者選択の自由度向上
携帯電話事業者は、（自社のSIMカード等）特定のSIMカードが差し込ま
れた場合にのみ動作するよう端末を設定するSIMロックを実施していま
す。SIMロック解除が不可能な端末については、新たな端末の購入が必
要となり、事業者選択の妨げとなっています。
また、携帯電話事業者は、一定期間の継続利用を条件に基本料金等
の割引を行う期間拘束、さらに契約期間経過後、事業者が定める一定
の更新期間内に解約を申し出ない限り、自動更新され無料で解約がで
きない期間拘束・自動更新付契約により、利用者の囲い込みを行って
います。

（２）卸取引の透明化
卸取引については、これまで特段の規制は設けていませんでした。

（３）アンバンドルの促進等
 ①加入者管理機能(ＳＩＭカード、ＨＳＳ／ＨＬＲ)のアンバンドルについて
 
②音声サービス・卸条件のアンバンドルについて

③通信契約とメールサービスのアンバンドルについて
モバイル市場における公正な競争環境整備のため、第二種指定電気
通信事業者については接続約款の事前届出義務が課されています。
一方、卸電気通信役務については、相対取引によって協議がなされて
おり、現行法上、約款規制はありません。
また、現行法上、開放して提供する機能については、事業者間協議に
より進めることが原則となっています。
協議が調わない場合は、電気通信事業法第35条及び第39条に定める
総務大臣裁定の申請などの紛争処理に関する制度が設けられていま
す。

 ④ＭＮＰ転出手数料の見直しについて
ＭＮＰ転出手数料は、電気通信事業法令に基づく許認可等にかからし
めているものではなく、電気通信事業者がＭＮＰ転出手続に要する実費
相当として設定しているものです。

 ⑤端末認証の緩和について
携帯電話端末等は、各国毎に使用する周波数帯や電気通信事業者が
採用している通信方式等が異なっており、他の無線局の運用に対する
妨害や電気通信回線に対する悪影響を排除する観点から、日本国内
で使用する携帯電話端末等については、電波法及び電気通信事業法
に定める基準認証制度に基づき技術基準に適合していることを確認す
る必要があります。
これは、米国や欧州においても同様であり、それぞれ自国内の技術基
準に適合していることを確認しています。
また、我が国は、米国や欧州との間で相互承認協定（MRA）を締結して
おり、この協定に基づく登録外国適合性評価機関では、国外において
日本の技術基準に適合することを確認し認証を行っています。ご指摘
の点において、問題がある事例が示されたとは承知していません。

２．電波共同利用・再配分等による有効利用の促進等
総務省では、電波の有効利用に資する施策を総合的かつ計画に推進
するため、電波の利用状況を調査し、電波の有効利用の程度を評価し
てその結果を公表しています。この調査は、周波数帯を３つに区分して
毎年そのうちの１区分について実施しています。
さらにこの評価結果に基づく具体的な周波数の再編を円滑かつ着実に
フォローアップするための取組を示す「周波数再編アクションプラン」を
策定し、公表しています。
これらを踏まえて、割り当てることが可能な周波数を「周波数割当計画」
（告示）として定め、公開しています。電波（周波数）の共同利用や再配
分の方針はこの中で示されます。

１（１）：－

１（２）：－

１（３）①～③：電
気通信事業法第
34条、第35条、第
39条等

１（３）④：－

１（３）⑤電波法：
（技術基準）
法第３章、無線設
備規則

（基準認証制度）
法第３章の２第１
節及び第２節、特
定無線設備の技
術基準適合証明
等に関する規則

１（３）⑤電気通信
事業法：
（技術基準）
法第52条、端末
設備等規則

（基準認証制度）
第53条、第56条、
第63条

２：電波法第26
条、第26条の2



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

270630038 27年
5月18日

27年
6月1日

27年
6月30日

環境に優しい
スマートホー
ム・スマートシ
ティづくりを推
進するため、
スマートメー
ターから分電
盤までの電線
で２MHzから
30MHzの周波
数帯の使用を
認めること

【要望内容】
スマートメーターから分電盤までの電線における、２MHzから30MHzの周波数帯の使用

【理由】
電力用の電線を利用した通信を行う際、電気自動車等とつながった屋外電線では、２MHzから30MHz
までの高速通信用の周波数帯の使用が認められている一方、同じ屋外であってもスマートメーターか
らブレーカーまでの電線では認められていない。
エネルギーの効率的利用を図るとともに、近い将来、高速通信によるスマートホームやスマートシティ
づくりの推進が期待されるため、スマートメーターからブレーカーまでの電線においても高速通信用の
周波数帯の使用が可能となるよう、国際先端テスト等による検討を行うべきである。

日本商
工会議
所

総務省
経済産
業省

広帯域電力線搬送通信設備の屋外利用については、平成２３年２月に
情報通信審議会 情報通信技術分科会 電波利用環境委員会の下に、
高速電力線搬送通信作業班を設置し、広帯域電力線搬送通信設備の
屋外利用に係る電磁妨害波の許容値及び測定法について審議を行
い、平成２４年１０月１９日に情報通信審議会から答申を得ています。
同答申を受けて、平成２５年９月に電波法施行規則等の関係省令の改
正を実施し、広帯域電力線搬送通信設備の利用可能範囲について、電
気使用者の引込口における分電盤から負荷側までの間を拡大したとこ
ろです。

電波法施行規則
第四十四条第二
項

その他

スマートメーターから分電盤までの間で２MHzから３０MHzの周波数の使用を認めたとしても、実
際にそれを利用したスマートメーターが購入・設置されなければ意味がないため、今後、スマー
トメーターの購入・設置者である電力会社から当該スマートメーターの活用について要望が出て
くれば、検討を開始します。
昨年も同様の要望をいただき、具体的なニーズについて貴所におたずねしましたが、回答が得
られなかったため、電力会社で構成される電気事業連合会に当方から話を伺ったところ、現状
では、２MHzから３０MHzの周波数帯の電力線搬送通信設備を使用したスマートメーターの活用
を考えていないとのことでした。
以上の経緯から、電力会社以外で当該スマートメーターを購入・設置し、活用することを希望す
る方がいらっしゃれば、具体的かつ網羅的に御教示願います。
仮に本提案の内容について検討を開始することとなった場合は、左記の作業班において検討す
ることとなりますが、その際には貴所又は活用することを希望される方からも作業班の構成員と
して参加いただき、必要となる通信速度やノイズ対策等について説明いただかなければなりま
せんので、御留意願います。
また、同作業班での検討においては、他の機器への干渉影響を評価するため、設備から発せら
れる電磁妨害波の測定試験等を行うことが必要となり、測定試験に係る費用や人員等を要望者
の方から負担いただくこととなりますが、こちらについても御留意願います。

△

270731004 27年
4月16日

27年
5月15日

27年
7月31日

マイナンバー
を活用した世
界最高水準
のＩＴ国家の実
現

○具体的要望事項
活用範囲拡大に向けたロードマップの作成とそれに必要な法的措置の洗い出しと法改正対応(別の要
望事項「ＩＴ利活用新法」と関連)
(2)個人カードの機能をスマホに埋め込むことを実現
(3)医療等分野についてもマイナンバー制度の下で利活用を図ることを明確化

○提案理由・現状の問題点
(1)マイナンバー制度は国民に利便性をもたらす社会基盤であり、この制度の価値を最大限に活用で
きれば、国民は効率的な官民サービスを享受し、世界最高水準のＩＴ国家を実現できる。
(2)昨年の改訂・日本再興戦略では、「金融、医療・介護・健康、戸籍、旅券、自動車登録などの分野を
中心に、マイナンバー利用範囲拡大の方向性を明らかにする」とあり、上記(1)の観点を達成するため
には、明確な工程表を至急作成し、どのようなことが実現できるのか国民に明らかにするべきである。
 (例)個人番号カードを健康保険証として利用できるのはいつか、過去の健診データ・予防接種デー
タ・治療データ・投薬データ、処方箋電子化により収集できるデータ等をマイナポータルなどで管理で
きるようになるのはいつかなどを明らかにする。
(3)マイナンバー制度を国民が広く活用するためには、カードの代わりになるようにスマホのようなデバ
イスに対応することも必要不可欠である。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省

（１）マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保障
分野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。ま
た、特定個人情報の提供を原則禁止とし、行政機関等が情報提供ネッ
トワークシステムを使用しての提供など、番号法に規定するものに限り
可能としています。

（２）現在、個人番号カードに公的個人認証サービスの認証手段として、
①　スマートフォンをパソコンのカードリーダとして利用し、個人番号カー
ドの電子証明書を読み込み、パソコンからインターネット申請を行う方
法
②　スマートフォンで個人番号カードの電子証明書を読み込み、スマー
トフォンからインターネット申請を行う方法
について研究を進めているところです。

（３）医療等分野については、健康保険法、国民健康保険法による保険
給付の支給、保険料の徴収に関する事務などでマイナンバーを利用す
ることができます。

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第９
条、第19条

電子署名等に係
る地方公共団体
情報システム機
構の認証業務に
関する法律

（１）検討
に着手

（２）検討
を予定

（３）検討
に着手

（１）マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲
拡大に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個
人番号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に
向けて関係府省庁と検討を進めてまいります。
ご要望いただきましたスマホへの連携や医療等分野における利活用についても、今後も継続的
に関係者と検討を進めてまいります。

（２）スマートフォンへの電子証明書の搭載については、セキュリティを確保するとともに、格納方
法の検討等を進める必要があり、次なる研究課題と認識しているところです。

（３）第189回通常国会に提出した「個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定
の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」において、①健康保険組合等が行う被
保険者の特定健康診査情報の管理等において、マイナンバーの利用を可能とし、また②予防
接種履歴について、地方公共団体間での情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携を
可能とすることとしています。
その他の事務におけるマイナンバーの利用については、厚生労働省において開催している「医
療等分野における番号制度の活用等に関する研究会」における検討の結果等を踏まえ、適切
に対応してまいります。

270731005 27年
4月28日

27年
5月15日

27年
7月31日

「IT前提社会」
の実現／「IT
利活用新法」
の制定

○「IT前提社会」の実現
・IT利活用をより一層推進してイノベーションを促進するための法環境整備が必要。
・電子化を優先するという原則を宣言すべき。
・対面原則・書面交付原則を撤廃するべき。
・「IT前提社会」を実現するにあたって既存制度や法令の総点検・見直しを行うべき。

○「IT利活用新法」の制定
・デジタル・ファーストの原則
・対面原則・書面交付原則の撤廃
・IT利活用促進のための既存制度・法令見直しの原則
・ITの利活用を阻害する規制について民間からの意見を吸い上げる仕組みの設置
・行政機関間の情報連携（同じ情報を企業や個人に複数回求めない、複数機関から求めない）の徹底
とフォローアップの実施
・マイナンバー制度を活用した行政手続きの効率化 の原則
・マイナンバー制度を活用した民間事業者の手続きの効率化と民間ビジネスの創出の原則
・マイナンバー制度の徹底利活用に関するロードマップの作成

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省

行政手続オンライン化法によって、行政機関への申請・届出や、行政機
関が行う通知、縦覧・閲覧、作成等の手続について、個別の法令にお
いて書面で行うこととされている場合であっても、オンラインで行うことが
可能となっております。個別の法令上、対面又は現物を必要とし、オン
ライン化になじまない一部の手続については、行政手続オンライン化法
の適用除外として別表に挙げられていますが、個別の制度の見直し等
によりオンライン化が可能となった場合には、別表から削除し、行政手
続オンライン化法の適用対象としております。

マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保障分
野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。
また、マイナンバー法の附則では、マイナンバー法の施行後１年を目途
として、情報提供等記録開示システムを設置することとされています。

行政手続等にお
ける情報通信の
技術の利用に関
する法律

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第９
条、附則第６条第
５項

検討に着
手

○「IT前提社会」の実現
個別の制度・法令の見直しにより、オンラインで行うことが可能となった手続については、行政
手続オンライン化法の別表（適用除外）から削除し、行政手続オンライン化法の適用対象とする
等、都度対応をしてまいります。
対面・書面交付等が法令で規定されている制度の見直しは、IT利活用を促進する環境整備の
ためには不可欠であるとの考えから、昨年12月より本年3月にかけて、こうした手続の棚卸を実
施しました。棚卸の結果は各府省庁が今後法制度の見直しをするための基礎情報となるため、
各府省庁において毎年調査を行い、最新の情報を把握することを検討中です。また、法令上オ
ンライン等によることが認められていない手続のうち、オンライン化等が有効であると考えられる
手続に関しては、各府省庁が検討対象手続・検討スケジュールを設定し、実行に移すことでIT
利活用促進のための法制度整備が可能になると考えております。

○「IT利活用新法」の制定
マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲拡大
に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個人番
号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に向け
て関係府省庁と検討を進めてまいります。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

270731007 27年
4月28日

27年
5月15日

27年
7月31日

個人番号カー
ドの普及・利
活用／新しい
技術への対
応

○個人番号カードの普及・利活用
・個人番号カードの普及のための啓発活動をきちんと行い、普及しなかった住基カードの轍を踏まな
いようにする。国民の利便性の向上に焦点を絞り、広報活動を強化する必要がある。具体的なユース
ケースを分かり易く説明するべき。
・出生、引越、婚姻、就職、入学、転職、死亡などのライフイベント時の各種手続きの簡素化・自動化・
手続き漏れの防止など窓口によるワンストップサービスを実現する。
・個人番号カードの普及を加速するために、健康保険証、診察券、免許証、パスポート、図書館利用
などの使用頻度の高いカードへの適用を早期に実現するべきである。
・行政手続きは、申請ベースが基本になっているため、各地方自治体などが独自に打ち出している福
祉制度などが十分に利用されていない。申請手続きを簡便にするなどの取り組みや、マイナポータル
等を活用したプッシュ型の告知徹底なども望まれる。
・住民票、印鑑登録証明書、戸籍謄本などをコンビニ交付できるようにする。

○新しい技術への対応／スマホからのアクセス
利便性の高い世界最高水準の電子サービスを目指すならば、それへのアクセスは、デジタル社会に
おける新しい技術の登場に対応できるようにすることが必要不可欠。
その意味で、スマホなどのデバイスが普及している現在では、ＩＣカードのかわりとなるように、少なくと
もスマホからの利用を前提とした仕組みを早急に構築すべき。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省

○マイナンバー法の附則では、マイナンバー法の施行後１年を目途とし
て、情報提供等記録開示システムを設置することとされています。

○広報活動については、内閣官房等と連携して、展開しています。
　カード機能の一元化については、健康保険証や国家公務員身分証と
の一元化について、関係省庁と連携して検討しており、また自治体に対
してもカード普及に向けた多目的利用について説明周知を行っていると
ころです。
　コンビニ交付サービスについては、導入に対するメリットを説明すると
ともに、特別交付税措置を行うことで導入自治体のコスト削減を図って
います。

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律附則
第６条第５項

検討に着
手

現行制度
下で対応
可能

対応

○個人番号カードの普及に向けては、ＣＭやポスターを活用した広報活動を実施しており、今後
も継続的に実施してまいります。
マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲拡大
に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個人番
号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に向け
て関係府省庁と検討を進めてまいります。
ご要望いただきましたワンストップサービスや健康保険証、運転免許証、旅券等への適用、マイ
ナポータルのプッシュ機能、住民票等のコンビニ交付についても関係者と検討を進めてまいりま
す。

平成26年６月に閣議決定された「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」においては、情報提供等記録開
示システムの機能を拡大し、プッシュ型・ワンストップサービスなど、暮らしに係る利便性の高い
官民のオンラインサービスを、本人確認の連携等によりシームレスに利用し、電子的に完結す
ることを可能とするマイナポータルを実現することとしています。

○引き続き、カード機能の一元化、コンビニ交付や多目的利用等について周知・検討を行ってま
いります。

マイナンバー
制度の利活
用徹底に関す
る工程表の作
成

（１）検討
に着手

（２）現行
制度下で
対応可能

（３）検討
を予定

（４）検討
に着手

（１）マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲
拡大に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個
人番号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に
向けて関係府省庁と検討を進めてまいります。
ご要望いただきましたマイナンバー制度の利活用の「分野」拡大、マイナポータル機能の充実
化、マイナンバー制度の「使用者範囲」の拡大、公的個人認証サービスの拡大等についても、
今後も継続的に関係者と検討を進めてまいります。

（２）マイナンバーの利用範囲の拡大については、マイナンバー法の附則において、マイナン
バー法の施行後３年を目途として検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づい
て、国民の理解を得つつ、所要の措置を講じるものとされているところです。平成26年６月に閣
議決定された「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（以下「創造宣言」という。）では、マイナンバーによ
る情報連携等により、更なる効率化・利便性の向上が見込まれる分野については、制度の趣旨
や個人情報の保護等に配慮しつつ、マイナンバーの利用範囲の拡大について検討を進めるこ
ととしており、同工程表において、利用範囲の拡大の検討を行う分野及びそのロードマップをお
示ししています。
また、創造宣言においては、情報提供等記録開示システムの機能を拡大し、プッシュ型・ワンス
トップサービスなど、暮らしに係る利便性の高い官民のオンラインサービスを、本人確認の連携
等によりシームレスに利用し、電子的に完結することを可能とするマイナポータルを実現するこ
ととしています。

（３）住民票の記載の対象外となる者には、住民票の記載に基づき交付される個人番号カードの
交付は困難ですが、公的個人認証サービスのうち今回新たに追加される利用者証明機能は、
利用者本人であることのみを証明する仕組みであり、住所を含む基本４情報の記載がないた
め、海外転出者にも対応可能と考えられ、今後検討を進めて参ります。

（４）民間署名検証者向けの具体の認定基準については、今後政省令の整備と併せて策定して
参りますが、民間事業者側のシステム、組織体制、運用規程の整備状況等を総合的に評価し、
主にセキュリティの観点から、公的個人認証サービスを適切に利用できる民間事業者を認定す
ることとする予定です。

○マイナンバー制度の利活用の「分野」拡大
新経済連盟は、医療分野を筆頭に、準公的・民間分野への利活用範囲拡大について提言を行ってき
たところ(昨年６月２５日)。利活用範囲拡大に向けたロードアップを、2020年をゴールとしていつまでに
何を実現するのか時間軸を明記した上で、国民がメリットを分かるように政府は作成するべき。

○マイナポータル等の機能の充実強化
マイナポータル等を経由したサービスの充実として、金融機関、郵便、ライフライン事業者などの民間
領域における住所変更手続き等各種手続きの一括処理(ワンストップ化)などを推進する。国民の利便
性向上をアピールできる重要なユースケースである。
確定申告の簡素化等もマイナポータル上のキラーコンテンツであり、これの実現に向けた対応をしっ
かりと行うべきである。

○マイナンバー制度利活用の｢使用者範囲｣の拡大
グローバル時代において海外に在住する日本人も増加している。海外転出者でも公的個人認証等マ
イナンバー制度を利活用できるようにする。
2020年のオリンピック・パラリンピックを前にして訪日外国人がさらに増加していくことも見据え、個人
番号カード等を彼らに交付して彼ら本人の確認等に活用することも検討すべき(エストニアのe-
residencyも参考)。

○公的個人認証サービスの拡大／本人確認の合理化等
公的個人認証サービスの署名検証者として、総務大臣が認定する民間事業者が新たに追加されるこ
ととなる。マイナンバー制度の民間利活用やそれによる民間ビジネスの拡大を促すよう、当該認定手
続きに当たっては、認定取得期間の明確化と過度な負担や対応を求めないなどの配慮が必要。
官民での安全安心なオンラインサービス拡充に向けて、ID連携トラスト・フレームワーク制度の利用や
当該制度との連携を進めていく必要がある。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省

○マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保障
分野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。
また、マイナンバー法の附則では、マイナンバー法の施行後１年を目途
として、情報提供等記録開示システムを設置することとされています。

○個人番号カードは当該市町村が備える住民基本台帳に記録されて
いる者に対して交付されるため、住民票の記載対象にならない日本人
の海外転出者は、個人番号カードの交付の対象には含まれません。

○民間署名等検証者向けの具体の認定基準については、今後政省令
の整備と併せて策定する予定です。

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第９
条、附則第６条第
５項

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律

電子署名等に係
る地方公共団体
情報システム機
構の認証業務に
関する法律施行
令

電子署名等に係
る地方公共団体
情報システム機
構の認証業務に
関する法律施行
規則

270731006
27年

4月28日
27年

5月15日
27年

7月31日



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

270731008
27年

4月28日
27年

5月15日
27年

7月31日
効率的なIT投
資の推進

○データガバナンス／業務の標準化・効率化
・「改訂版世界最先端 IT 国家創造宣言」では、「データ・フォーマット、用語、コード、文字等の標準化・
共通化」を行うこととなっている。異なる領域のデータの紐づけを行うためにはデータ様式やメタデータ
の共通化が必要。
・政府・自治体の業務の標準化・効率化を進めていく必要がある。総務省の「地方自治体における業
務の標準化・効率化に関する研究会」が指摘するように、業務の標準化は効率化を高めるための必
要な鍵である。また、ビジネスプロセスリエンジニアリングによる業務改革が必要。

○システムのシンプル化
・政府機関のシステム投資、ネットワーク投資の効率化を進めるべき。政府・自治体システムのクラウ
ド化を政府目標に沿って進めるべき。
・自治体の戸籍事務のクラウド化についても検討するべき。
・「改訂版世界最先端 IT 国家創造宣言」の方針も踏まえ、ベンダーロックインの解消を進めるべき。な
お、当連盟としては、政府調達改善に向けて２度の具体的な提言(昨年４月２１日、１２月２６日)を提出
しているので、これをもとに具体的な改善を図っていくことを強く望む。
・二重投資を避けるためにも、医療・介護・健康分野での情報連携も、マイナンバー制度の仕組みを
活用することとするべき。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
法務省
総務省

○マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保障
分野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。
また、マイナンバー法の附則では、マイナンバー法の施行後１年を目途
として、情報提供等記録開示システムを設置することとされています。

○データガバナンス／業務の標準化・効率化
【データガバナンス】
データガバナンスについては、「電子行政分野におけるオープンな利用
環境整備に向けたアクションプラン」（平成26年４月25日各府省情報化
統括責任者（CIO）連絡会議決定）に基づき、政府・自治体、官民間の連
携を円滑にするためのデータ構造等の共通基盤を整備することが不可
欠であるとの認識の下、文字、用語、コードの標準化・共通化等の取組
を推進。
【業務の標準化・効率化】
業務の標準化・効率化については、「世界最先端IT国家創造宣言」（平
成25年6月14日閣議決定、平成26年6月24日改定）に基づき、利便性の
高い電子行政サービスの提供のため、クラウドや番号制度を見据え
た、業務改革の計画的な推進、また、国・地方を通じた行政情報システ
ムの改革のため、IT 投資に当たっての業務改革の徹底等を取り決めて
いるところ。さらには、IT 総合戦略本部における推進管理体制として、
行政のIT 化と業務改革の同時・一体的推進を強力・機動的に行うため
の閣僚級の体制を整備する旨も明示。

○システムのシンプル化
政府情報システムの効率化については、「世界最先端IT国家創造宣
言」（平成25年6月14日閣議決定、平成26年6月24日改定）において、政
府情報システム改革に関するロードマップに基づき、政府CIO の指導
の下、重複する情報システムやネットワークの統廃合、必要性の乏しい
情報システムの見直しを進めるとともに、政府のプライベートクラウドで
ある政府共通プラットフォームへの移行を加速する旨を取り決め。
自治体クラウドについては、番号制度の導入と併せて共通化・標準化を
行いつつ、地方公共団体における取組を加速する旨、さらに、国の「政
府情報システム改革ロードマップ」の進捗を受け、地方公共団体の情報
システム改革を推進する旨を取り決め。
政府情報システムに係る政府調達に関しては、「世界最先端IT国家創
造宣言」（平成25年6月14日閣議決定、平成26年6月24日改定）に基づ
き、「政府情報システムの整備及び管理に関する標準ガイドライン」（平
成26年12月３日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）を策
定。

○総務省では、自治体クラウドの導入をはじめとした自治体システムの
クラウド化等の取組を一層促進することを目的として、「電子自治体の
取組みを加速するための１０の指針」（平成26年３月24日）を取りまと
め、地方公共団体に対して通知するとともに、必要な助言・情報提供等
を実施しています。
なお、平成26年４月１日時点では550団体がクラウド化に取り組んでお
り、取組の一層の推進が目指されているところです。

○戸籍事務を処理するためのシステムについては，戸籍のコンピュータ
化について法務大臣から指定を受けた市区町村長が，個別にシステム
業者（ベンダー）と契約し，導入しています。

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第９
条、附則第６条第
５項

戸籍法第１１８
条，１１９条

検討に着
手

現行制度
下で対応
可能

現行制度
下で対応
可能

検討に着
手

その他

○マイナンバー制度利活用範囲拡大に向けた検討の中で、ご要望いただきました医療・介護・
健康分野での利活用拡大についても検討しており、今後も継続的に関係者と検討を進めてまい
ります。

○データガバナンス／業務の標準化・効率化
【データガバナンス】
データガバナンスについては、「電子行政分野におけるオープンな利用環境整備に向けたアク
ションプラン」（平成26年４月25日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に沿って、文
字、用語、コードの標準化・共通化等の取組を着実に推進しているところです。
【業務の標準化・効率化】
業務の標準化・効率化については、「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年6月14日閣議決
定、平成26年6月24日改定）を踏まえ、ｅガバメント閣僚会議（高度情報通信ネットワーク社会推
進戦略本部長決定、議長：官房長官）の下に、政府ＣＩＯを主査とする「国・地方ＩＴ化・ＢＰＲ推進
チーム」を設置し、国・地方を通じての行政のＩＴ化と業務改革の抜本的な取組を加速化していく
予定です。

○システムのシンプル化
政府情報システムの効率化については、政府情報システム全体の統廃合・クラウド化等の改革
工程を明示した「政府情報システム改革ロードマップ」（平成25年12月26日各府省情報化統括
責任者（CIO）連絡会議決定、平成27年３月４日改定）を本年３月に改定し、政府共通プラット
フォームへの移行等の改革を一層加速することとなっております。
政府情報システムに係る政府調達に関しては、「政府情報システムの整備及び管理に関する標
準ガイドライン」（平成26年12月３日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に沿って、
RFI（Request For Information）の活用、調達仕様書における要件の明確化等を通じ、競争性確
保のための取組を進めているところです。

○総務省では、「電子自治体の取組みを加速するための10の指針」（平成26年３月24日）に基
づき、有識者・自治体職員からなるフォローアップ検討会を開催するとともに、クラウド化の課題
と対応方策について、自治体クラウド導入団体にヒアリング等を行い、その成果を取りまとめ、
自治体に対し助言・情報提供等を実施しています。
さらに、平成27年４月に、eガバメント閣僚会議のもとに発足した遠藤政府CIOを主査とする「国・
地方IT化・BPR推進チーム」において、自治体の業務改革の促進等を目的とした、自治体クラウ
ドの積極的な展開等について検討することとされ、適宜、政府CIOに御報告しながら進めている
ところです。
今後は、これらの検討を踏まえ、自治体クラウドの取組事例について具体的に分析・整理を行
い、情報提供・助言を行うことで、取組を積極的に展開してまいります。

○提案の「戸籍事務のクラウド化」が具体的にどういったものを指すのか明らかではありません
が，現在，有識者で構成する「戸籍制度に関する研究会」において，マイナンバー制度の導入
について検討する中で，戸籍事務を処理するためのシステムの一元化（クラウド化）の是非を含
め，新たなシステムの在り方についても検討を進めているところです。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

【内閣官房】
○提案理由・現状の問題点
・マイナンバーを活用した本人確認の実現(マネロン法令改正)
マイナンバー法において、市町村長は、申請に基づき、氏名、住所、生
年月日、性別、個人番号その他の事項が記載され、本人の写真が表示
された個人番号カードを交付することとされています。

【内閣官房】
行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第２
条第７項、第17条

【内閣官
房】
検討に着
手

現行制度
下で対応
可能

【内閣官房】
○具体的要望事項
（１）ご指摘の通り、対面・書面交付等が法令で規定されている制度の見直しは、IT利活用を促
進する環境整備のためには不可欠であるとの考えから、昨年12月より本年3月にかけて、こうし
た手続の棚卸を実施しました。棚卸の結果は各府省庁が今後法制度の見直しをするための基
礎情報となるため、各府省庁において毎年調査を行い、最新の情報を把握することを検討中で
す。また、法令上オンライン等によることが認められていない手続のうち、オンライン化等が有効
であると考えられる手続に関しては、各府省庁が検討対象手続・検討スケジュールを設定し、実
行に移すことでIT利活用促進のための法制度整備が可能になると考えております。
（２）国民が日々の生活や経済活動において情報通信技術（IT)利活用による利便性を真に実感
できるよう、マイナンバー制度の運用開始やパーソナルデータの利活用に関する法律の見直し
等、必要なITを利用するための基盤を活用しつつ、様々な分野でのITの利活用や円滑な情報流
通を加速させるため、必要に応じて法制上の措置の検討を行います。

○提案理由・現状の問題点
・マイナンバーを活用した本人確認の実現(マネロン法令改正)
個人番号カードは、①券面に顔写真及び基本４情報（氏名、住所、生年月日、性別）等が記載さ
れ、②また、ICチップには公的個人認証サービスによる電子証明書が搭載されていることから、
日本国に住民票のある誰もが取得できる身近な公的身分証明書として、対面及びオンライン上
の様々な場面で身分証明の手段として利用することが可能です。
マイナンバー法においても、身分証明書としての個人番号カードの利用を制限していません。

【総務省】
○電子メールを利用する方法による選挙運動に使用する文書図画の
頒布については、送信主体が候補者、衆議院及び参議院比例名簿登
載者、政党等（候補者届出政党、衆議院及び参議院名簿届出政党等、
確認団体）に限定されています。

【総務省】
公職選挙法（昭
和25年法律第
100号）第142条
の4

【総務省】
対応不可

【総務省】
平成25年に成立したインターネット選挙運動に係る公職選挙法の改正は、議員立法として提案
され、国会における御議論を経て行われたものです。その際、改正法の附則において、一般有
権者への電子メール解禁については、インターネット選挙運動の実施状況の検討を踏まえ、適
切な措置を講ぜられるものとするとされており、また、解禁後の諸課題の検討等を行うため、各
党協議会が設置され、議論がなされてきていると承知しています。一般有権者への電子メール
解禁等を含むインターネットを利用した選挙運動のあり方については、選挙制度の根幹に関わ
る重要な事柄であり、これまでの改正経緯を踏まえ、各党各会派において御議論いただくべき
事柄であると考えています。

○eLTAXを運営している一般社団法人地方税電子化協議会では、納税
者等にとってより使い勝手の良い製品が提供されるように、eLTAXに関
連する仕様を民間の財務・会計ソフトウェア開発業者等に提供している
とともに、同協議会と民間ソフトウェア開発業者等との間で意見交換会
を実施しております。

地方税法
（地方自治法、同
法施行令）

現行制度
下で対応
可能

平成16年10月から、eLTAXホームページにおいて、eLTAXの仕様公開の申し込みを受け付ける
ことにより、、民間の財務・会計ソフトウェア開発業者等が、eLTAXに対応したソフトウェアを開発
することを可能としております。

○行政手続オンライン化法によって、行政機関への申請・届出や、行政
機関が行う通知、縦覧・閲覧、作成等の手続について、個別の法令に
おいて書面で行うこととされている場合であっても、オンラインで行うこと
も可能となっております。

行政手続等にお
ける情報通信の
技術の利用に関
する法律

検討に着
手

行政手続オンライン化法施行後も、同法の適用が可能であるにも関わらず一部手続において
は対面・書面手続のみを認めていること等も踏まえ、全数調査の結果に応じ、ITの利活用によ
る国民の利便性向上のため、法的措置も視野に入れ引き続き検討してまいります。

【財務省】
国税庁では、納税者等にとってより使い勝手の良い製品が提供される
ように、e-Taxに関連する仕様を民間の財務・会計ソフトウェア開発者向
けに一般公開しております。

【財務省】
　　－

【財務省】
現行制度
下で対応
可能

【財務省】
平成15年４月から、e-Taxホームページにおいて、e-Taxの仕様を一般公開することにより、民
間の財務・会計ソフトウェア開発業者が、e-Taxに対応したソフトウェアを開発することを可能とし
ております。

【文部科学省】
現時点においても、副教材としていわゆる「デジタル教科書」を用いるこ
とは可能ですが、学校教育法第34条における「教科用図書」として使用
することは、同条では電子データによるものも教科用図書に該当すると
は明記されていないことなどから、認められていません。

【文部科学省】
・学校教育法第
34条第1項、附則
第9条
・教科書の発行に
関する臨時措置
法第2条第1項
・義務教育諸学
校の教科用図書
の無償措置に関
する法律第2条第
2項

【文部科
学省】
検討に着
手

【文部科学省】
○いわゆる「デジタル教科書」の制度化については、規制改革実施計画（平成26年6月24日閣
議決定）等において、デジタル教科書・教材の位置付け及びこれらに関連する教科書検定制度
の在り方について、平成28年度までに導入に向けた検討を行うこととされているところです。
○このスケジュールにのっとり、平成27年4月、専門的な検討を行うための有識者会議を設置し
たところであり、今後、この有識者会議において、いわゆる「デジタル教科書」に関する様々な課
題について検討を行っていく予定です。

○具体的要望事項
(1)対面原則・書面交付原則の撤廃によるＩＴを活用したイノベーションの推進
(2)マイナンバー制度の導入を前提に、ＩＴ利活用を一層推進するため、電子化を優先するという原則
を宣言し、併せて、その実施に際して必要となる諸制度の見直しを含めた「ＩＴ利活用新法」を検討すべ
き。

○提案理由・現状の問題点
(1)当連盟は、従来より、対面原則・書面交付原則の撤廃を掲げており、行政や各産業・サービスでＩＴ
を徹底的に活用することが生産性の向上や産業競争力の向上につながる。日本再興戦略にも記述
がされているが、個別に実現されていない事項はまだたくさんあるのでそれを実現する必要がある。
具体的事例は、以下参照。

・不動産取引の重要事項説明での対面規制の完全解禁
・遠隔医療の推進
・処方箋医薬品及び要指導医薬品のネット販売の推進
・デジタル教科書の承認
・処方せんの電子化及び積極活用の早期実現
・金融商品取引契約等における説明方法としての電子書面交付のデフォルト化
・インターネット選挙の解禁(メール活用の解禁)
・株主総会の事業報告等のウェブ開示のデフォルト化
・会社設立手続き、市役所等での諸手続きのネット対応の推進
・電子私書箱の活用(電子私書箱に届けられたデータの法的効力検討)
・民間ソフト・アプリケーションを用いた利便性の高い電子納税の実現
・政府・自治体から国民への書類通知や証明書類発行も電子交付にする
・マイナンバーを活用した本人確認の実現(マネロン法令改正)

(2)今般、マイナンバー制度が導入されることになりこの制度を最大限活用しデータ連携ができれば世
界最高水準のＩＴ社会実現も可能であるが、そのためには、ＩＴ活用を前提とした社会に変革する必要
がある。

(3)2月16日の産業競争力会議ＷＧにおいて、ＩＴ戦略本部は、電子的な手続きの基盤となる制度につ
いて法的措置の検討を示唆している。この法的措置の中で、上記(2)を実現するために、国家方針とし
て「デフォルトＩＴ化」を宣言したうえで、上記(1)の個別の見直しのＰＤＣＡをまわしていくべきである。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省
財務省
文部科
学省
厚生労
働省
国土交
通省

270831006
27年

4月16日
27年

5月15日
27年

8月31日

対面原則・書
面交付原則
の撤廃とＩＴ利
活用新法の
制定



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項
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会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

【厚生労働省】
○遠隔医療の推進
遠隔診療については、「情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診
療」）について」（平成９年１２月２４日付け健政発第１０７５号厚生省健
康政策局長通知。以下「平成９年遠隔診療通知」という。）において、そ
の基本的考え方や医師法（昭和２３年法律第２０１号）第２０条等との関
係から留意すべき事項を示しています。

○処方箋医薬品及び要指導医薬品のネット販売の推進
処方箋医薬品が含まれる調剤された薬剤及び薬局医薬品は、薬局に
おいて、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的
知見に基づく指導等を行うこととしています。
また、要指導医薬品については、薬局又は店舗販売業において、同様
に、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的知見
に基づく指導等を行うこととしています。

○処方せんの電子化及び積極活用の早期実現
民間事業者が行うこととされている書面の保存、作成、交付について
は、民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利
用に関する法律（平成十六年法律第百四十九号）に基づく厚生労働省
の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等に
おける情報通信の技術の利用に関する省令（平成十七年厚生労働省
令第四十四号）において、対象となる具体的な書面及び電磁的手法で
行う場合に遵守するべき事項が規定されているところであるが、現時点
で処方箋は対象とされていません。
このため、厚生労働省の検討会や実証事業により、処方箋の電子化に
あたり必要な環境整備等について、検討を行っています。

【厚生労働省】
○医師法第20条

○医薬品、医療
機器等の品質、
有効性及び安全
性の確保等に関
する法律第９条
の３、第36条の
４、第36条の６

○厚生労働省の
所管する法令の
規定に基づく民
間事業者等が行
う書面の保存等
における情報通
信の技術の利用
に関する省令（平
成十七年厚生労
働省令第四十四
号）第３条、第５
条、第８条、第10
条　等

【厚生労
働省】
○対応

○対応不
可

○対応

【厚生労働省】
○本年８月10日付けで、平成９年遠隔診療通知における遠隔診療の取扱いを明確化する通知
を発出しました。

○処方箋により調剤された薬剤及び薬局医薬品は、その効能・効果等において人体に対する
作用が著しく、重篤な副作用を生じるおそれがあることから、その適正な使用を通じて国民の生
命及び健康を確保するため、調剤された薬剤を患者等に販売又は授与する際に、その場所で
薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的知見に基づく指導等を行う必要
があります。また、この仕組みを今後とも堅持することが、薬事法及び薬剤師法の一部を改正
する法律案の審議において、衆議院厚生労働委員会により附帯決議されたところであります。
要指導医薬品は、薬局医薬品から薬剤師その他の医薬関係者から提供された情報に基づく需
要者の選択により使用されることとなって間もない医薬品であって、製造販売承認後の安全性
調査の調査期間が経過していないものです。当該調査期間中、当該医薬品の適正使用をでき
る限り確保することにより、健康被害等の発生を最小限に抑えるため、処方箋により調剤された
薬剤等に準じた最大限の情報収集等を行い、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報
提供、薬学的知見に基づく指導等を行うことが必要となります。
以上より、本規定は国民の安全を守るための制度であり、本提案を実施することは困難です。
なお、本制度は、法改正により平成26年６月から施行されているが、法の附則にて、施行後５年
を目途として、販売の実施状況を勘案し、要指導医薬品の販売のあり方を含めて検討を加え、
必要があると認めるときはその結果に基づいて必要な措置を講ずるとしており、現在、制度が適
切に運用されるよう周知徹底を図っている段階です。

○実証事業の結果を踏まえつつ、各種法令を遵守し、安全性の確保及び利便性の向上に資す
る形で今年度までに電子処方箋の導入を図ります。

【国土交通省】
宅地建物取引業法第35条に規定される重要事項説明については対面
で行う必要がある。

【国土交通省】
宅地建物取引業
法
第３５条

【国土交
通省】
検討に着
手

【国土交通省】
ＩＴを活用した重要事項説明については、平成２６年度に「ＩＴを活用した重要事項説明等に係る
検討会」において検討が行われた。その最終とりまとめにおいては、賃貸取引と法人間取引を
対象としたＩＴを活用した重要事項説明の社会実験（最大２年間）を行い、その結果の検証のた
めの検討会を設けて、トラブルの発生状況等を検証し、問題ないと判断されれば、賃貸取引及
び法人間取引について本格運用へと移行すること、個人を含む売買取引については、検証結
果を踏まえて社会実験又は本格運用を行うことを検討することされた。これを踏まえ、国土交通
省において、ＩＴを活用した重要事項説明の社会実験の準備を行っており、５月１４日に社会実
験のガイドラインを公表、７月３０日に社会実験を実施する登録事業者を決定し、８月３１日より
社会実験の開始を予定しているところ。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項
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【総務省】
○電子メールを利用する方法による選挙運動に使用する文書図画の
頒布については、送信主体が候補者、衆議院及び参議院比例名簿登
載者、政党等（候補者届出政党、衆議院及び参議院名簿届出政党等、
確認団体）に限定されています。

インターネットを利用した投票については認められていません。

【総務省】
公職選挙法（昭
和25年法律第
100号）第142条
の4

公職選挙法（昭
和25年法律第
100号）第６章

【総務省】
対応不可

【総務省】
平成25年に成立したインターネット選挙運動に係る公職選挙法の改正は、議員立法として提案
され、国会における御議論を経て行われたものです。その際、改正法の附則において、一般有
権者への電子メール解禁については、インターネット選挙運動の実施状況の検討を踏まえ、適
切な措置を講ぜられるものとするとされており、また、解禁後の諸課題の検討等を行うため、各
党協議会が設置され、議論がなされてきていると承知しています。一般有権者への電子メール
解禁等を含むインターネットを利用した選挙運動のあり方については、選挙制度の根幹に関わ
る重要な事柄であり、これまでの改正経緯を踏まえ、各党各会派において御議論いただくべき
事柄であると考えています。

「個人番号カードあれば、どこからでも投票できるようにする制度」とは、インターネットを利用し
た投票を念頭においていると思われますが、インターネットを利用した投票については、投票内
容が外部から覗かれたり、変更を加えられたりする危険がないのか、第三者による立会いがな
い中で、選挙人が外部からの影響を受けずに自由意思によって投票できる環境をいかに確保
するか、などの課題があり、こうした課題の解決に向けた技術面や制度面での環境整備の状況
を見極めた上で、国民的なコンセンサスを得ながら、検討を進めていく必要があると考えていま
す。

○eLTAXを運営している一般社団法人地方税電子化協議会では、納税
者等にとってより使い勝手の良い製品が提供されるように、eLTAXに関
連する仕様を民間の財務・会計ソフトウェア開発業者等に提供している
とともに、同協議会と民間ソフトウェア開発業者等との間で意見交換会
を実施しております。

地方税法
（地方自治法、同
法施行令）

現行制度
下で対応
可能

平成16年10月から、eLTAXホームページにおいて、eLTAXの仕様公開の申し込みを受け付ける
ことにより、、民間の財務・会計ソフトウェア開発業者等が、eLTAXに対応したソフトウェアを開発
することを可能としております。

○行政手続オンライン化法によって、行政機関への申請・届出や、行政
機関が行う通知、縦覧・閲覧、作成等の手続について、個別の法令に
おいて書面で行うこととされている場合であっても、オンラインで行うこと
も可能となっております。

行政手続等にお
ける情報通信の
技術の利用に関
する法律

検討に着
手

行政手続オンライン化法施行後も、同法の適用が可能であるにも関わらず一部手続において
は対面・書面手続のみを認めていること等も踏まえ、全数調査の結果に応じ、ITの利活用によ
る国民の利便性向上のため、法的措置も視野に入れ引き続き検討してまいります。

【財務省】
国税庁では、納税者等にとってより使い勝手の良い製品が提供される
ように、e-Taxに関連する仕様を民間の財務・会計ソフトウェア開発者向
けに一般公開しております。

【財務省】
-

【財務省】
現行制度
下で対応
可能

【財務省】
平成15年４月から、e-Taxホームページにおいて、e-Taxの仕様を一般公開することにより、民
間の財務・会計ソフトウェア開発業者が、e-Taxに対応したソフトウェアを開発することを可能とし
ております。

【文部科学省】
現時点においても、副教材としていわゆる「デジタル教科書」を用いるこ
とは可能ですが、学校教育法第34条における「教科用図書」として使用
することは、同条では電子データによるものも教科用図書に該当すると
は明記されていないことなどから、認められていません。

【文部科学省】
・学校教育法第
34条第1項、附則
第9条
・教科書の発行に
関する臨時措置
法第2条第1項
・義務教育諸学
校の教科用図書
の無償措置に関
する法律第2条第
2項

【文部科
学省】
検討に着
手

【文部科学省】
○いわゆる「デジタル教科書」の制度化については、規制改革実施計画（平成26年6月24日閣
議決定）等において、デジタル教科書・教材の位置付け及びこれらに関連する教科書検定制度
の在り方について、平成28年度までに導入に向けた検討を行うこととされているところです。
○このスケジュールにのっとり、平成27年4月、専門的な検討を行うための有識者会議を設置し
たところであり、今後、この有識者会議において、いわゆる「デジタル教科書」に関する様々な課
題について検討を行っていく予定です。

【内閣官房】
・マイナンバー制度を活用した本人確認・属性確認の実現（マネロン法
令、携帯電話・不正利用防止法令、年齢確認を求める各種法令等）。
・マイナンバー制度を活用した各種名簿管理の正確性向上と負担軽減
のための枠組みを整備(上場会社の株主名簿管理、選挙人名簿の管
理、公的資格保有者の管理の事務対応等)
・個人番号カード等があれば、どこからでも投票ができるようにする制度
の検討。
マイナンバー法において、市町村長は、申請に基づき、氏名、住所、生
年月日、性別、個人番号その他の事項が記載され、本人の写真が表示
された個人番号カードを交付することとされています。
また、マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保
障分野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。

【内閣官房】
行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第２
条、第９条、第17
条

【内閣官
房】
検討に着
手

現行制度
下で対応
可能

検討を予
定

【内閣官房】
ご指摘の通り、対面・書面交付等が法令で規定されている制度の見直しは、IT利活用を促進す
る環境整備のためには不可欠であるとの考えから、昨年12月より本年3月にかけて、こうした手
続の棚卸を実施しました。棚卸の結果は各府省庁が今後法制度の見直しをするための基礎情
報となるため、各府省庁において毎年調査を行い、最新の情報を把握することを検討中です。
また、法令上オンライン等によることが認められていない手続のうち、オンライン化等が有効で
あると考えられる手続に関しては、各府省庁が検討対象手続・検討スケジュールを設定し、実行
に移すことでIT利活用促進のための法制度整備が可能になると考えております。
・マイナンバー制度を活用した本人確認・属性確認の実現（マネロン法令、携帯電話・不正利用
防止法令、年齢確認を求める各種法令等）。
・マイナンバー制度を活用した各種名簿管理の正確性向上と負担軽減のための枠組みを整備
(上場会社の株主名簿管理、選挙人名簿の管理、公的資格保有者の管理の事務対応等)
・個人番号カード等があれば、どこからでも投票ができるようにする制度の検討。
マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲拡大
に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個人番
号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に向け
て関係府省庁と検討を進めてまいります。ご提言頂いたマイナンバー制度を活用した公的個人
認証や資格等の各種属性証明、選挙制度の見直し等についても、今後も継続的に関係者と検
討を進めてまいります。

個人番号カードは、①券面に顔写真及び基本４情報（氏名、住所、生年月日、性別）等が記載さ
れ、②また、ICチップには公的個人認証サービスによる電子証明書が搭載されていることから、
日本国に住民票のある誰もが取得できる身近な公的身分証明書として、対面及びオンライン上
の様々な場面で身分証明の手段として利用することが可能です。
マイナンバー法においても、身分証明書としての個人番号カードの利用を制限していません。

他方、マイナンバーについては一般の個人情報と比較してより厳格な取り扱いが求められてお
り、その利用範囲はマイナンバー法に規定された範囲に限定されています。マイナンバーの利
用範囲の拡大については、マイナンバー法の附則において、マイナンバー法の施行後３年を目
途として検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて、国民の理解を得つつ、
所要の措置を講じるものとされているところです。

270831009 27年
4月28日

27年
5月15日

27年
8月31日

各種手続き・
事務対応の
環境改善のた
めの既存制
度・法令の総
点検・見直し

○各種手続き・事務対応の環境改善のための既存制度・法令の総点検・見直し
（１）対面でのコミュニケーションを求める規制の撤廃
・不動産取引の重要事項説明での対面原則の完全解禁
・遠隔医療の推進
・処方箋医薬品及び要指導医薬品のネット販売の推進

（２）インターネット上での情報提供等を通常の方法として認めない規制の撤廃
・デジタル教科書の承認
・処方箋の電子化及び積極活用の早期実現
・金融商品取引契約等における説明方法としての電子書面交付のデフォルト化
・インターネット選挙の解禁(メール活用の解禁)
・株主総会の事業報告等のウェブ開示のデフォルト化
・不動産取引における重要事項説明書面、媒介契約書面及び宅建法37条書面の電子化

（３）各種手続き・事務対応をインターネット上で完結できない環境の改善・撤廃
・会社設立手続き、市役所等での諸手続きのネット対応の推進（行政手続オンライン化法、商業登記
法、e文書法等）
・個人及び法人による円滑な電子署名と電子認証の実現（電子署名法）
・「電子私書箱」の活用（電子私書箱に届けられたデータの法的効力検討）
・民間ソフト・アプリケーションを用いた利便性の高い電子納税の実現
・政府・自治体から国民への書類通知や証明書書類発行も電子交付にする。
・マイナンバー制度を活用した本人確認・属性確認の実現（マネロン法令、携帯電話・不正利用防止
法令、年齢確認を求める各種法令等）。
・マイナンバー制度を活用した各種名簿管理の正確性向上と負担軽減のための枠組みを整備(上場
会社の株主名簿管理、選挙人名簿の管理、公的資格保有者の管理の事務対応等)
・個人番号カード等があれば、どこからでも投票ができるようにする制度の検討。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省
財務省
文部科
学省
厚生労
働省
国土交
通省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

【厚生労働省】
○遠隔医療の推進
遠隔診療については、「情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診
療」）について」（平成９年１２月２４日付け健政発第１０７５号厚生省健
康政策局長通知。以下「平成９年遠隔診療通知」という。）において、そ
の基本的考え方や医師法（昭和２３年法律第２０１号）第２０条等との関
係から留意すべき事項を示しています。

○処方箋医薬品及び要指導医薬品のネット販売の推進
処方箋医薬品が含まれる調剤された薬剤及び薬局医薬品は、薬局に
おいて、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的
知見に基づく指導等を行うこととしています。
また、要指導医薬品については、薬局又は店舗販売業において、同様
に、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的知見
に基づく指導等を行うこととしています。

○処方箋の電子化及び積極活用の早期実現
民間事業者が行うこととされている書面の保存、作成、交付について
は、民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利
用に関する法律（平成十六年法律第百四十九号）に基づく厚生労働省
の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等に
おける情報通信の技術の利用に関する省令（平成十七年厚生労働省
令第四十四号）において、対象となる具体的な書面及び電磁的手法で
行う場合に遵守するべき事項が規定されているところであるが、現時点
で処方箋は対象とされていません。
このため、厚生労働省の検討会や実証事業により、処方箋の電子化に
あたり必要な環境整備等について、検討を行っています。

【厚生労働省】
○医師法第20条

○医薬品、医療
機器等の品質、
有効性及び安全
性の確保等に関
する法律第９条
の３、第36条の
４、第36条の６

○厚生労働省の
所管する法令の
規定に基づく民
間事業者等が行
う書面の保存等
における情報通
信の技術の利用
に関する省令（平
成十七年厚生労
働省令第四十四
号）第３条、第５
条、第８条、第10
条　等

【厚生労
働省】
○対応

○対応不
可

○対応

【厚生労働省】
○本年８月10日付けで、平成９年遠隔診療通知における遠隔診療の取扱いを明確化する通知
を発出しました。

○処方箋により調剤された薬剤及び薬局医薬品は、その効能・効果等において人体に対する
作用が著しく、重篤な副作用を生じるおそれがあることから、その適正な使用を通じて国民の生
命及び健康を確保するため、調剤された薬剤を患者等に販売又は授与する際に、その場所で
薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的知見に基づく指導等を行う必要
があります。また、この仕組みを今後とも堅持することが、薬事法及び薬剤師法の一部を改正
する法律案の審議において、衆議院厚生労働委員会により附帯決議されたところです。
要指導医薬品は、薬局医薬品から薬剤師その他の医薬関係者から提供された情報に基づく需
要者の選択により使用されることとなって間もない医薬品であって、製造販売承認後の安全性
調査の調査期間が経過していないものです。当該調査期間中、当該医薬品の適正使用をでき
る限り確保することにより、健康被害等の発生を最小限に抑えるため、処方箋により調剤された
薬剤等に準じた最大限の情報収集等を行い、薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報
提供、薬学的知見に基づく指導等を行うことが必要となります。
以上より、本規定は国民の安全を守るための制度であり、本提案を実施することは困難です。
なお、本制度は、法改正により平成26年６月から施行されているが、法の附則にて、施行後５年
を目途として、販売の実施状況を勘案し、要指導医薬品の販売のあり方を含めて検討を加え、
必要があると認めるときはその結果に基づいて必要な措置を講ずるとしており、現在、制度が適
切に運用されるよう周知徹底を図っている段階です。

○実証事業の結果を踏まえつつ、各種法令を遵守し、安全性の確保及び利便性の向上に資す
る形で今年度までに電子処方箋の導入を図ります。

【国土交通省】
宅地建物取引業法第34条の２に定める書面（媒介契約成立後の書
面）、第35条に定める書面（重要事項説明書）及び第37条に定める書
面（契約成立後の書面）については、書面にて交付する必要がある。

宅地建物取引業法第35条に規定される重要事項説明については対面
で行う必要がある。

【国土交通省】
宅地建物取引業
法第３４条の２、
第３５条及び第３
７条

【国土交
通省】
検討に着
手

検討に着
手

【国土交通省】
宅地建物取引業者が交付する書面の電磁的方法による交付については、平成２６年度に「ＩＴを
活用した重要事項説明等に係る検討会」において検討が行われ、その最終とりまとめにおい
て、「電磁的方法による交付を法令上可能とすることについて検討すべき。」とされたところ。

ＩＴを活用した重要事項説明については、平成２６年度に「ＩＴを活用した重要事項説明等に係る
検討会」において検討が行われた。その最終とりまとめにおいては、賃貸取引と法人間取引を
対象としたＩＴを活用した重要事項説明の社会実験（最大２年間）を行い、その結果の検証のた
めの検討会を設けて、トラブルの発生状況等を検証し、問題ないと判断されれば、賃貸取引及
び法人間取引について本格運用へと移行すること、個人を含む売買取引については、検証結
果を踏まえて社会実験又は本格運用を行うことを検討することされた。これを踏まえ、国土交通
省において、ＩＴを活用した重要事項説明の社会実験の準備を行っており、５月１４日に社会実
験のガイドラインを公表、７月３０日に社会実験を実施する登録事業者を決定し、８月３１日より
社会実験の開始を予定しているところ。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

【内閣官房】
マイナンバー法では、マイナンバーの利用範囲について、社会保障分
野、税分野、災害対策の分野で利用することが規定されています。ま
た、特定個人情報の提供を原則禁止とし、行政機関等が情報提供ネッ
トワークシステムを使用しての提供など、番号法に規定するものに限り
可能としています。
医療等分野については、健康保険法、国民健康保険法による保険給付
の支給、保険料の徴収に関する事務などでマイナンバーを利用するこ
とができます。

【内閣官房】
行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第９
条、第19条

【内閣官
房】
検討に着
手

検討に着
手

【内閣官房】
マイナンバー制度を我が国を支える重要インフラとするべく、マイナンバー制度利活用範囲拡大
に向けて、新戦略推進専門調査会・マイナンバー等分科会などを通じてマイナンバー、個人番
号カード、マイナポータルの具体的な利活用策について幅広く検討中であり、今後、推進に向け
て関係府省庁と検討を進めてまいります。
ご要望いただきました医療・介護・健康分野でのマイナンバー制度の利活用拡大についても、今
後も継続的に関係者と検討を進めてまいります。

第189回通常国会に提出した「個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個
人を識別するための番号の利用等に関する法律」において、①健康保険組合等が行う被保険
者の特定健康診査情報の管理等において、マイナンバーの利用を可能とし、また②予防接種
履歴について、地方公共団体間での情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携を可能
とすることとしています。
その他の事務におけるマイナンバーの利用については、厚生労働省において開催している「医
療等分野における番号制度の活用等に関する研究会」における検討の結果等を踏まえ、適切
に対応してまいります。

【総務省】
○健康保険証と個人番号カードの一体化について、厚生労働省におい
て検討がを進めているところです。

【総務省】
行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律

【総務省】
検討に着
手

【総務省】
○個人番号カードの健康保険証としての活用については、厚生労働省において実務的な検討
を進めているところであり、引き続き調整を進めてまいります。

○国の行政機関及び独立行政法人等が保有する個人情報について
は、行政に対する国民の信頼を確保し、個人情報の適正な取扱いのた
め厳格な保護を図る必要があることから、行政機関個人情報保護法及
び独立行政法人等個人情報保護法により規律されています。

・行政機関の保
有する個人情報
の保護に関する
法律（平成十五
年法律第五十八
号）
・独立行政法人
等の保有する個
人情報の保護に
関する法律（平成
十五年法律第五
十九号）

（前段）
検討を予
定

（後段）
検討に着
手

○現在第189回国会で審議されている「個人情報の保護に関する法律」等の改正法案の附則第
12条第５項において、改正後の同法の施行の状況等を踏まえ、民間及び国の行政機関等の個
人情報の保護に関する規定を集約し、一体的に規定することを含め、個人情報の保護に関する
法制の在り方について検討するものとしております。また、同改正法案の附則第12条第１項に
おいて、同改正法の施行日までに、国の行政機関及び独立行政法人等が保有する個人情報の
取扱いに関する規制の在り方について、国の行政機関等における匿名加工情報の取扱いに対
する指導、助言等を統一的かつ横断的に個人情報保護委員会に行わせることを含めて検討を
加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとすることとされており、総務省の研究会に
おいて検討しております。

【厚生労働省】
○医療・介護・健康分野でのマイナンバー制度の利活用
○医療等ＩＤ
現行のマイナンバー制度では、行政機関の行う事務にマイナンバーを
利用することとしており、医療機関の保有する診療情報にマイナンバー
を利用することはできません。

【厚生労働省】
行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律（平成
二十五年法律第
二十七号）第１
条、別表　等

【厚生労
働省】
検討に着
手

【厚生労働省】
○医療・介護・健康分野でのマイナンバー制度の利活用
○医療等ＩＤ
医療等分野における番号の活用については、厚生労働省の研究会において、医療関係者・保
険者等で議論いただき、昨年12月に中間まとめを行いました。
この中間まとめを踏まえ、医療連携や医学研究など、医療等分野で用いる番号のあり方につい
ては、
・　インフラの二重投資にならないよう、マイナンバー制度のインフラを活用しつつ、
・　医療情報の機微性に配慮し、セキュリティを確保して、安全性と効率性・利便性の両面が確
保された仕組み
となるよう、医療関係者や保険者等と十分に協議しつつ、検討を進めていくこととしています。

270915002 27年
7月14日

27年
8月20日

27年
9月15日

動物検知通
報システムに
おけるキャリ
アセンス機能
の規制緩和
等

提案の具体的内容
現在、無線設備規則及び総務省告示により、空中線電力が10mWを超える動物検知通報システムに
は、「キャリアセンス機能」の備付けが義務付けられているが、備付けを義務付ける空中線電力の下
限値を、山間部での方位探査による動物行動調査が可能となる電力のレベル（30mW程度）まで規制
緩和するため、総務省告示を改正する。
提案理由
　本県では、ニホンザルの群れ単位の被害対策やニホンジカの行動特性調査、ツキノワグマの学習
放獣後の行動調査等を、野生動物の身体に発信器を装着して電波の発信源を探査することによって
動物の位置を把握するシステム（150MHz 帯の電波を使用する登山者等の位置検知システム。以下
「動物検知通報システム」という。）を用いて行っている。
　動物検知通報システムの空中線電力は、平成20年8月に10mW以下から1W以下に引き上げられ、
1W（1,000mW）まで使用できるようになったものの、10mWを超える場合は、他の無線局との混信防止
のためキャリアセンス機能の搭載が義務付けられている。
　キャリアセンス機能の搭載を要しない、空中線電力が10mW以下の動物検知通報システムでは、発
信される電波が微弱であり、その受信範囲が狭いため、ニホンジカやツキノワグマなど、山間部を広
域に移動する野生動物の行動調査はほぼ不可能という実態がある。
　一方、動物検知通報システムで使用できるチャンネルは、5チャンネルに限定されているため、同じ
山域で同じチャンネルを使用する発信器を複数の動物に装着せざるを得ない状況であり、同じ山域で
複数のニホンザルの群れや複数のニホンジカ、ツキノワグマを追跡することとなるため、10mWを超え
る動物検知通報システムでは、キャリアセンス機能による発信停止等で、行動調査が大変困難となる
恐れがある。
そこで、山間部における野生生物の行動調査を概ね支障なく行うために、キャリアセンス機能の搭載
を義務付ける空中線電力の下限値を、現在の10mWから30mW程度に引き上げる規制緩和を求めるも
のである。
　なお、GPS首輪を利用した調査においても、動物検知情報システムを頼りにGPS首輪を装着した動
物に近接し、装着した動物から蓄積したデータのダウンロードや首輪回収のための脱落操作を行って
いるため、動物検知情報システムをGPS首輪で代替することはできない

神奈川
県

総務省

キャリアセンス機能は、同じ周波数を使用する他の無線局の電波を検
知した場合は、自局の電波発射を控え、混信を回避する機能です。
動物検知通報システムについては、無線局免許が不要な特定小電力
無線局であり、多数の無線局が周波数を共用できるようにするため、影
響が小さいと考えられる空中線電力10mW以下のものを除き、キャリア
センス機能の具備を義務づけています。

無線設備規則第
49条の14第２号
平成元年郵政省
告示第第49号

検討に着
手

電力が30mWの場合、10mWよりも干渉を与える範囲は広くなります。
キャリアセンス機能が働いているということは、互いに電波の干渉が生じうる状態にあるというこ
とになりますので、キャリアセンス機能を不要とする基準を電力10mW以下から30mW以下に引
き上げた場合、混信が増加し、他の無線局の運用に支障を引き起こすだけでなく、自局の通信
が他の無線局からの混信により支障が生じる可能性があります。

既にご承知のとおり、平成27年５月より、情報通信審議会において、特定小電力無線局の高度
化の検討を開始し、今年度末までに技術的条件を取りまとめることとしています。その中で、動
物検知通報システムについてチャンネル数の拡大や、送信時間についても現在の基準に比べ、
より共用可能性が向上するような条件を検討しておりますので、これらにより問題の解決は図ら
れると考えます。ご提案するキャリアセンスの基準についても緩和が必要ということであれば、
貴県から当該審議会における作業班のオブザーバとしてご参加頂いておりますので、その検討
の場において利用面や技術面又は周波数共用の観点を踏まえ詳細なご提案を頂ければと思い
ます。

270831010 27年
4月28日

27年
5月15日

27年
8月31日

医療・介護・
健康分野での
マイナンバー
制度の利活
用

○医療・介護・健康分野でのマイナンバー制度の利活用
・医療・介護・健康分野でもマイナンバー制度を利活用し、電子カルテ、レセプトなどに記載されている
各種情報などを連携させることで、効率的なIT投資と効率的な行政が実現できる。
・健康保険証と個人番号カードを一体化する。将来的に、診察券やお薬手帳も一体化する。
・マイナポータル等の仕組みを通じて、患者自身が、診療行為結果や投薬履歴など医療・介護・健康
分野のパーソナルデータにアクセス可能とし、どの情報を医療機関、介護事業者、健康関連サービス
事業者等に閲覧させるかなどを決定できる仕組みを提供する。これらにより、新たな民間サービスの
登場も促す。
・医療・介護・健康分野へのマイナンバー制度の利活用拡大をさらに進めていくためには、個人情報
保護に関して2000近い法令（自治体、政府機関、独立行政法人等）を、ひとつの法令などに統合する
ことも検討しないといけない。行政機関や独立行政法人保有の個人情報についても、新たにできる｢個
人情報保護委員会」が統一的に扱う体制を早急に整備する必要がある(再掲)。

○医療等ＩＤ
医療分野に特化した別番号（医療等ID）を創設するということであれば、改めて反対。ただし医療等ID
が、情報連携基盤により紐づけられる分野別番号（機関毎にマイナンバーから生成される機関別符号
の一つ（医療機関等向け符号））を指すのであれば、悉皆性と一意性を担保することができ、当連盟と
しても反対しない。

（一社）
新経済
連盟

内閣官
房
総務省
厚生労
働省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

271030026 27年
9月3日

27年
9月16日

27年
10月30日

消防法施行
令第25条第2
項次表につい
て

幼稚園（消防法施行令別表第1において第６項２（幼稚園）について、消防法施行令第25条第2項表に
おいて幼稚園舎２階から避難するための避難設備の中に、避難はしご、避難タラップなど避難の際、
幼稚園児が使用できないものが含まれていることは、非常に危険で安全安心をつかさどる法律の抜
け穴であることがうかがえます。
これについて、消防本部は認めざるを得ない状況にあり、政令改正等、何らかの措置をお願いしたい
と思います。幼稚園児の大切な命のためによろしくお願いします。

個人 総務省

　消防法施行令では、防火対象物の構造又は用途及び階に応じて適
応する避難器具の種類を定めており、避難器具の設置が必要な防火
対象物の関係者は、当該種類の中から適応する避難器具を選択して
設置することができます。

　幼稚園の2階部分に避難器具の設置が必要となる場合においては、
基本的に、滑り台、避難はしご、救助袋、緩降機、避難橋、避難用タラッ
プの中から適応する避難器具を選択することになります。

消防法施行令第
25条

対応不可

　消防法施行令上、複数の避難器具の種類の中から適応するものを選択して設置することがで
きるとしている趣旨は、同一の用途であってもそれぞれの防火対象物の実態(収容者の人数、
階段又は傾斜路等の避難施設の配置の状況、避難誘導体制　等)により、設置に適した避難器
具が異なる場合があることに鑑み、防火対象物の関係者が実態に応じて最も適切な避難器具
を選択できるようにしたものです。

　幼稚園についても、その実態により、2階部分に避難はしご又は避難用タラップを設置すること
が適当な施設も考えられることから、これらの器具を選択肢の1つとして定めているところです。

　したがって、提案のあった幼稚園の2階部分に設置可能な避難器具を避難はしご及び避難用
タラップ以外のものに限定することは、選択の幅を狭くし、結果的に実態に合わない規制の強化
につながると考えられるため、対応は困難です。

　なお、各消防本部においても、建築物の新築時等に提出される、消防同意に係る書類等によ
り、適切な避難器具が選択されているか確認しているものと承知しています。

△

271120005 27年
10月6日

27年
10月23日

27年
11月20日

免税軽油の
手続きについ
て

制度の趣旨は理解するが、この時代に、わざわざ役所に行って紙の免税証を発行してもらい、それを
スタンドに持って行き、スタンドはそれを取りまとめて発行元の役所に提出する、といった手続きはム
ダそのもの。
申請する方も面倒だか、当然、それを仕事としている役所の人がいるわけで、そんな時間があったら、
他の仕事をしてもらいたい。
免税が必要であれば、還付手続きとするとか、所得税等の控除で調整するとか、手間がかからない方
法があるはず。
昔ながらの手続きを継続するお役所仕事そのものと感じる。
無駄な労力を使わずに、公平に免税となるような手続きを考えてもらいたい。

個人 総務省

農業用機械の動力源として用いられる場合をはじめ、一定の用途に供
される軽油の引き取りについては、軽油引取税の課税を免除することと
されており、この免税軽油を使用する者は、課税庁（都道府県）に対す
る各種申請により交付を受けた免税証をガソリンスタンド等に提出する
ことによって、軽油を免税価格で購入できるという仕組みになっていま
す。

地方税法第144
条の６、同法第
144条の22等

対応不可

免税軽油については、本来的には軽油引取税を課すべきであるところ、特段の政策的配慮等
の観点から、一定の使途に限って特例として課税の免除を認めるものでありますので、その手
続に関しては、不正使用の防止及び適正円滑な運営が求められるところです。
したがって、免税軽油の使用にあたっては、その用途や使用数量について、課税庁における厳
格な審査により適正に把握されなければならないことから、一元的な還付等の手法によることは
難しく、現行の諸手続により運用されているものでありますので、ご理解いただきますようお願い
します。

【総務省】
・地方税に関する事務に従事している者がその事務に関して知り得た
情報を漏らした場合は罰則の対象となります。（地方税法第22条）。

・所有又は使用収益する資産の課税内容を固定資産税の納税者等が
確認する権利を確保するため、当該納税者等については固定資産課
税台帳の閲覧を常に行えることとしています。（地方税法第382条の
２）。

地方税法第22条
地方税法第382
条の２

対応不可

【総務省】
固定資産課税台帳に記載されている情報のうち、市町村が調査により知り得た情報について
は、地方税法第２２条に規定する「秘密」に該当し、一般の情報より厳しく守秘義務が定められ
ており、原則、情報提供することはできません。
　なお、固定資産課税台帳の閲覧については、納税者以外の者の台帳の閲覧については、土
地や家屋の借地借家人や当該資産の処分をする権利を有する者に認められており、例えば借
地借家人は、その賃借料等に固定資産税が転嫁されている場合も考えられ、その場合は固定
資産税の実質的負担者であると考えられること等から、その使用収益の対象となる部分につい
て台帳を閲覧できることとされています。

　住民票の写し等の交付制度については、平成19年の住民基本台帳
法の改正により、「何人でも交付を請求できる」という規定が改正され、
個人情報保護等の観点から、住民票の写し等の交付の請求・申出の主
体と目的を一定の要件に該当する場合に限定することとされました。
　この改正により、住民票の写し等の交付の請求・申出を行うことがで
きる場合としては、①本人等の請求によるもの（住民基本台帳法第12
条）、②国・地方公共団体の機関の請求によるもの（同法第12条の２）、
③本人等以外の者の申出によるもの（同法第12条の３）のいずれかに
該当する場合に限定されました。
　弁護士等の特定事務受任者は、住民基本台帳法第12条の３第２項の
規定に基づき、一定の場合において、職務上住民票の写し等の交付を
申し出ることができることとなっています。

住民基本台帳法
第12条の３第２
項・第３項

対応不可

　住民基本台帳法第12条の３第２項に基づく弁護士等の特定事務受任者による住民票の写し
等の交付の申出については、通常は受任事件・事務の遂行のために活動する者である特定事
務受任者が、個々の申出について依頼者からの個別の委任がないことにも配慮し、弁護士等
の資格を有することを条件に、受任事件・事務の依頼者が住民基本台帳法第12条の３第１項各
号に該当する場合に、職務上住民票の写し等の交付を申し出ることができることとしているもの
です。
　宅地建物取引士については、宅地建物取引業法の規定によれば、住民基本台帳法第12条の
３第３項に規定する特定事務受任者とは異なり、裁判所その他の官公署に対する申請等手続
を代理する行為を職務として行うことができないことから、宅地建物取引士を住民基本台帳法第
12条の３第３項の特定事務受任者に加えることはできないものと考えます。

【法務省】
　戸籍謄本等は，従前，何人でも交付請求をすることができたところ，平
成１９年法律第３５号による戸籍法の改正により，原則として当該戸籍
に記載されている者又はその配偶者，直系尊属若しくは直系卑属に限
り交付請求ができるものとしました(戸籍法第１０条第１項)。これは自己
の情報を他人に知られたくないという国民意識の向上や，これを背景と
した個人情報の保護に関する法律等の施行など，個人情報の保護が
社会的に要請されていたこと，他人の戸籍謄本等を不正に取得すると
いう事件が続けて発生するに及んだことから，戸籍の公開制度を見直
すこととしたものです。
　上記以外の者，つまり戸籍に記載されている者等以外の第三者が戸
籍謄本等の交付請求をするには，①自己の権利行使又は義務履行の
ために戸籍の記載事項を確認する必要がある場合(戸籍法第１０条の２
第１項第１号)，②国又は地方公共団体の機関に提出する必要がある
場合(同項第２号)，③その他戸籍の記載事項を利用する正当な理由が
ある場合(同項第３号)のいずれかの要件を満たす必要があり，請求者
はその事由を明らかにする必要があります。これは，みだりに第三者に
個人情報を知られないという要請を尊重する一方で，戸籍謄本等の請
求に正当な理由がある場合には，これに応じることも戸籍法の身分関
係の公示の機能の面から当然に認められるべきものだからです。
　いわゆる職務上請求とは，第三者請求の一種であり，弁護士等が職
務上戸籍謄本等の交付請求をする場合につき，弁護士等は，受任して
いる事件又は事務に関する業務遂行のために必要がある場合には戸
籍謄本等の交付請求をすることができ，その際，請求しようとする弁護
士等は，その資格，業務の種類，依頼者の氏名及び当該依頼者につい
ての第三者請求に当たって明らかにすべき事項を明らかにしなければ
ならないとされています（同法第３項）。

戸籍法第１０条の
２第３項

対応不可

【法務省】
　戸籍に記載された事項は，プライバシー性の高い情報であり，みだりに第三者に開示すること
は戸籍法の禁ずるところです。そして，宅地建物取引士は，宅地建物取引業（宅地若しくは建物
の売買若しくは交換又は宅地若しくは建物の売買，交換若しくは賃貸の代理若しくは媒介をす
る行為で業として行うもの）の業務に従事する者であるところ，商取引等の取引行為に当たって
相手方の戸籍謄本を請求することは，特段の事情がない限り，個人情報保護の観点から正当
な理由には当たらないと解されており，これを認めることはできないものと考えます。
　なお，いわゆる職務上請求が認められた弁護士等は，いずれも裁判所その他の官公署に対
し，他人の戸籍謄本等を添付書類とする公法上の申請等手続を代理する業務を行うことを法律
上認められたものであり，戸籍謄本等の第三者請求をする必要性が高いことから，特に法が依
頼者の個別の委任を要しない職務上請求を認めたものです。これに対して，宅地建物取引士
は，そのような手続を業として行うことが認められていないことから，職務上請求を認めることは
できないものと考えます。

271120008 27年
10月14日

27年
10月23日

27年
11月20日

宅地建物取
引士に対する
職務上請求
権の付与

近年、国家を挙げて既存住宅の流通と空家対策の促進を行っている最中ではありますが、その施策
の一環として、掲題の件の実現を是非お願い致したいと思います。

不動産取引（空家対策含む）に於いて、戸籍謄本・住民票の写し、課税台帳等、通常必要となる書類
は決まっており、今後、更なる既存住宅流通と、空家対策を行うには不動産取引の実務担当である宅
地建物取引士に対し、職務上請求権を付与して頂ければ、客先に上記の書類を集めて頂く手間が省
け、更なる取引の効率化がなせれるかと思います。
また、空家対策に於いても実務の例として、市内の空き家の状況を歩いて調査したり、クルマで確認
をしてみたりして、そのうえで法務局での調査をしてみましたが空き家の真の所有者にたどり着くこと
の難しさに「壁」を感じました。相続があっただろう人の戸籍などを調査できない、固定資産税の課税
台帳の閲覧ができないなどの「壁」です。その壁が打ち破れれば、不動産に携わる者して今、問題が
大きくなっている空き家の問題にも解決の糸口が業界人としてつけられるだろうと思っているこの頃で
す。
せっかく宅地建物取引士になったからということではなく、社会的問題になっている空き家の問題を解
決する必要を考えると、その実務に携わる取引士がその権限を持っていないというのは「まる腰で戦
え」と言っているのと同じです。

今後の住宅流通の事を踏まえて、是非とも御一考して頂きたく申し上げます。

個人 総務省
法務省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項
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271130001
27年

10月16日
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11月9日
27年

11月30日

消火配管の
補修措置の
具体化

【提案の具体的内容】
消火配管への当て板溶接補修・二つ割りバンド等による補修を、通達等により認める。

【提案理由】
消火配管への補修方法として、当て板溶接補修・二つ割りバンド等による補修があるが、現行では一
時的な対策としかみなされておらず、消防査察の際に配管の取替を指摘されている。そのため、定期
修理時等に配管の取替を行っており、コスト増加につながっている。また、補修技術の進歩の阻害要
因にもなっている。
消火配管は機能性の維持が重要であるが、補修後の耐圧試験及び年一回の定期点検で安全性を確
認することにより、補修であっても法で求められている機能の維持は可能である。

石油連
盟

総務省

　消火用屋外給水施設の放水能力に関する基準は、当該特定事業所
に備え付けなければならない大型化学消防車等の放水能力の合計に、
当該大型化学消防車等のうち放水能力が最大の大型化学消防車等の
放水能力を加算した放水能力とされ（石油コンビナート等における特定
防災施設等及び防災組織等に関する省令（昭和51年自治省令第17
号）第８条）、消火用屋外給水施設の配管は、鋼製又は合成樹脂製で
あることとし、さらに合成樹脂製の配管にあっては、火災の熱等の影響
を受けないように設置されていること（同省令第10条）とされています。
　また、消防庁告示に定める実施方法により、消火用屋外給水施設の
定期点検をしなければならないとされています（特定防災施設等に対す
る定期点検の実施方法（昭和51年消防庁告示第8号））。
　なお、配管の補修方法に関する基準は、省令・通知等に規定されてい
ません。

消防法、石油コン
ビナート等災害防
止法

対応不可

　消火用屋外給水施設の配管の状況は、設置された配管の置かれている環境や設置された時
期、また、破損・経年劣化・腐食等により損失した部分の位置、大きさ、肉厚の減少の具合等が
様々であることから、大型化学消防車等の放水時にかかる配管の設計水圧等も考慮し、配管を
取り替えるのか、補修するのか、補修する場合にはどのような補修をするのか個別に判断する
必要があります。
　このため、補修内容について統一的な基準をお示しすることは困難であり、適切ではないと考
えられます。
　なお、ご提案の二つ割りバンド補修は、配管の補修部分に用いられるシール剤が火災発生時
に長時間熱の影響に耐えることができないと考えられるため、適切ではないと考えられます。

271130002 27年
10月16日

27年
11月9日

27年
11月30日

移送取扱所
の試験方法
の見直し

【提案の具体的内容】
移送取扱所における設備の新設・変更時の試験方法について、高圧ガス保安法と同等なレベル（耐
圧試験時間を30分程度）に見直す。

【提案理由】
移送取扱所における設備の新設・変更時の試験方法は、媒体を水とし、最大使用圧力の1.5倍で24時
間保持となっているが、配管延長が長い場合あるいは季節による朝晩の温度差が大きい場合には、
圧力の維持が困難なことがある。移送取扱所は耐圧試験に加えて非破壊検査も実施しているため、
耐圧試験時間を30分程度に見直しても安全性は十分に担保できる。

石油連
盟

総務省
移送取扱所の配管等は、設置工事又は変更工事の後に、当該配管等
に係る最大常用圧力の１．５倍以上の圧力で、２４時間以上の試験時間
で耐圧試験を行わなければなりません。

危険物の規制に
関する政令第１８
条の２
危険物の規制に
関する規則第２８
条の２８
危険物の規制に
関する技術上の
基準の細目を定
める告示第４２条

対応不可

　この耐圧試験は、一日の温度変化に伴う配管等設備の変形を考慮し、圧力を確認することに
より漏えいがないことを検知するため、24時間の試験時間が必要であり、30分の試験時間では
漏えいを見逃すおそれがあります。
　以上から、試験時間を短縮することは、試験の精度が確保できないため認められません。
　なお、移送取扱所は、その配管が当該移送取扱所を保有する事業所等の敷地のみならず、
当該敷地外（道路等の公共の場所や農地等の第三者が所有する場所）を通過するものです。
そのため、万一災害が発生した場合、地域住民に与える影響が大きいことから、他の危険物施
設等の配管よりも高い基準を定めています。

271130010
27年

10月27日
27年

11月9日
27年

11月30日

「競争入札参
加資格」申請
の統一・簡素
化

【具体的内容】
全国もしくは都道府県単位で「競争入札参加資格申請」の一本化、申請書類及び添付書類の簡素
化・統一化を図ること。

【提案理由】
「競争入札参加資格審査申請」については、近時「電子申請」にて申請を受理している自治体が増え
ているものの、依然、紙による申請手続きを要求しているところが多い。しかも、申請添付書類も統一
性がなく、中には申請書類の提出に際し細部まで（書類の綴じ方、使用ファイルの色、等）指定する自
治体もある。また、参加資格申請の公示の仕方・時期も自治体により異なる。
この点が「競争入札参加資格申請」の事務手続きを煩雑化している大きな要因となっている。
「競争入札参加資格審査申請」手続きを簡素化・統一化することにより、「自治体」「民間事業者」双方
の事務効率化が促進され、公正かつ自由な経済活動も促進される。

(公社)
リース事
業協会

総務省
競争入札参加審査申請の手続きについては、地方自治法や地方自治
法施行令で規定しているものではなく、各地方公共団体が必要に応じ
適宜定めているものです。

－ 事実誤認 地方自治法及び同法施行令による規制はありません。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項
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271215056 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

「防火管理
者・防災管理
者の届出基
準の明確化」
及び「各消防
署によって異
なる防火管理
者・防災管理
者の届出書
の統一」につ
いて
※例：酒類販
売管理者選
任
（解任）届出
書

①届出基準を明確化及び届出書の全国統一化をしていただきたい。
・直営店は店舗主体者が半年～1年半で変わるため、主体者〔=防火（防災）管理者〕が変わる都度、
管理者変更届出書を各所轄消防署に提出している。
しかし、店舗によって、戸建て店舗やテナントビル内等、出店場所が様々な上、防火管理者の届出状
況が異なるため、本部で正確なデータ（届出状況）を管理できない状況である。
店舗毎の届出の必要の有無を正確に把握するには、法令通りに計算し基準を満たしているか確認し
た後、管理会社又は所轄消防署に最終的に確認が必要であり、非常に時間がかかっている。
　・届出書は法人の場合、代表名（＝社長）の捺印が必要。現在の届出書の流れは、「消防署（もしく
はホームページ）→店舗→本部→店舗→消防署」という流れで、非常に手間がかかる。
全国統一の届出書であれば、「本部（ホームページ等より届出書を入手）→店舗→消防署と、業務が
効率化されると考える。
②現　状
〔届出基準の現状〕
・消防法施行令別表第一のコンビニエンスストアが該当する項目が不明瞭（明確な表記がないため）
である。
・テナントビルでの店舗では、該当の建物がどのような防火管理者の届出をしているのか、管理会社
又は所轄消防署に確認後、店舗毎の防火管理者の届出の必要有無の確認が必要となる。
〔届出書の現状〕
・記載内容はほぼ同様にもかかわらず、各消防署によって届出書が異なる。そのため、店舗ごとに所
轄消防署より届出書を入手せざるを得ず、非常に手間がかかる。
③効果
より正確に、迅速に防火・防災管理者届出書を提出できる。
コンビニエンスストアやその他、様々な場所に出店している小売店等にとっても非常に効果的であると
考える。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

総務省

＜届出基準＞
　コンビニエンスストアは、消防法施行令別表第一(四)項に定める「物品
販売業を営む店舗」に該当（同一の建物に他の用途と混在する場合
は、原則として建物全体が同表(十六)項イに定める「複合用途防火対
象物」に該当）します。

　消防法令において、防火管理者又は防災管理者の届出の基準（防火
対象物の用途、階、面積、収容人数）が定められています。

＜届出書＞
　防火管理者又は防災管理者の届出の様式は、消防法施行規則別記
様式第1号の2の2に定められています。

消防法第8条及
び第36条

消防法施行令第
1条の2、第4条の
2の4、第46条及
び別表第1

消防法施行規則
第1条の3、第3条
の2、第51条の9
及び別記様式第
1号の2の2

現行制度
下で対応
可能

＜届出基準＞
　防火管理者又は防災管理者の届出の基準は、制度の現状に記載のとおり、消防法令に基づ
き運用されており、その内容を御確認いただくことにより、届出の要否の判断が可能であると考
えます。

＜届出書＞
　防火管理者又は防災管理者の届出の様式は全国共通です。

　また、電子政府の総合窓口「e-Gov」（http://shinsei.e-
gov.go.jp/search/servlet/Procedure?CLASSNAME=GTAEGOVMSTSEARCH）からダウンロード
することが可能となっています。

271215067 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

消防設備士
以外による簡
易な消防設備
工事の許可

【提案内容】
消防設備工事のうち、簡易な消防設備の工事（共同住宅の避難はしご等）については、消防設備士以
外による工事が可能とするべきである。

【提案理由】
消防設備工事については、消防設備士による工事が必要とされている範囲が広く、合理化を行うべき
である。

(公社)関
西経済
連合会

総務省

　消防法施行令第36条の2第1項に掲げる消防用設備等（固定式の金
属製避難はしご等）は、平時は使用されず、火災時に初めて使用されう
るものであり、火災時に必要な機能を十分に発揮させるためには、設置
工事を適切に行うことが必要であることから、当該設置工事は、一定の
知識及び技能を有する消防設備士が行うこととされています。

消防法第17条の
5

消防法施行令第
36条の2

消防法施行令の
一部を改正する
政令等の施行に
ついて（昭和41年
5月6日付自消乙
予発第7号）

対応不可

　消防法施行令第36条の2第1項に掲げる消防用設備等（固定式の金属製避難はしご等）は、
火災時に初めて使用されうるものであるところ、一定の知識及び技能を有しない者が設置工事
を行うと、適切な施工がなされず、火災時に必要な機能を十分に発揮することができないおそれ
があることから、消防設備士以外による設置工事を認めておりません。

271215080 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

固定資産税・
都市計画税
の納税通知
書・課税明細
書の書式・
フォームの統
一

【提案の具体的内容】
・民間事業者の事務効率化・コスト削減を図る観点から、市区町村から毎年送付される固定資産税・
都市計画税の納税通知書・課税明細書の書式・フォームの統一を図ること

【提案理由】
・固定資産税・都市計画税の納税通知書・課税明細書は、毎年４月～６月にかけて全国から集中して
送付され、納期限までに納税しているが、全国に大量の不動産資産を保有する民間事業者にとって
は、各市町村から送付される納税通知書・課税明細書の書式・フォームが統一されていない為、その
内容の解読とシステムへの情報の登録に多大なる手間と時間が費やされている現状。
・納税通知書・課税明細書の統一が実現されれば、全国に大量の不動産資産を有する民間事業者に
とっては、多大なる事務の効率化等を推進することが可能。

(一社)生
命保険
協会

総務省

納税通知書及び課税明細書は、記載すべき事項（賦課の根拠となった
法律及び当該地方団体の条例の規定、納税者の住所及び氏名、課税
標準額、税率、税額等）、地方税法により規定されているところですが、
様式（書式・フォーム）については、法に規定しているものではありませ
ん（地方税法第１条第１項第６号）。

地方税法第１条
第１項第６号

事実誤認 地方税法及び同法施行令による規制はありません。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項
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271215081 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

固定資産税・
都市計画税
の納税通知
書の交付から
納期限までの
期間の延長

【提案の具体的内容】
・民間事業者の納税事務の正確性の確保と効率化を図る観点から、市区町村による納税通知書の交
付から納期限までの期間を延長すること

【提案理由】
・固定資産税・都市計画税の納税通知書・課税明細書は、毎年４月～６月にかけて全国から集中して
送付され、納期限までに納税しているが、全国に大量の不動産資産を保有する民間事業者にとって
は、同時期に大量の納税通知書の処理に追われることになり、（月末を納期限とすると、納税通知書
の到着はその月の１０日前後から中旬にかけて集中する傾向）多大なる事務負荷がかかっている。
・地方税法第364条第9項によると、納税通知書・課税明細書の交付は「遅くとも、納期限前１０日まで
に」しなければならないとされているが、この１０日前規定の延長をしていただきたい。

(一社)生
命保険
協会

総務省
・納税通知書又は課税明細書は、遅くとも、納期限10日前までに納税者
に交付しなければならないこととされています（地方税法第364条第９
項）

地方税法第364
条第９項

対応不可
市町村の徴税事務にかかる所要期間と、納税者にかかる納税通知書の交付日と納期限との間
に余裕期間をおくことの双方を考慮して、遅くとも、納期限の10日前と定められており、これは個
人住民税や事業税など、他の税目でも共通となっています。

271215090 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

電子的手法
による住民税
額の決定通
知・変更通知
の義務付けお
よび通知書
フォーマットの
統一化

【提案の具体的内容】
企業に対する住民税額の決定通知・変更通知について、全自治体に対し、電子的手法による通知を
義務付けるとともに、通知書のフォーマットを統一する。
【提案理由】
地方税法の改正により、企業側が提出する給与支払報告書は、電子データによる提出が義務化さ
れ、eLTAXも全市町村に導入されるに至った。それに伴い、eLTAXを利用して電子データで報告を
行った場合には、各市町村へデータが振り分けられることとなり、報告書の提出にかかるコストは一定
削減された。他方、市町村から送付される「給与所得に係る市民税・県民税特別徴収税額の決定通
知書」「給与所得にかかる市民税・県民税特別徴収税額の変更通知書」に関しては、市町村により対
応がバラバラな状況にあり、書面によるものとデータによるものが混在しているうえ、フォーマットにも
ばらつきがある状況であって、まだ企業側にかなりの負荷がかかっている状況にある。特別徴収税額
通知を電子署名付きの電子データで送付することについては、平成27年9月を目処にeLTAXを改修
し、その後、各市町村において税務システムをeLTAXに対応できるよう改修を進め、完了した市町村
から順次電子署名付きの電子データの送付を開始する予定であるとのことであるが、市町村によって
対応が異なることとなると、日本各地に展開している企業にとっては、負荷削減効果は引き続き限定
的となる。住民税額の決定通知・変更通知の方法（書面・電子）やフォーマットが市町村ごとに異なる
と、管理が非効率であり、紙で送付された場合には企業でデータ化する際のインプットミスによる誤徴
収も生じうる。したがって、少なくとも支払報告書の電子提出が義務づけられている企業に関する各種
通知に関しては、全自治体に対し、電子的手法による通知を義務付けるとともに、通知書のフォーマッ
トを統一すべきである。

(一社)日
本損害
保険協
会

総務省

eLTAXを通じ、特別徴収義務者向けの特別徴収税額通知を電子署名
付きの電子データで送付することについては、平成27年９月にeLTAX機
能を追加したところ。現在、各市町村において順次改修を進めており、
完了した市町村から電子署名付きの電子データの送付を開始すること
としている。

地方税法第321
条の４

現行制度
下で対応
可能

給与支払報告書の電子的提出が義務付けられている企業に対する特別徴収税額通知につい
ては、来年から電子的方法による正本の通知が始まるところであり、各団体への通知の発出や
説明会等における要請を積極的に行うことなどを通じ、統一されたフォーマットが広く使用される
よう取り組んでまいりたい。

271215102 27年
10月31日

27年
11月18日

27年
12月15日

特定行政書
士による紛争
性のある聴
聞・弁明手続
きの代理

提案の具体的内容）
　行政不服申立ての代理が可能な特定行政書士に、紛争性のある聴聞・弁明手続きの代理を認めた
いただきたい。

提案理由）
　平成２６年改正行政書士法（平成２６年６月２７日公布）において、行政不服申立ての代理権が、一
定の研修課程を修了した特定行政書士に付与されることとなりました。行政不服申立ては、行政処分
の取消しを求めるものであり、紛争性のある行為です。ところで、行政書士には、聴聞・弁明手続きの
代理権が認められていますが、聴聞・弁明手続きの代理人に行政書士がなる場合、行政による不利
益処分に異議がある場合など紛争性のある聴聞・弁明手続きの代理を行うことが行政書士法で制限
されています。しかし、行政による不利益処分に異議がなく、処分の名宛人が甘んじて処分を受けよう
とする場合に、行政書士が名宛人の権利擁護のため代理人として聴聞・弁明手続きに関与する実益
はありません。なにより、行政処分の取消し手続きに代理人として関与できるにもかかわらず、行政処
分（不利益処分）を行うかどうかの手続きに代理人として関与できないとすることを正当化する理由を
見出すことはできません。

個人
総務省
法務省

　平成26年の行政書士法の改正により、行政書士が作成した官公署に
提出する書類に係る許認可等に関する、審査請求、異議申立て、再審
査請求等行政庁に対する不服申立ての手続の代理については、日本
行政書士会連合会が実施する研修の課程を修了した行政書士（特定
行政書士）に限り行うことができることとされました。
　一方、行政書士が行うことができる聴聞・弁明手続の代理は、行政書
士が作成することができる官公署に提出する書類に係る許認可等に関
して行うことができるとされておりますが、弁護士法第７２条に規定する
法律事件に関する法律事務に該当するものは除かれていることから、
行政書士は紛争性のある聴聞・弁明手続の代理を行うことができない
ものとされています。

行政書士法第１
条の３第１項第１
号、第２号、第２
項

その他

　不服申立て手続を代理することができる特定行政書士については、平成２７年１２月４日に、
特定行政書士となるための研修が修了したことにより初めて特定行政書士が誕生したところで
あり、特定行政書士による不服申立て手続の代理については、それ以降実施できるようになる
ところです。
　このため、特定行政書士に紛争性のある聴聞・弁明手続の代理を行わせることについては、
まずは特定行政書士による不服申立て手続の代理業務の実施状況等や、行政書士法第１条
の３の立法趣旨を踏まえる必要があるものです。

271231001 27年
10月16日

27年
11月9日

27年
12月31日

石油コンビ
ナート等災害
防止法におけ
る新設・変更
に係る届出等
を地方自治体
で可能とする

【提案の具体的内容】
第一種事業所の新設・変更に係る届出等を地方自治体で行えるよう措置する。

【提案理由】
第一種事業所の新設・変更に係る申請を中央官庁に対して行う必要があるため、地方事業所に多大
な負担がかかっている。新設・変更に係る申請において、事前説明、届出提出、不指示通知の受領、
完了届出（検査手数料の納付）、適合確認通知書の受領と、計5回の中央官庁への往訪のために、地
方事業所の担当者の移動に数十時間が費やされる事例が発生している。また、現地確認検査の検査
日の設定にあたり、複数中央官庁の検査担当者の日程調整に多大な時間を要するケースがあり、完
了届出から現地確認検査までに50日程度を要した事例がある。申請手続き及び現地確認検査が地
方自治体において可能となれば、これらの負担が軽減されるとともに、設備稼働開始までの期間が短
縮され、工程ロスの低減にもつながる。

石油連
盟

総務省
経済産
業省

　石油コンビナート等災害防止法に基づく第１種事業所のうち、石油と
高圧ガスをともに扱う事業所は、新設等の工事をしようとする場合、新
設等に関する計画を主務大臣（総務大臣及び経済産業大臣）に届け出
ることとされています。主務大臣はこの計画について災害の発生の場
合の拡大防止の観点から変更指示や廃止指示をすることが出来、さら
に新設等の工事が完了したときは当該計画に適合しているかの確認を
行っています。

石油コンビナート
等災害防止法第
５条、第７条、第１
１条、第４６条

対応不可

　新設等に関する計画の届出を義務付けしている事業所は、コンビナート地域における第１種
事業所のうち石油と高圧ガスをともに扱う事業所に限定されています。これは、市町村長等が
消防法に基づき石油の貯蔵・取扱に伴う災害防止の観点から許可を与え、都道府県知事が高
圧ガス保安法に基づき高圧ガスの処理に伴う災害防止の観点から許可を与えていますが、石
油及び高圧ガスに関連する各種装置が複雑に入り組んでいる事業所では、災害の発生の危険
性が非常に高く、一度災害が発生した場合に被害が拡大する危険性の高いことに鑑み、事業
所全体として防災上一元的な対策を行うことが必要不可欠であると考えているからです。
　したがって、当該制度は、消防法及び高圧ガス保安法の両法令の規制も勘案し、総務省消防
庁及び経済産業省が連携して審査を行うとともに、石災法に基づき各法令を所掌する関係行政
機関（５省庁）の長への事前協議・調整等を図る必要があること、対象事業所の中には複数の
市町村にまたがる事業所があること、届出案件を集約し関係省庁で連携して審査を行うことで
審査の迅速性・効率性が担保される面もあること等の理由により、現状の制度を維持すべきと
考えます。
　一方では、事前相談にあたっては、メールや郵送、さらにはテレビ会議の活用も可能であり、
窓口も総務省消防庁に一元化する等、手続きの効率化や簡素合理化を図っているところです。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

271231002 27年
10月16日

27年
11月9日

27年
12月31日

石油コンビ
ナートのレイ
アウトに係る
基準のうち、
各施設地区
が混在してい
る場合の敷地
面積基準の
見直し

【提案の具体的内容】
石油コンビナートのレイアウトに係る基準のうち、各施設地区が混在している場合の規定について、主
として設置されている施設に従属する施設の面積基準を500m2以内から1000m2以内に見直す。

【提案理由】
石油コンビナートのレイアウトに係る基準において、製造施設地区内に用役施設が混在している等の
場合、主として設置されている施設以外の施設（製造施設を除く）の面積が500m2以内であれば、当
該施設は主として設置されてる施設に従属するものとみなされるが、500m2を超える場合は独立した
施設地区の新設とみなされ、特定通路の敷設等が必要となっている。レイアウト上の制約により、特
定通路の敷設が困難な場合は、設置面積を500m2以内にするために、設置する施設規模の縮小を行
うなど、事業所敷地の有効活用の妨げとなっている。
主として設置されている施設地区が特定通路に関する基準を満足していれば、従属する施設の面積
基準を見直しても消火活動に影響はなく、同等の安全性は担保できると考えられる。

石油連
盟

総務省
経済産
業省

主として設置されている施設以外の施設(製造施設を除く。)の敷地の面
積が原則として500㎡以内の場合は、当該施設は主として設置されてい
る施設に従属するものとされています。

石油コンビナート
等特別防災区域
における新設事
業所等の施設地
区の配置等に関
する省令（第4
条）、新設等の計
画の届出に係る
審査事務の簡素
合理化について
（第3の8（１））

対応不可

　石油コンビナート等災害防止法において、事業所の敷地を用途に応じ区分し、その面積及び
配置について規制しているのは、施設が混在すると災害が拡大する危険性が高まることから、
類似の施設をまとめつつ、それぞれの用途の敷地の間隔を確保することなどにより、事業所内
の施設に災害が発生した場合にその拡大を防止しようとするものです。また、施設地区の外周
に特定通路を設置することで、災害の拡大を防止し防災活動に影響がないような配慮がされて
おります。
　面積基準については、こうした安全性の観点から、昭和６１年の導入以来現在に至るまで、原
則として500m2を上限として従属する施設を認めているものであり、御指摘の面積基準を見直
すことは困難であると考えています。

271231021 27年
10月27日

27年
12月9日

27年
12月31日

自動車登録シ
ステムと自動
車税の徴税シ
ステムの一体
化

【具体的内容】
「自動車登録システム」と「自動車税の徴税システム」を一体化して運用すること。

【提案理由】
「自動車登録システム」は国が運営し、「自動車税の徴税システム」は地方自治体が運営していること
から、両システムが一体化していない。
一部連携（「自動車登録システム」のデータを「自動車の徴税システムに反映）している部分もあるが、
両システム間にタイムラグがあり、「自動車の徴税システム」のデータがアップデートされていない場合
がある。
両システムを一体化することにより、次のようなメリットが期待でき、利用者・行政機関ともに、効率化
が図られる。
①内容の重複する書類を国・地方自治体の双方に提出する利用者の事務負担が軽減されるととも
に、これを国・地方自治体の双方で確認する行政の事務の効率化が図られる。
②両システムを一体化することにより、「自動車税の徴税」データについて常に最新のものを確認する
ことができる。

(公社)
リース事
業協会

総務省
国土交
通省

自動車登録検査業務電子情報処理システム（以下「MOTAS」という。）
は、全国９３カ所の運輸支局等とデータセンターを回線で結び、オンライ
ン・リアルタイム処理方式により、自動車の新規登録、移転登録、継続
検査等の業務を支援し、自動車の登録情報を一元的に管理するシステ
ムです。また、MOTASは関係する行政機関とシステム連携をしており、
MOTASで管理している自動車の登録情報を、他の行政機関に提供す
ることにより、犯罪捜査や徴税事務や自動車安全環境行政への活用な
ど、様々な行政執行に活用されており、他の各種行政・制度を支える重
要な基盤となっています。

各都道府県においては、税基幹システムにより、自動車税の賦課徴収
業務を行っています。同システム内において、取得された自動車に係る
自動車税の申告書データを取り込んでおり、データの確認や年度途中
の所有権移転等の反映を行うため、MOTAS情報を定期的に取り込み
突合しているところです。そうしたデータを元に、毎年、賦課期日現在（４
月１日）の自動車税の納税通知書の作成や納税（５月末日が納期限）
があったものの収納等を行っています。

道路運送車両法
第6条第1項、自
動車登録令第6
条～第8条、自動
車登録規則第1
条～第4条、地方
税法第145条～
第151条

現行制度
下で対応
可能

自動車税の定期賦課については、「制度の現状」のとおり、日々徴税業務が発生しているもので
はなく（自動車の取得・登録時に窓口において納付される月割課税分を除く）、基本的には毎年
の定期賦課・徴収を行えるように、個別の自動車の情報が各都道府県の税基幹システムにお
いてアップデートされていれば問題ないものと考えております。
（なお、自動車の登録情報については、毎日、運輸支局の業務終了後に当日の更新データの
取りまとめを行っており、都道府県は、翌朝の業務時間開始前には当該データを入手可能と
なっているところ、当該データの税基幹システムへの反映時期については、都道府県の判断で
適時適切に行えるようになっています。）
その他、「自動車税の徴税」データのアップデートに関しまして、都道府県において、税の収納
情報をシステムに反映し管理するものですが、金融機関やコンビニエンスストアで納付した場
合、当該機関と情報のやりとりが生じるため、収納情報のシステムへの反映が数日～１週間程
度は必要となるところです。この日数については、ＭＯＴＡＳと税基幹システムを一体化したとし
ても解消されるものではありません。

なお、自動車の検査登録・徴税事務につきましては、平成１７年度より自動車保有関係手続の
ワンストップサービス（ＯＳＳ）を導入しており、従来、運輸支局、県税事務所等に出頭して行って
いた手続をオンラインで一括で行うことを可能とすることにより、申請者の利便向上を図ってきた
ところです。
ＯＳＳについては、関係省庁及び都道府県が連携して、平成２９年度までに全国展開や対象手
続を拡大し、申請者の更なる利便向上を図っていくこととしています。

271231022 27年
10月30日

27年
12月9日

27年
12月31日

災害発生時、
通行規制区
域内への侵
入許可につい
て

①コンビニエンスストア店舗は被災地域の重要な物資供給拠点であり、そこへ商品供給する配送車は
緊急通行車両として指定を検討いただきたい。
②大規模災害時には、各行政官庁も混乱する中、所定の交付手続きを経ての「通行許可」の交付が
困難なため、事前の交付を検討いただきたい。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

内閣府
警察庁
総務省

　都道府県知事又は都道府県公安委員会は、災害応急対策に従事す
る者又は災害応急対策に必要な物資の緊急輸送その他の災害応急対
策を実施するため運転中の車両にあっては、車両の使用者の申出によ
り、当該車両が緊急通行車両であるか否かの確認を行い、緊急通行車
両であることを確認した場合は、災害対策基本法施行規則（昭和37年
総理府令第52号）第６条に定める様式の標章及び証明書を交付してい
ます。
　標章を提示し証明書を備え付けている緊急通行車両は、災害対策基
本法（昭和36年法律第223号）第76条第１項の規定に基づき、都道府県
公安委員会が交通規制を行っている道路の区間を通行することができ
ます。
　また、東日本大震災に伴う対応等を踏まえ、平成24年３月に「大規模
災害に伴う交通規制実施要領」を作成し、緊急通行車両の事前届出制
度等についても定めています。

災害対策基本法
第76条第１項、災
害対策基本法施
行令（昭和37年
政令第288号）第
33条第１項、災害
対策基本法施行
規則第６条

①現行制
度下で対
応可能

②対応不
可

①　緊急通行車両として緊急交通路の通行が認められる車両には、指定公共機関、指定地方
公共機関等（以下「指定公共機関等」という。）が保有する車両のほか、指定公共機関等との契
約等に基づき災害発生時に民間事業者が使用する車両も含まれており、生活物資の供給等緊
急輸送に従事する車両については、指定公共機関等との契約等に基づき緊急通行車両として
認められることとなっています。したがって、都道府県知事又は都道府県公安委員会において、
指定公共機関等との契約等の内容を疎明する書類等を確認の上、緊急通行車両確認標章（以
下「標章」という。）を交付しています。
 
②  　災害時の交通規制では、標章の交付枚数（緊急通行車両の確認を行った車両の台数）を
把握して、緊急交通路の交通容量等を踏まえた規制の見直しに反映することとしており、東日
本大震災においては、交付枚数を把握することにより交通規制を実施する区間の縮小や通行
を認める車両の範囲の拡大等の交通規制の見直しを行いました。
　仮に標章を事前交付した場合、災害発生後、事前届出を行った全ての車両が使用されるとは
限らないため、緊急通行車両の正確な台数が把握できなくなり、緊急交通路の交通容量等を踏
まえた適切な交通規制が行えず、人命救助の災害応急対策に支障が生じることとなるため、標
章を事前に交付することはできません。
　指定公共機関等との契約等に基づき、災害発生時に民間事業者が使用する車両について
は、緊急通行車両の事前届出制度の対象となりますので、事前届出を行っていただければ、災
害発生時により迅速に標章を交付することができます。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

271231035 27年
11月2日

27年
12月9日

27年
12月31日

時分割多元
接続方式広
帯域デジタル
コードレス電
話が利用可
能な周波数の
技術的条件
の見直し

（提案の具体的内容）
時分割多元接続方式狭帯域デジタルコードレス電話（以下TDMA-NBと表記）の制御チャネルの周波
数割当を見直す。又は、デジタルコードレス電話の無線局とPHSの無線局との共用周波数を拡大す
る。できれば1884.5～1893.5MHzの周波数を共用周波数として追加していただきたい。
（提案理由）
平成25年度総務省電波利用状況調査において、平成24年度デジタルコードレス電話出荷台数の約
95%を占める時分割多元接続方式広帯域デジタルコードレス電話の無線局（以下TDMA-WBと表記）
は、TDMA-NBの制御チャネルの電波を検出した場合には、利用可能な無線チャネル数が六割減と大
きく規制されるため、トラフィックの大きい事業所向け用途では目標接続品質を満足できずにその普及
を妨げている。TDMA-WBは世界100以上の国や地域でグローバルに利用されており、超低消費電力
向けのアプリケーションも実現可能であるため、CPS/IoTを現実的かつ経済的に実現する手段として
期待されている。また、構内のM2Mトラフィックを集約し電気通信回線を経由したサービス提供が可能
であるため、設備が固定設置されている、あるいは移動が限定的である場合には移動通信のオフ
ロード手段として経済的に活用することができ、限りある電波資源を有効に利用することが可能とな
る。

(一社)電
子情報
技術産
業協会

総務省

【制度の現状】
　時分割多元接続方式広帯域デジタルコードレス電話（以下、「広帯域
デジタルコードレス電話」という。）は、平成22年に免許を要しない無線
局として制度化されたところです。当該無線局の使用周波数帯において
は、既に免許を要しない無線局である時分割多元接続方式狭帯域デジ
タルコードレス電話（以下、「狭帯域デジタルコードレス電話」という。）及
びPHSの無線局が利用されており、これらの既存無線局と周波数共用
を図るため、既存無線局の運用に影響を与えないように広帯域デジタ
ルコードレス電話の無線局の技術基準が定められたところです。
　具体的には、広帯域デジタルコードレス電話が電波を発射する際に
は、既に近隣で運用している狭帯域デジタルコードレス電話の無線局
等からの電波を検知し、一定レベル以上の電波を受信した場合には、
自局において影響を与える周波数（ch）の電波を発射しないこととする
混信防止機能（キャリアセンス）を備え付けることを義務化しているとこ
ろです。

【該当法令】
　電波法施行規
則第６条第4号第
５項
　無線設備規則
第４９条の８の２
の２第1項ハ
　総務省告示第
389号第2項第4
号

対応不可

　広帯域デジタルコードレス電話の無線局は、既存のPHSの無線局や狭帯域デジタルコードレ
ス電話の無線局の運用に影響を与えないよう混信防止機能（キャリアセンス）等を設け、これら
の既存無線局と周波数共用を図ることとし、平成２２年に制度整備されたところです。既存の狭
帯域デジタルコードレス電話の無線局の近傍といった一部の使用場所や環境によっては、周波
数利用に制限が生じる場合があるが、無線局の配置や運用等により対応していくことを前提とし
ているものであり、電波資源の有効利用の観点から周波数の拡張は困難です。
　また、狭帯域デジタルコードレス電話の制御チャネルの見直しについては、狭帯域デジタル
コードレス電話は免許不要局であり、既に使用されているものの制御チャネルの変更は困難で
あることから、現実的には新たに設置される広帯域デジタルコードレス電話の無線局の配置や
運用等により対応していくことが必要と考えます。
　なお、新たな周波数の割当てに当たっては、今後の広帯域デジタルコードレス電話の普及状
況だけでなく、当該周波数帯における他の既存無線局の電波の利用状況や将来の新たな電波
利用ニーズを考慮し、電波資源の有効利用の観点から慎重な検討が必要です。

【警察庁】
現在、警察においては、捜査の過程で、保険契約の有無、内容（契約
日、保険種類、保険金額等）等について、法令に基づき捜査関係事項
照会書を送付し、関係生命保険会社に対し照会を実施しています。

【警察庁】
刑事訴訟法第
197条第２項

【警察庁】
その他

【警察庁】
　照会の電子化について、生命保険協会と協議したところ、照会の電子化を行う場合、高度なセ
キュリティ対策が必要となり、現状の警察からの照会件数であれば電子化するよりも、現在のＦ
ＡＸを使用した照会方法の方が効率的である等の理由から、照会の電子化に係る検討について
は見送るという結論で調整済みです。

【総務省】
地方税の課税・徴収における金融機関に対する取引照会は、書面など
で行われます。照会文書の書面のフォーマット（用語・書式など）につい
ては法令上の規定がないため、各自治体に委ねられています。

－
【総務省】
検討に着
手

【総務省】
「規制改革実施計画」（平成26年6月24日閣議決定）において、
「金融機関に対する取引照会の一元化（地方税に関する照会文書の用語・書式の統一化）」に
ついては、
「国税における書式等の統一化の取組を踏まえ、以下の統一化の実施について、地方団体間
で構成する協議会に対し、金融機関側の意向を伺いながら検討することを要請し、また、検討
結果についても連絡するよう要請する。
①照会文書の依頼事項に関する用語
②照会文書の書式（照会の種類や業種ごとに統一できる箇所を調整の上）」とされており、
全国税務協議会に対して、統一化に関する検討を行うよう要請し、同協議会からは平成27年度
中に結論を出す方針と聞いている。

地方税の課税・徴収における金融機関に対する取引照会は、書面など
で行われます。取引照会の方法については法令上の規定がないため、
各自治体に委ねられています。

－
検討に着
手

「規制改革実施計画」（平成26年6月24日閣議決定）において、「金融機関に対する取引照会の
一元化（地方税に関する取引照会のオンライン化）」については、
「関係者の意見を伺うとともに、国税当局等における取引照会の電子化に向けた取組状況や社
会保障・税番号制度における個人番号の利用範囲を巡る議論の動向などを十分に踏まえなが
ら、地方税に関する照会書の用語・書式の統一化に係る検討結果を基に具体的方法や時期を
検討し、地方団体に対し対応を要請する。」とされ、
実施時期については「平成26年度以降、継続的に検討し、国税当局等の取組状況や番号制度
の議論の状況等を踏まえた上で、書式等の統一化に係る検討結果を基に結論を得る（結論に
応じ、その後、速やかに措置）」とされていることから、
書式等の統一化に係る全国税務協議会における検討状況を踏まえ、検討を行う。

【財務省】
　国税当局においては、申告納税制度の下、適正・公平な税務行政を
推進しており、不正な税逃れに対しては、厳正な税務調査等を実施する
とともに、滞納となった国税については、滞納整理の早期着手・早期保
全に取り組んでいるところです。
　その際、納税者本人に対する調査だけでは適正な課税標準等を把握
することができないと認められる場合には、取引のある生命保険会社等
に対して臨場又は書面による取引照会を実施しております。

【財務省】
国税通則法第74
条の２及び第74
条の３、国税徴収
法第141条、国税
犯則取締法第１
条第３項

【財務省】
照会様式
の統一
化：現行
制度下で
対応可能

照会手続
の電子
化：検討
に着手

【財務省】
・照会様式の統一化
　照会様式の統一化については、平成26年度に生命保険協会等と協議し、平成27年４月以降
は、協議により統一した書式を使用しています。
・照会手続の電子化
　平成26年７月以降、規制改革実施計画の内容に沿って、生命保険協会等とシステム開発の
方向性等について継続的に協議を行っており、今後も引き続き検討してまいりたいと考えており
ます。

【厚生労働省】
　保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しくは実施又は
生活保護法第77条若しくは第78条の規定の施行のために必要がある
と認めるときは、要保護者等の情報（氏名、住所又は居所、資産及び収
入の状況等）について、官公署等に対し必要な書類の閲覧若しくは資
料の提供を求めることや、銀行等の関係人に対して報告を求めることが
できます。なお、要保護者が急迫した状況にある等やむを得ない場合
には、当該調査結果が揃わなくとも保護の決定を行うことができることと
しています。
　また、平成27年度から当該調査に係る照会文書の様式については、
統一化されたものが使用されているところです。

【厚生労働省】
生活保護法第29
条

【厚生労
働省】
検討に着
手

【厚生労働省】
　照会文書の様式の統一については、左記のとおり平成27年度からは統一化された様式が使
用されており、当該調査に対する回答に係る事務の効率化を図っています。
　また、照会のオンライン化の可否については、提案主体の意見等も踏まえつつ、今後検討して
いくこととします。

280115088 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

行政機関等
からの照会に
係る事務手続
の簡素化

・行政機関は多種多様な様式の紙媒体の文書を大量に生命保険会社に送付する形で保険契約の有
無・内容の照会を行っている（ある生命保険会社では年間約１００万件の税務関連の照会を受けてい
る）。生命保険会社はこのような行政機関からの照会をシステム上で機械的に処理することが困難な
ことから、手作業で目視確認をしながら可能な限り迅速かつ適切に名寄せ等の事務処理を行い、行
政機関に対する回答を行っている。
・行政機関からの照会文書の様式の統一、及び電子化が図られれば、行政機関及び生命保険会社
における正確かつ迅速な事務の実現だけではなく、行政手続の迅速化により国民の効用も増加す
る。さらには、ペーパーレス化の推進により、社会・経済の発展と地球環境の調和を目指しつつ、持続
可能な社会作りに貢献することができる。例えば、紙媒体での照会を電子化することにより、行政機関
における印刷・郵送コストを削減し、行政事務の効率化を図ることができる。
・また、多種多様な照会文書の様式を統一することにより、生命保険会社における事務の効率化及び
コスト削減が促進され、行政機関が一層迅速に回答を得ることが可能となる。その結果、例えば、生
活保護の支給開始までにかかる期間等が短縮され、真に手を差し伸べるべき者に対する支援の早期
化が可能となる（なお、昨年度、警察庁・国税庁・厚生労働省との間では様式の統一を実施し、統一状
況をフォローしている状況であり、総務省との間では、様式の統一に向けて検討を進めている状況）。

(一社)生
命保険
協会

警察庁
総務省
財務省
厚生労
働省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

政府情報システムの効率的かつ効果的な整備及び管理を行うため、そ
の調達については、会計法令等に沿った運用上のルールを取り決め、
その改善を図ってきたところです。政府においては、従来の「情報システ
ムに係る政府調達の基本指針」（平成19年3月1日各府省情報化統括
責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）を平成26年度末をもって廃止し、平成27
年度から、「政府情報システムの整備及び管理に関する標準ガイドライ
ン」（平成26年12月３日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）
（以下「標準ガイドライン」という。）等による運用を進めております。この
ような中、

  

新たな標準ガイドライン等に基づき、政府情報システムに係る調達の改善につきましては今後も
引き続き推進することとしております。このような中、

（１）入札制限につきましては、過度な分離調達を抑制するため、標準ガ
イドラインにおいて、合理的な調達の基本単位の考え方を明示しており
ます。

 (1)現行制
度下で対
応可能

（１）入札制限について
従来の分離調達に係る取組を見直し、標準ガイドラインに基づき、履行可能性、ライフサイクル
コスト、技術的妥当性等を考慮の上で合理的な調達単位を検討することとしており、さらに、複
数の単位を一単位として調達することが適切であると判断される場合も妨げない旨明示しており
ますので、各府省において適切に運用がなされていくものと考えております。

（２）損害賠償の上限設定につきましては、標準ガイドラインにおいて、
損害賠償範囲の限度を契約書に記載する旨を明示しております。

(2)現行制
度下で対
応可能

（２）損害賠償の上限設定について
　損害賠償責任の明確化の取組を引き続き推進していくため、従来の取組と同様、標準ガイドラ
インに基づき、損害賠償範囲の限度を設定することとしており、各府省において適切に運用がな
されていくものと考えております。

（３）知的財産権の帰属につきましても、産業技術力強化法の趣旨に基
づき、標準ガイドラインにおいて、受注者側に帰属することが原則であ
る旨を明示しております。

(3)産業技術力強
化法第19条

(3)現行制
度下で対
応可能

(3)知的財産権の帰属について
　技術に関する研究開発活動を活性化し、及び事業活動における効率的な成果物の活用の促
進に資するため、標準ガイドラインに基づき、受注者側への帰属を原則とすることとしており、各
府省において適切に運用がなされていくものと考えております。

(4)再委託に伴う情報開示の緩和につきまして、　「公共調達の適正化
について」（平成18年8月25日付財計2017号）において、システムの開
発等を委託する場合には、不適切な再委託により効率性が損なわれな
いよう、委託契約の相手方から、再委託に関する書面をご提出頂き、再
委託を行う合理的理由等について審査し、適当と認められる場合に承
認を行うこととしています。

(4)公共調達の適
正化について（平
成18年8月25日
付財計2017号）

(4)対応不
可

(4)再委託に伴う情報開示の緩和について
　不適切な再委託により効率性が損なわれていないか、契約金額等を確認することで再委託を
行う合理的理由等を審査しており、適正な履行を確保するため、ご提出頂かざるを得ないと考
えています。

(5)契約に基づく作業に対する中間支払いの促進につきまして、契約に
より、製造についての請負契約に係る既済部分に対し、その完済前に
代価の一部を支払う必要がある場合には、その既済部分に対する代価
の10分の9まで、また、性質上可分の製造についての請負契約に係る
完済部分にあっては、その代価の全額まで支払うことができます。

(5)予算決算及び
会計令第101条
の10

(5)現行制
度下で対
応可能

(5)契約に基づく作業に対する中間支払いの促進について
　制度の現状のとおり、完済前に代価の一部を支払う必要がある場合には、契約により明らか
とした上で、支払うことができます。よって、契約を行う各省各庁において、適切に運用するべき
事項となります。

280215056 27年
11月17日

28年
1月13日

28年
2月15日

防火管理者
等の定期義
務講習の実
施方法の緩
和

【提案の具体的内容】
防災管理者は、多数の人が利用する建物などの「火災による被害」を防止するため、防火管理に係わ
る消防計画を作成し、防火管理上必要な業務(防火管理業務)を計画的に行うが、消防法令が改正さ
れ、甲種防火管理者として選任された者は、5年毎の再講習が義務化された。
講習の多くは、平日の昼間に開催されているため、受講者は業務を休み、その間、代わりの者が作業
を行わなければならないなど、事業者・受講者側の負担は小さくない。
そこで、無事故無違反など優良事業者に対しては受講周期を延長する、また講習以外インターネッ
ト、通信教育等の手段を活用できれば、事業者・受講者側の負担を小さくできる。

【提案理由】
(a)規制の現状
　2003年6月に消防法が改正され、甲種防火管理者として選任された者は、5年ごとの再講習が義務
付けられ、2006年4月1日より制度化された。これに先駆け、2005年度より防火管理者に対して再講習
が実施されることとなった。

(b)要望理由
　講習の多くは、平日の昼間に開催されているため、受講者は業務を休み、その間、代わりの者が作
業を行わなければならないなど、事業者・受講者側の負担は小さくない。
　そこで、無事故無違反など優良事業者に対しては受講周期を延長する、また講習以外インターネッ
ト、通信教育等の手段を活用できれば、事業者・受講者側の負担を小さくできる。

(c)要望が実現した場合の効果
　事業者・受講者の負担を小さくできる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

　消防法令では、「飲食店」、「物品販売業を営む店舗」や「複合用途防
火対象物」など不特定多数の方が利用する建物で収容人員が300人以
上の建物の防火管理者で、都道府県知事等の行う防火管理に関する
講習（甲種防火管理講習）の課程を修了したものは、おおむね5年ごと
に再講習（おおむね2時間）を受講することとされています。

消防法第8条

消防法施行令第
3条

消防法施行規則
第2条の3

平成16年消防庁
告示第2号

対応不可

　再講習は、過去5年間における①消防法令等の改正内容・経緯、当該改正に伴う防火管理業
務の要点や、②実火災の事例研究から得られた防火管理上の教訓などの内容を学んでいただ
くものです。防火管理者が適切に業務を行うためには、5年ごとに上記の内容を学び、業務に生
かしていただく必要があるので、受講周期の延長は適切でないと考えます。

　再講習の実施方法は、実施主体（都道府県知事、市町村の消防長、登録講習機関）により定
められています。現状では、なりすましの排除や受講確認の方法などの課題があり、インター
ネットや通信教育等による講習を導入している例は承知しておりません。

280215040
27年

11月2日
27年

12月9日
28年

2月15日

政府の情報シ
ステム調達に
関する改善要
望

以下を推進していただきたい
(1)入札制限の緩和（「根拠1」の「第3章-Ⅰ-1-(2)-⑦」）
(2)損害賠償の上限設定（「根拠１」の「第3章-Ⅲ-3-(6)」）
(3)知的財産権の帰属に関し、民間への帰属（日本版バイドール）（「根拠3」の第19条）
(4)再委託に伴う情報開示の緩和（「根拠2」）
(5)契約に基づく作業に対する中間支払いの促進（「根拠4」）

（１）の入札制限は分離調達の原則に則り、多くの案件で採用されている。しかし上流工程と下流工程
で業者が異なることにより、作業の重複や責任の所在が曖昧となってプロジェクトリスクが増大する等
の問題がある。（２）は「根拠1」において「限度の設定」を規定しているが、現実の調達案件ではこの制
限を設ける案件は極めて少ない。（３）は「根拠3」に「譲り受けないことができる」とあるが、実態は国に
帰属する案件が大多数である。（４）についても、契約金額も含めた開示を求められており、契約の守
秘義務の観点からも問題である。（５）も一部の案件で中間支払いは為されているものの、長期のプロ
ジェクトであってもプロジェクト終了時の一括支払いとなっている場合が散見される。

（１）を画一的に実施することは、調達のリスクを高め、支出の無駄を生むことに繋がる。調達機会の
増大に資する方策ではあるが、案件の性質を十分に踏まえ、慎重に実施すべきである。（２）及び（５）
は事業者の健全な経営に大きな影響を及ぼすため、是非とも改善いただきたい。また、（２）に記載の
上限がないために、企業は万が一の場合のリスクを大きく見積もる必要があるために国に提案をする
金額が高くなり、結果として国家予算の無駄遣いとなる。（３）で知財を企業側が活用できれば、我が
国企業の国際競争力向上に貢献こととなり、「根拠3」の趣旨に合致する。（４）では、企業の競争力に
影響を与えるような情報の開示を求めることは、一般的な取引上の通念からも適切ではない。国際的
に見ても、「根拠2」に記載する詳細な情報を求める国はないと理解している。

上記要望は調達の質を高め、またIT産業育成にも大いに貢献すると考える。これらの制約は我が国
固有のものであり、海外と比較しても特異でより厳しいと言わざるを得ない。これら改善が進めば、国
際的にも整合する競争環境が整うと考える。

(一社)電
子情報
技術産
業協会

内閣官
房
総務省
財務省
経済産
業省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

消防法第8条及
び第36条

消防法施行令第
1条の2、第4条の
2の4、第46条及
び別表第1

消防法施行規則
第1条の3、第3条
の2、第51条の9
及び別記様式第
1号の2の2

現行制度
下で対応
可能

＜届出基準＞
　防火管理者又は防災管理者の届出の基準は、制度の現状に記載のとおり、消防法令に基づ
き運用されており、その内容を御確認いただくことにより、届出の要否の判断が可能であると考
えます。

＜届出書＞
　防火管理者又は防災管理者の届出の様式は全国共通です。

　また、電子政府の総合窓口「e-Gov」（http://shinsei.e-
gov.go.jp/search/servlet/Procedure?CLASSNAME=GTAEGOVMSTSEARCH）からダウンロード
することが可能となっています。

280215058
27年

11月17日
28年

1月13日
28年

2月15日

ターミナル駅
における消防
法上の設備
設置単位の
分割方法につ
いて

【提案の具体的内容】
ターミナル駅が大規模化・複合化する中で、設備設置単位の分割方法は、開口部のない床又は壁に
より区画されている（消防法施行令第8条）「以下、令8区画」、または一定の条件をもった渡り廊下等
で接続した（昭和50年　消防安第26号)「以下、渡り廊下基準」が一般的な法的取扱いとなっている。し
かしこれらの仕様は空間的な制約が大きく分割条件として採用するには課題が多い。また、消防行政
によっては独自の基準を設けている場合もあるが、協議の結果、分割できない事例もある。結果とし
てターミナル駅全体が一棟の設備設置単位となり、管理上の課題や過度な消防設備整備が必要とな
る場合がある。こうした状況を踏まえ、上記以外の法的取扱いの確立をお願いしたい。

【提案理由】
(a)現在、設備設置単位は、令8区画の場合、または渡り廊下基準の場合において、別の防火対象物
として扱うことができる。これに加え、一部の消防行政において独自の基準を設け、設置単位を分割し
ている事例がある。

(b)近年のターミナル駅は、他鉄道事業者との乗換利便性向上や駅ビル、ホテル、オフィス等との大規
模化・複合化が進んでいる。その中で防火対象物をどのように分割するかは施設全体の安全を配慮
しつつ、実効性の高い防火管理体制を構築する上で重要である。また消防設備の初期投資にも大き
く影響してくる。
大規模な建築物で防火対象物を一体とした場合、消防用設備等のシステムの巨大化による信頼性の
低下、利用特性が異なる複合用途の防火管理上の安全性の低下、日常管理等実質的な管理区分と
の相違等の課題が発生する。また防火対象物を分割することにより防火避難上、建物の維持管理上
も有効性を向上させることができる。
現在の法的取扱いである「令8区画」「渡り廊下基準」は、ターミナル駅において各機能間の空間的な
制約を受けるため、設置単位の分割の根拠とすることは困難である。また独自の基準においても協議
に多くの時間を要し、結果として設置単位の分割ができない事例もある。よって独自の基準ではなく、
「令8区画」「渡り廊下基準」以外の法的な取扱いの整理をお願いしたい。

（ｃ）ターミナル駅の各機能を連続的に計画し、各防火管理体制の中で実態に合った防火対象物の区
分を行うことで初期投資の軽減と防火避難上、日々の維持管理の有効性の向上が図れる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

　建物（棟）の一部で火災が発生した場合、火災の危険性が建物（棟）
全体に及ぶ可能性があることから、消防用設備等の設置単位は、原則
として棟単位とすることとされています。

　なお、防火対象物の部分が開口部のない耐火構造の床又は壁で区
画されている場合等においては、当該部分は、例外として、消防用設備
等の設置に当たり、別の防火対象物とみなすこととされています。

消防法施行令第
8条

対応不可

　大規模化・複雑化した防火対象物において火災が発生した場合には、火災の危険性が当該
防火対象物全体に及ぶ可能性があり、また、火災に際しては、関係者が連携して迅速かつ的確
な対応を行うことが必要であることから、消防用設備等の設置単位は、原則として棟単位とする
ことが適当であると考えます。

280215057
27年

11月17日
28年

1月13日
28年

2月15日

防火・防災管
理者の届出
基準の明確
化

【提案の具体的内容】
①防火管理者・防災管理者の届出基準がわかりづらいので、わかりやすくして欲しい

②防火管理者・防災管理者の届出書が各消防署によって異なるので、全国で統一して欲しい（例：酒
類販売管理者選任（解任）届出書）

【提案理由】
(a)規制の現状
①届出基準の現状
・消防法施行令別表第一のどれにCVSが該当するのか不明瞭（明確な表記がないため）
・複数テナントが入っているビルなどに出店している店舗では、該当ビルがどのような防火管理者の届
出をしているのか、ビルの管理会社もしくは所轄消防署に確認をして、店舗ごとの防火管理者の届出
が必要か確認する必要がある。
②届出書現状
・記載内容はほぼ同様にもかかわらず、各消防署によって届出書が異なる。そのため、店舗毎所轄消
防署より届出書を入手せざるを得ず、非常に手間がかかっている。

(b)要望理由
「防火・防災管理者の届出状況を把握し、正確に届出をしたいため」
①届出基準の明確化
全国に多数の直営店がある中、店舗主体者が半年～1年半で変わる為、主体者（=防火（防災）管理
者）が変わる都度、管理者変更届出書を各所轄消防署に提出している。しかし、店舗によって、戸建
て店舗やテナントビル内など出店場所が様々な上、防火管理者の届出状況が異なるため、本部で正
確な届出率管理出来ない状況である。店舗毎の届出の必要の有無を正確に把握するには、法令通り
に計算し基準を満たしているか確認した後、管理会社もしくは所轄消防署に最終的に確認しないとな
らない為、非常に手間がかかっている。
②届出書の全国統一化
届出書は法人の場合、代表名（＝社長）の捺印が必要。現在の届出書の流れは、①消防署（もしくは
HP）→②店舗→③本部→④店舗→⑤消防署という流れで、非常に手間がかかる。全国統一の届出
書であれば、①本部（HP等より届出書を入手）→②店舗→③消防署と、非常に手間が減り、効率的で
ある。

(c)要望が実現した場合の効果
より正確に、迅速に防火・防災管理者届出書を提出でき、さまざまな場所に出店している小売店等に
とって非常に効果的である。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

＜届出基準＞
　コンビニエンスストアは、消防法施行令別表第一(四)項に定める「物品
販売業を営む店舗」に該当（同一の建物に他の用途と混在する場合
は、原則として建物全体が同表(十六)項イに定める「複合用途防火対
象物」に該当）します。

　消防法令において、防火管理者又は防災管理者の届出の基準（防火
対象物の用途、階、面積、収容人数）が定められています。

＜届出書＞
　防火管理者又は防災管理者の届出の様式は、消防法施行規則別記
様式第1号の2の2に定められています。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

【総務省】
住民票に記載される氏名とは姓と名を指し、日本国籍を有する者につ
いては、戸籍に記載されている氏名を記載し、字体も同一にすることと
なります。

【総務省】
住民基本台帳法
第１条、第３条、
第７条第１項第１
号
住民基本台帳事
務処理要領昭和
42年10月4日付
け自治振第150
号等通知）

【総務省】
対応不可

【総務省】
住民票は住民の居住関係の公証する唯一の公簿であるため、その記載事項である氏名につい
ては、身分関係を公証する唯一の公簿である戸籍に基づき、正確に記載する必要があります。
このことから、戸籍と同一の文字を使用すべきであり、戸籍統一文字の範囲が縮小されない限
り、住民票の記載における文字の使用範囲を縮小することは困難です。

【法務省】
コンピュータ化された戸籍に記録する氏又は名の文字については，正
字に加え，漢和辞典に俗字として搭載されている文字も使用が認めら
れています。
戸籍統一文字は，戸籍に記録することのできる漢字の範囲に対応する
必要があることから，JIS第１水準及び第２水準以外の漢字も含まれて
います。

【法務省】
戸籍法１１８条，１
１９条
戸籍法施行規則
附則２条（平成６
年法務省令第５１
号）
平成６年１月１６
日付け法務省民
二７０００号民事
局長通達
平成１６年４月１
日付け法務省民
一９２８号民事局
長通達

【法務省】
対応不可

【法務省】
戸籍をコンピュータシステムによって取り扱うことを可能とした平成６年の戸籍法改正の際，紙の
戸籍に記載されているいわゆる誤字・俗字を解消するべく法改正に臨みましたが，改正法案の
国会提出及び審議の過程において，氏名は社会生活上極めて重要な意味を有し，戸籍に記載
されている文字が誤字・俗字であっても，コンピュータ化に伴い本人の意思に関わりなくその表
記を改めることは問題があり，既に戸籍に記載されている氏名の文字に対する愛着という国民
感情を行政上配慮すべきであるとの指摘がされました。
このような指摘を受けて，漢和辞典に俗字として搭載されている文字についても，コンピュータ化
した戸籍にそのまま記録することとしています。
上記指摘事項については，現時点においても妥当することから，現時点で戸籍統一文字の範囲
を縮小することは困難です。
なお，戸籍法は，民間企業が行う行政手続において戸籍に記載された文字を使用すべきことを
規定するものではありません。

280215062 27年
11月25日

28年
1月13日

28年
2月15日

eLTAXを通じ
た税額通知の
促進

【提案の具体的内容】
　eLTAXを用いて給与支払報告書を提出した企業について、自治体はeLTAXを通じても税額通知を
行うべきである。

【提案理由】
 　現在、地方税法に基づき、地方税について1,000以上の給与支払報告書を提出する場合、eLTAXを
用いて手続きを行う必要がある。しかしながら、地方自治体からの特別徴収の税額通知については、
eLTAXを用いて内容をデータでも通知する自治体と紙媒体のみで送付する自治体がある。そのため、
通知の内容をデータで管理する企業は、全市町村を対象にデータでの通知の有無を確認するととも
に、紙媒体のみで送付する自治体に関しては企業が自ら給与控除のためのデータを作成する等、煩
雑な作業が発生している。
　そこで、eLTAXで給与支払報告書を提出した企業に対しては、自治体側もeLTAXを通じても通知す
べきである。
　要望の実現により、企業の事務作業の効率化につながる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

現在でも、eLTAXを通じて特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）を送
付することは可能であり、平成26年度課税分の個人住民税において
は、958団体がeLTAXを通じて当該通知のデータ提供を行ったところで
す。

地方税法
第321条の４

対応

平成27年８月のeLTAXの機能追加に伴い、eLTAXを通じて送付する個人住民税に係る特別徴
収税額通知（特別徴収義務者用）について、平成28年度課税分の個人住民税からは、電子署
名を添付した正本のオンライン送付が可能となったところです。
しかしながら、市区町村がeLTAXを通じて当該通知のデータを送付した場合、特別徴収義務者
が当該通知のデータをダウンロードしなければ、到達したものとみなされないため、市区町村
は、eLTAXを通じて当該通知を送付する場合でも、紙ベースによる正本の通知も合わせて行う
必要があります。
そこで、今通常国会において、特別徴収義務者の同意がある場合、市区町村が、①eLTAXに当
該通知のデータを保存し、②eLTAXからのダウンロードが可能になった旨を事前に特別徴収義
務者が登録したメールアドレス宛に送信することにより、当該通知が特別徴収義務者に到達し
たものとみなすことができるよう、地方税法を改正する予定です。
総務省においても、平成28年１月20日付け総務省自治税務局事務連絡「平成28年地方税制改
正・地方税務行政の運営に当たっての留意事項等について」において、「「正本」のオンライン送
付は、紙ベースでの送付を省略することができるという市区町村のメリットのみならず特別徴収
義務者においてもコスト削減等のメリットがあることから、平成28年度からeLTAXを通じて特別
徴収税額通知（特別徴収義務者用）の「正本」送付を開始すべく、積極的に取り組んでいただき
たい」旨記載するとともに、１月20日（水）に開催された全国都道府県税務主管課長会議及び全
国都道府県市町村税担当課長会議において、平成28年度からの積極的な対応を要請したとこ
ろです。

280215065 27年
11月25日

28年
1月13日

28年
2月15日

郵便・信書便
制度の抜本
的な見直し

【提案の具体的内容】
　郵便法の独占範囲・罰則規定を、現状の信書という内容基準から外形基準に改めるとともに、利用
者に対する罰則規定を廃止すべきである。

【提案理由】
　郵便法により、信書の送達は日本郵便の独占事業となっており、同法の信書定義に基づき、総務省
が事実上その解釈指針を定めている。しかしながら、定義が「意思もしくは事実を伝達するもの」という
非常にあいまいな内容規準によるため、信書の範囲が過度に広範となるだけでなく、同じ文書が送り
方次第で信書に該当するか否かが変わるなど利用者にとって分かり難い制度となっている。また信書
を郵便もしくは信書便以外で輸送した場合、郵便法により、輸送事業者だけではなく輸送を委託した
利用者も懲役または罰金が課せられ、現実に、一般輸送事業者が文書の荷受けの注意や、利用者
による内容物の確認等を行っても、利用者が書類送検されるケースも発生している。そのため、文書
輸送サービスの利用につき、利用者が萎縮するのみならず、サービスの利便性も損なわれる状況に
あり、公平かつ公正な競争環境が阻害されている。
　総務省　情報通信審議会　郵政政策部会の中間答申に基づき、第189回通常国会で「郵便法及び
民間事業者による信書の送達に関する法律の一部を改正する法律案」が可決され、特定信書便の参
入条件が緩和されたものの、前述の課題が解決されるには至っていない。
　諸外国では郵便の独占範囲を客観的な外形基準に基づき定めることが一般的であることから、現在
のように独占範囲を信書という基準で決めず、誰が見てもわかる大きさで範囲を決める外形基準に改
めるとともに、利用者への罰則規定を廃止すべきである。これにより、郵便のユニバーサルサービス
提供の為の原資は確保出来ると共に、利用者の利便性向上と多様な事業者の創意工夫による新
サービスの創出、コストの削減、ひいては文書輸送市場の活性化が期待できる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

　我が国では、信書の送達については、郵便法において、日本郵便株
式会社にユニバーサルサービスとしての実施を義務付けるとともに、民
間事業者による信書の送達に関する法律において、その他の民間事業
者も総務大臣の許可を受けて全面的に参入することが可能となってお
り、日本郵便株式会社による独占範囲はありません。総務大臣の許可
を受けずに他人の信書の送達を業とした者や当該者に信書の送達を
委託した者は、３年以下の懲役又は300万円以下の罰金に処することと
されています。
　「信書」は、郵便法第４条第２項において「特定の受取人に対し、差出
人の意思を表示し、又は事実を通知する文書」と明確に定義されていま
す。これを踏まえて、総務省において、ガイドライン（「信書に該当する
文書に関する指針」（平成15年総務省告示第270号））等を作成して制
度の周知を行うとともに、個別の照会に対しては丁寧に回答するなど、
制度の適正かつ円滑な運用に努めているところです。
　こうした制度の下で、国民の基本的通信手段である信書の送達のユ
ニバーサルサービスが確保されるとともに、既に450者 以上の民間事
業者が総務大臣の許可を受けて信書の送達事業に参入し、各事業者
の創意工夫により多種多様なサービスが提供されており、市場規模も
順調に伸びているところです。
　なお、諸外国の一部でも、郵便法令の規制対象として「信書」や「書
状」という概念が用いられ、「信書」や「書状」に該当するものについて、
郵便事業体が送達を独占する範囲や送達に当たって免許等が必要な
範囲について重量等の外形基準に基づいて定められている例がありま
すが、これは、「信書」に該当するものについて、大きさや重量、料金等
によって特定信書便事業の業務範囲を定めている我が国の制度とも共
通するものであります。

郵便法第４条及
び第76条
民間事業者によ
る信書の送達に
関する法律第３
条、第６条及び第
29条

対応不可

　信書の取扱いに関する規制については、平成25年３月から６月にかけて規制改革会議で議論
が行われ、信書の送達のユニバーサルサービスを確保した上で、一般信書便事業の参入要件
の明確化や特定信書便事業の業務範囲の在り方等、郵便・信書便市場における競争促進や更
なる活性化の方策について、平成25年度に総務省で検討を行い、結論を得るとの答申がなされ
たところです。
　この答申を受けて平成25年６月14日に閣議決定された規制改革実施計画を踏まえ、総務省で
は、平成25年10月に情報通信審議会に郵便・信書便市場の活性化方策の在り方について諮問
し、平成26年３月に情報通信審議会から答申を受けました。当該答申において、「サイズ等の
「外形基準」のみをもって、憲法で保障された通信の秘密を確保すべき対象や国民の基本的通
信手段として確保すべき対象を合理的に区別することは困難であり、「外形基準」によって「郵便
法」・「信書便法」の規制対象を画することは適当ではない」、「無許可事業者に信書の送達を委
託する送り主の行為を禁止し、違反した場合に罰則を科すことは、制度の実効性を担保する上
で必要」とされたところです。併せて、当該答申において、郵便・信書便市場の活性化方策とし
て、特定信書便事業の業務範囲の見直しについて「具体的な検討に入ることが適当」とされたと
ころです。
　当該答申を受けて、特定信書便の業務範囲の拡大等を内容とする「郵便法及び民間事業者
による信書の送達に関する法律の一部を改正する法律」を国会に提出し、国会での審議を経
て、可決・成立され、平成27年12月１日に施行されました。これにより、参入事業者による新たな
サービスの提供による需要の新規創出等が期待されるなど、総務省としても郵便・信書便市場
の活性化に向けて取り組んでいるところです 。

280215061
27年

11月25日
28年

1月13日
28年

2月15日

行政手続きに
おける漢字
コードの統一
化

【提案の具体的内容】
　漢字を電子的に扱う場合、民間企業はJIS第1水準と第2水準（JISX0208）の範囲で扱うことが多い一
方、行政機関は住基統一コードや戸籍統一文字など数万字の漢字をコード化して使っている。電子的
な行政手続きにおいて、民間企業に負担にならない範囲の漢字となるよう検討すべきである。

【提案理由】
　現在、行政は住基ネット統一文字や戸籍統一文字等、数万字の漢字をコード化して扱っている。一
方、民間企業は従業員の氏名をＪＩＳ第１水準と第２水準の中に当てはめて管理することが多く、その
文字数は6,000字程度である。
　税関係事務（年末調整等）や雇用・健康保険関係事務等で民間が行政に資料等を提出する際には
住民基本台帳の漢字を使う必要があり、行政との電子的なデータ交換を行うために、民間企業は従
業員の氏名等の外字管理を行っており、中には数十億円のコストがかかる等、大きな負担となるケー
スも存在している。
行政機関においては「文字情報基盤（IPAフォント）」の採用に向けた検討が進められているが、民間と
行政の情報連携に際して、過度の負担にならない範囲の漢字となるよう検討すべきである。
　要望の実現により、従業員等の氏名等の電子的な交換がスムーズになり、民間企業におけるコスト
を削減できる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省
法務省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項
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主体

280215066 27年
11月25日

28年
1月13日

28年
2月15日

固定資産税
評価業務の
民間開放

【提案の具体的内容】
　固定資産税評価業務を民間に開放すべきである。

【提案理由】
　固定資産税の基礎となる「固定資産の評価」については、地方税法第404条に基づき、原則として市
町村長が固定資産評価員を設置して行わせている。また、同法405条により、必要に応じて固定資産
評価補助員を設置して固定資産評価員を補助することが可能となっており、一般的には自治体の税
務担当職員が固定資産評価補助員として補助業務も含めて固定資産評価全般に係る業務を行って
いる。
　固定資産評価業務のうち、補助的な業務は民間委託が可能となっており、一部の民間企業におい
ては、航空写真の撮影等を通じた固定資産の現況調査や、専用のソフトを通じた評価額の算定を
行っており、固定資産の評価事務についての豊富な技術やノウハウを有している。
　一方、自治体においては、職員の人事異動が頻繁になされることに加え、昨今の財政健全化の流
れによる定数削減、経費削減等が進んでおり、固定資産の評価に係る専門性・正確性のある人材が
不足している。その結果、多くの自治体において固定資産税の課税誤りが発生するという問題も生じ
ている。
　そこで、これまで可能となってきた補助的業務のみならず、固定資産評価業務全般を民間に開放す
べきである。なお、民間委託に際しては、公権力の行使にあたる「立ち入り検査」および「質問検査件」
については、その内容や範囲等について地方自治体の指示のもとに行うことを前提として差し支えな
い。
　要望の実現により、固定資産に対する一層適切な評価・課税、市町村職員の負担軽減、経費削減、
雇用の促進等の様々なメリットが生じる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

・　固定資産の実地調査及びそれに基づく評価は公権力の行使である
固定資産税の賦課処分と一体をなす事務です。
・　これらは審査申出の対象となるなど課税庁としての説明責任が生ず
るものであるほか、実地調査については罰則によって担保された質問
検査権に裏打ちされて実施するものであることから民間委託になじまな
いと考えます。
・　ただし、これらに関連する補助的な事務（例えば、航空写真の撮影
等外観から判別できる現況把握等）は民間委託することは可能です。
（平成19年３月30日付 総税固第33号「固定資産評価における民間委託
及び民間有識者等の活用について」 （総務省自治税務局固定資産税
課長通知））

地方税法第353
条（徴税吏員等
の固定資産税に
関する調査に係
る質問検査権）

地方税法第354
条（固定資産税に
係る検査拒否等
に関する罪）

地方税法第408
条（固定資産の
実地調査）

対応不可

　固定資産の実地調査及びそれに基づく評価は公権力の行使である固定資産税の賦課処分と
一体をなす事務であり、これらは審査申出の対象となるなど課税庁としての説明責任が生ずる
ものであるほか、実地調査については罰則によって担保された質問検査権に裏打ちされて実施
するものであり、質問検査権が市町村の徴税吏員、固定資産評価員又は固定資産評価補助員
にのみ認められていることなどから、固定資産評価業務全般を民間に開放することはできない
ものと考えます。

280215068
27年

11月17日
28年

1月22日
28年

2月15日

災害時等にお
ける緊急通行
車両等の申
請基準緩和
要望

【提案の具体的内容】
大地震発生時、当社は緊急資材（漏水補修材等）を被災地へ一刻も早く届けることを被災地支援の最
優先最事項として取組んでいるが、「緊急車両通行許可証」の申請に時間が掛かり、被災地到着時間
に大幅な遅れを生じる事態となっている。
現在「緊急通行車両の事前届出申請」制度があるが、規制が厳しいため、事前の許可の取得ができ
ない状況にある。この規制の緩和を是非ともお願いしたい。規制緩和が実現すれば、被災地への到
着時間が短縮され、迅速な災害復旧支援が可能となる。特段のご措置をお願いしたい。

【提案理由】
(a) 規制の現状
　　緊急通行車両の事前申請の対象車両は法律で定まっている為、現状申請さえできない状況。即
ち、事前申請ができるのは、医療機関等が使用する車両、医薬品・医療機器、患者等運搬用車両、建
設用重機輸送用車両等に限定されており、水道施設・管路の漏水等の被害に対処するための補修材
等を運搬する車両は含まれていない。

(b)要望理由
　　震災発生直後の漏水補修等、緊急性の高い被災地の水道施設・管路等復旧支援の為、「緊急通
行車両等の事前申請」の対象車両として、漏水等の被害に対処するための補修材、工事機材等を運
搬する車両
　　も申請できるよう，規制を緩和して頂きたい。

(c)要望が実現した場合の効果
　　被災地での迅速な水道施設・管路等復旧支援の実現

(一社)日
本経済
団体連
合会

内閣府
警察庁
総務省

　都道府県知事又は都道府県公安委員会は、災害応急対策に従事す
る者又は災害応急対策に必要な物資の緊急輸送その他の災害応急対
策を実施するため運転中の車両にあっては、車両の使用者の申出によ
り、当該車両が緊急通行車両であるか否かの確認を行い、緊急通行車
両であることを確認した場合は、災害対策基本法施行規則（昭和37年
総理府令第52号）第６条に定める様式の標章及び証明書を交付してい
ます。
　標章を提示し証明書を備え付けている緊急通行車両は、災害対策基
本法（昭和36年法律第223号）第76条第１項の規定に基づき、都道府県
公安委員会が交通規制を行っている道路の区間を通行することができ
ます。
　また、東日本大震災に伴う対応等を踏まえ、平成24年３月に「大規模
災害に伴う交通規制実施要領」を作成し、緊急通行車両の事前届出制
度等についても定めています。

災害対策基本法
第76条第１項、災
害対策基本法施
行令（昭和37年
政令第288号）第
33条第１項、災害
対策基本法施行
規則第６条

現行制度
下で対応
可能

緊急通行車両として緊急交通路の通行が認められる車両には、指定行政機関の長、指定地方
行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関、指定地方公共機関等
（以下「指定行政機関等」という。）が保有する車両のほか、指定行政機関等との契約等に基づ
き災害発生時に民間事業者が使用する車両も含まれております。漏水等の被害に対処するた
めの補修材、工事機材等を運搬する車両についても、指定行政機関等との契約等に基づき緊
急通行車両として認められることとなっており、事前届出制度の対象となっています。

280215069
27年

11月17日
28年

1月22日
28年

2月15日

消防計画と防
災規程の一
体化

【提案の具体的内容】
消防法に基づく消防計画と、石油コンビナート等災害防止法に基づく防災規程は、内容が重複する部
分が多く、一体化を要望する。

【提案理由】
(a)消防法に基づき事業者が作成する消防計画と石油コンビナート等災害防止法に基づく防災規程
は、内容に重複する部分が多いが、別の法律のため各々策定する必要がある。また、各々に対応す
る社内規程も別々になっている。

(b)内容が重複する計画・規程等を各々策定することに伴い事務負担が増大しているため。また、対応
する社内規定も各々策定せざるを得ず、従業員の理解の妨げとなるため。

(c）計画・規程の策定作業の合理化、防災対策に関する従業員の理解の促進が図られる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

＜防災規程＞
　石油コンビナート等特別防災区域では、大量の石油や高圧ガスを貯
蔵、取り扱っており、災害が発生した場合には、区域内外に重大な影響
を与える恐れがあるため、特定事業者は、その特定事業所ごとに自衛
防災組織を設置することとされています。

　防災規程は、当該自衛防災組織が行うべき防災業務に関する事項に
ついて特定事業者が定めるものであり、市町村長等に届け出なければ
ならないこととされています。

　その具体的な内容は、自衛防災組織の編成に関すること、自衛防災
組織の防災訓練の実施に関すること、防災資機材等の備付け及び点
検整備に関すること等、災害の発生又は拡大を防止するため自衛防災
組織が行うべき業務に関し必要な事項となっています。

＜消防計画＞
　防火対象物の管理について権原を有する者は、防火管理者に、防火
管理の基本方針である消防計画を作成させ、所轄消防長又は消防署
長に届出をさせることとされています。

　消防計画の具体的な内容は、消火、通報及び避難の訓練の実施、自
動火災報知設備等の消防用設備等の点検及び整備、避難施設等の維
持管理等、防火対象物における防火管理に関し必要な事項となってい
ます。

石油コンビナート
等災害防止法第
16条、第18条
石油コンビナート
等における特定
防災施設等及び
防災組織等に関
する省令第26条

消防法第8条
消防法施行令第
3条の2
消防法施行規則
第3条

対応不可
　防災規程の内容については市町村長等が、消防計画の内容については所轄消防長等が確
認することとされていますが、制度の現状に記載のとおり、防災規程と消防計画は、それぞれの
趣旨及び記載すべき内容が異なるため、一体化することは難しいと考えます。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280215077 27年
12月1日

28年
1月27日

28年
2月15日

屋外タンク貯
蔵所における
指定数量の
計測方法につ
いて

【提案の具体的内容】
　屋外タンクで貯蔵する場合、指定数量以上か否かの判断を、タンクごとに行うこととすべきである。

【提案理由】
　現行法上、危険物の貯蔵を行う場合、指定数量以上の場合は、危険物貯蔵所として消防法、指定
数量未満の場合は、少量危険物貯蔵所として市町村条例の適用を受ける。
　屋外タンクで貯蔵する場合、指定数量以上か否かの判断については、タンクごとに判断するとの各
市町村条例の下の運用基準や規則で規定されている場合もあるが、必ずしも統一されていない。この
ような運用を定めていない市町村では、複数タンクを設置する場合に、タンクごとに判断をすれば少量
危険物貯蔵所となる場合であっても、複数のタンクの貯蔵量を合計し、危険物貯蔵所と判断されること
があり得る。
　実際に、農業用ハウス暖房設備として、指定数量2,000リットルの重油につき、1,900リットルタンク８
基の設置届出をする際、当初は危険物貯蔵所と判断されたものの、協議の結果、少量危険物貯蔵所
として扱われることとなった事例があり、企業は対応に苦慮している。
　要望が実現した場合には、各市町村での見解の違いによる対応が必要なくなる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

　指定数量以上の危険物を取り扱う施設（危険物施設）は、消防法令で
定める技術上の基準に従うこととされています。また、指定数量未満の
危険物を取り扱う施設は、市町村の火災予防条例で定める技術上の基
準に従うこととされています。
　指定数量以上の危険物を取り扱う施設に該当するか否かの判断は、
危険物施設の設置の許可を行う市町村長に委ねられています。

消防法第9条の
4、第10条及び第
11条

危険物の規制に
関する政令第1条
の11及び別表第
三

その他 　市町村長は、個別の施設の状況を踏まえ、火災危険性を総合的に勘案して指定数量以上の
危険物を取り扱う施設に該当するか否かを適切に判断していると思慮します。

280215082 27年
12月7日

28年
1月27日

28年
2月15日

個人番号カー
ドのICチップ
空き領域の技
術情報の開
示

【提案の具体的内容】
　個人番号カードのICチップ空き領域を民間が利用するためのICチップに搭載するアプリを作成する
ために必要な技術情報を開示すべきである。

【提案理由】
＜規制の現状＞
　ICチップ空き領域を利用する際にアプリを開発するために必要となる技術情報が総務省からも地方
公共団体情報システム機構からも公開されていない。
　政府・与党において個人番号カードの空き領域の利活用について活発に検討が行われている。
＜要望理由＞
　個人番号カードの空き領域を民間開放することで、番号カードをマルチカード化する企画が政府・与
党においても検討されている。
　民間開放することで、例えば、民間企業が自社事業所のセキュリティー対策として既に利用中の社
員用ICカードが暗号処理等を利用している場合、この機能を番号カードに搭載するためにはICチップ
の空き領域に暗号処理機能を実装したアプリを搭載することが必要となる。また、銀行のキャッシュ
カードに代表される、生体認証機能を番号カードに搭載する場合、ICチップ内で生体認証処理を行う
機能を実装したアプリを搭載することが必要となる。
　上記のようなアプリを開発するためには、アプリ上で複雑な処理を実装するための技術情報の開示
が必要となる。
＜要望が実現した場合の効果＞
　個人番号カードの利便性向上によりカードの普及促進、ひいては番号制度の定着を通じて、利便
性・効率性の高い社会の実現につながる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

　平成２７年９月の行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律施行令の改正により、一定の要件を満たした
民間事業者において、個人番号カードのＩＣチップ空き領域の活用が可
能となったところです。

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律第１８
条第２号及び行
政手続における
特定の個人を識
別するための番
号の利用等に関
する法律施行令
第１８条第４号

現行制度
下で対応
可能

　地方公共団体情報システム機構において、開示申請を受けた事業者に対して、秘密保持契約
を締結した上で、カードアプリケーションアダプタインプット情報作成手引書を開示するものと
なっております。

△電子署名法
検討を予
定

　電子署名法における認証業務においては、利用者の本人性を確認した上、認証事業者が利
用者に電子証明書を発行することが中心となるのに対し、時刻認証（タイムスタンプ）において
は、作成された個々の電子文書について、タイムスタンプ事業者が個別に日時についての情報
を付与するものであり、両者の仕組みは全く異なり、同時に行われる性質のものではありませ
ん。
　このように、電子署名法に基づく電子認証業務と電子文書にタイムスタンプを付与する業務と
は、その内容が異なるものであり、もし、タイムスタンプ事業者が発行したタイムスタンプに何ら
かの法的効果を持たせるとするならば、現在の電子署名法が認証事業者について行っている
規律とは異なる視点からの規律が必要となります。現在の電子署名法の中でタイムスタンプを
規定することを含めて、タイムスタンプに法的効果を持たせることについては、慎重に検討する
必要があると考えます。

280215084 27年
12月7日

28年
1月27日

28年
2月15日

タイムスタン
プの法的根拠

【提案の具体的内容】
　（一財）日本データ通信協会のタイムビジネス信頼・安心認定制度において技術・運用面でその信頼
性が認定されている事業者が発行するタイムスタンプの法的根拠を明確に設定すべきである。
　具体的には、現在は確定日付として公正証書の日付や内容証明郵便の日付等のみしか認められて
いないが、タイムスタンプもこれに加えるべきである。また、現在の電子署名法では、手書き署名や押
印とは異なり、実質的に短期的に有効なものしか規定されていないが、欧州等のように、タイムスタン
プを同法の中で規定することにより、中長期的に有効な電子署名を規定して使えるようにすべきであ
る。

【提案理由】
＜規制の現状＞
　e文書法が制定された2005年に総務省より「タイムビジネスに係る指針～ネットワークの安心な利用
と電子データの安全な長期保存のために～」が発行され、（一財）日本データ通信協会においてタイム
ビジネス信頼安心認定制度が制定されている。ここで認定されている時刻とタイムスタンプはJISおよ
びISOに準拠している。
　電子署名法第二条において電子署名の定義がされているが、１項二を満たすためには、タイムスタ
ンプを活用する必要がある。タイムスタンプは電子帳簿保存法施行規則第三条5項にて記載されてい
るが、法的な根拠が乏しい。
　確定日付は民法施行法第五条で規定されているが電子情報における規定は無い。特許庁が発行し
ている先使用権制度の円滑な活用に向けて（平成18年）では、証拠力を高める具体的な手法の紹介
として「法的な確定日付効はない点に注意する必要がある」との記載がある。
＜要望理由＞
　電子化社会において電子情報の信頼性を将来に亘って担保するための基準を設定することは重要
である。EUでは国間を跨いで電子取引を行うことを推進するためeIDASとしてRegulation化されてタイ
ムスタンプも規定されている。このeIDASでは、信頼サービス提供者ステータス情報リスト（Trustlist）に
掲載されることで電子的にその信頼を確認することができる仕組みになっているが、Trustlistでは各国
の法的根拠を記載する必要がある。一方、中国においても中国のタイムスタンプが知的財産の存在
証明として活用が進んでおり判例も出てきているが、日本のタイムスタンプの有効性を認めるか根拠
が無いため日本国内のユーザが強く懸念している。認定事業者が発行するタイムスタンプは、知的財
産保護、国税関係書類、電子契約、医療情報、建築申請と多岐にわたって利活用が進んでいるが、
ユーザからは法的根拠が無いことから、いざ訴訟時に有効にならないのではないかとの不安があり、
電子化普及の阻害要因となっている。安全安心越境電子取引を実現するためには、現状の認定事業
者によるタイムスタンプに日本国としてグローバルに通用すべく法的根拠を設定するべきである。
＜要望が実現した場合の効果＞
　ユーザがタイムスタンプ利用を躊躇することなく電子情報の存在証明を行うことで情報の信頼性を担
保することができ、安全・安心して電子取引を行うことができる。国を跨いで電子情報の信頼性を保証
でき安全・安心に電子情報でのやりとりが可能となる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省
法務省
経済産
業省

e文書法が制定された2005年に総務省より「タイムビジネスに係る指針
～ネットワークの安心な利用と電子データの安全な長期保存のために
～」が発行され、（一財）日本データ通信協会においてタイムビジネス信
頼安心認定制度が制定されています。ここで認定されている時刻とタイ
ムスタンプはJISおよびISOに準拠しています。
　電子署名法において、タイムスタンプについての規定はありません。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280215086 27年
12月7日

28年
1月27日

28年
2月15日

IoT応用
WiFi(IEEE802.
11ah)の国内
導入を可能と
する制度整備

【提案の具体的内容】
　現状の国内920MHz帯技術基準が、米国欧州の国際基準と不整合な部分があり、IEEE802.11ahを
ベースとするIoT応用の普及に障害となっている。既に100億ノードを出荷しているWiFiデバイスが今後
より大きな普及を狙うIoT応用で、国際競争上の優位を維持するために前記技術基準を改定すべきで
ある。

【提案理由】
＜規制の現状＞
　現在の920MHz帯技術条件は、パッシブタグシステム及びアクティブ小電力システムの応用に基づい
て検討され、制度化されたものである。
＜要望理由＞
　現在の条件では、スペクトラムマスク及びチャネル帯域幅等の不整合により、IEEE802.11ahが使え
ない。
＜要望が実現した場合の効果＞
　米国欧州とのスペクトラムマスクが整合するため、今後広く普及する11ah_WiFiをベースとしたIoT応
用への、国内企業の事業参入が可能になる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

　920MHz帯においては、パッシブ系の構内無線局、特定小電力無線
局、また、アクティブ系の特定小電力無線局、簡易無線局の規格が設
けられており、パッシブ型についてはICタグのリーダライタ、アクティブ型
についてはスマートメーターやセンサーネットワークなどのテレメータ・テ
レコントロール・データ伝送などに使用されている。

無線設備規則 対応不可

920MHz帯には既にタグなどの特定小電力無線局、構内無線局、簡易無線局と多様なシステム
に割り当てられております。IoTで使用が期待されている規格については、802.11ahの他、海外
で複数の規格が提案されております。
日本国内で新たな規格の導入に際しては、海外動向と日本国内でのニーズを踏まえ、かつ、既
存システムとの周波数の共用が可能であるなど技術的な検討が必要であり、現在、関係業界に
おいて、これらの検討が開始されつつあるところであり、それらの動向を注視していきたいと考え
ております。

280215085 27年
12月7日

28年
1月27日

28年
2月15日

時分割多元
接続方式広
帯域デジタル
コードレス電
話が利用可
能な周波数の
技術的条件
の見直し

【提案の具体的内容】
　2010年に導入された時分割多元接続方式広帯域デジタルコードレス電話の技術基準であるが、時
分割多元接続方式狭帯域デジタルコードレス電話の制御チャネルの電波を検出した場合には、割当
てられた5つの周波数のうち3つの周波数で電波の発射が規制されるため、事業所用コードレス電話
システムへの適用には代替周波数の割当を含めた前記規制の見直しが必要となる。
　時分割多元接続方式狭帯域デジタルコードレス電話の制御チャネルの周波数割当の見直しや、現
在共用しているPHSの無線局との共用周波数の拡大をすべきである。できれば1884.5～1893.5MHz
の周波数を追加共用としていただきたい。

【提案理由】
＜規制の現状＞
　時分割多元接続方式広帯域デジタルコードレス電話の無線局は、受信電力が-82dBmを超える時分
割多元接続方式狭帯域デジタルコードレス電話の制御チャネルの電波を受信した場合に、時分割多
元接続方式広帯域デジタルコードレス電話に割当てられた５つの周波数の内３つの周波数で電波の
発射が規制される。
＜要望理由＞
　規制の結果、通信容量が最大60チャネルから最大24チャネルへと減じられてしまうため、事業所用
コードレス電話システムへの適用には十分なサービス品質を確保できない。チャネル数を試算すると
最低5つの周波数が必要となり、現行の保護規制を見直すか利用規制分の代替周波数があれば、設
置場所に左右されないサービス品質を確保することができる。時分割多元接続方式狭帯域デジタル
コードレス電話の制御チャネルには2周波数が割当てられているが、この制御チャネルの割当周波数
をch31～36のいずれかに移動できれば利用規制条件を撤廃、あるいは緩和することができる。1周波
数の移動で規制周波数の数を2つに緩和することができ、2周波数の移動で規制周波数を無くすこと
ができる。時分割多元接続方式狭帯域デジタルコードレス電話の制御チャネルの移動には現行設備
の更新が必要となるため移行期間を設け、その期間は4周波数を割当てて、いずれか2つを利用でき
るようにすることが望ましい。経済性を追求する場合は、利用規制される周波数の数だけ代替周波数
を割当てることが望ましい。割当てる周波数であるが、現行のデジタルコードレス電話の無線局は既
にPHSの無線局と周波数を共用しており、この共用周波数を拡大すれば、周辺の無線システムとの共
用条件に変化を与えることはない。現在のPHSの無線局の利用状況からサービス品質に影響を与え
るとは思えず、年間300万局以上増加し現在1200万局以上と推定される時分割多元接続方式広帯域
デジタルコードレス電話の無線局と共用することで限られた電波資源の有効利用となる。
＜要望が実現した場合の効果＞
　事業所用コードレス電話システムの導入、及び今後期待されるIoT/M2Mなどの高度化アプリケー
ションを高品質かつ安価に提供し、発生するトラフィックを集約して固定通信網へ運ぶことで携帯電話
のトラフィックをオフロードすることができる。携帯電話は移動利用に必要な電波資源を勘案すれば良
く、総合的に限りある電波資源を有効利用する効果が期待できる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

　時分割多元接続方式広帯域デジタルコードレス電話（以下、「広帯域
デジタルコードレス電話」という。）は、平成22年に免許を要しない無線
局として制度化されたところです。当該無線局の使用周波数帯において
は、既に免許を要しない無線局である時分割多元接続方式狭帯域デジ
タルコードレス電話（以下、「狭帯域デジタルコードレス電話」という。）及
びPHSの無線局が利用されており、これらの既存無線局と周波数共用
を図るため、既存無線局の運用に影響を与えないように広帯域デジタ
ルコードレス電話の無線局の技術基準が定められたところです。
　具体的には、広帯域デジタルコードレス電話が電波を発射する際に
は、既に近隣で運用している狭帯域デジタルコードレス電話の無線局
等からの電波を検知し、一定レベル以上の電波を受信した場合には、
自局において影響を与える周波数（ch）の電波を発射しないこととする
混信防止機能（キャリアセンス）を備え付けることを義務化しているとこ
ろです。

　電波法施行規
則第６条第4号第
５項
　無線設備規則
第４９条の８の２
の２第1項ハ
　総務省告示第
389号第2項第4
号

対応不可

　広帯域デジタルコードレス電話の無線局は、既存のPHSの無線局や狭帯域デジタルコードレ
ス電話の無線局の運用に影響を与えないよう混信防止機能（キャリアセンス）等を設け、これら
の既存無線局と周波数共用を図ることとし、平成２２年に制度整備されたところです。既存の狭
帯域デジタルコードレス電話の無線局の近傍といった一部の使用場所や環境によっては、周波
数利用に制限が生じる場合があるが、無線局の配置や運用等により対応していくことを前提とし
ているものであり、電波資源の有効利用の観点から周波数の拡張は困難です。
　また、狭帯域デジタルコードレス電話の制御チャネルの見直しについては、狭帯域デジタル
コードレス電話は免許不要局であり、既に使用されているものの制御チャネルの変更は困難で
あることから、現実的には新たに設置される広帯域デジタルコードレス電話の無線局の配置や
運用等により対応していくことが必要と考えます。
　なお、新たな周波数の割当てに当たっては、今後の広帯域デジタルコードレス電話の普及状
況だけでなく、当該周波数帯における他の既存無線局の電波の利用状況や将来の新たな電波
利用ニーズを考慮し、電波資源の有効利用の観点から慎重な検討が必要です。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項
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280229002
27年

11月17日
28年

1月13日
28年

2月29日

複数の保安
法令の申請
書・窓口の統
一

【提案の具体的内容】
消防法、高圧ガス保安法、石油コンビナート等災害防止法等の保安法令に基づく許可・届出等の申
請書を統一するとともに申請窓口の一元化を要望する。

【提案理由】
(a)危険物、高圧ガス等に係る設備の設置・変更等を行う場合、同一の設備であっても、消防法、高圧
ガス保安法、石油コンビナート等災害防止法等の複数の保安法令に基づいて、各々許可・届出等の
申請が必要である。

(b)個々の法令ごとに申請書を作成し、所管省庁ごとに説明するのは、企業にとって煩瑣で多大な事
務負担となっているため。

（ｃ）申請書の様式の統一及び申請窓口のワンストップ化による事務負担の軽減、申請の合理化を通
じた工期短縮によるコストダウン、早期事業化による競争力の強化が図られる。
さらに、複数の法令の統合が実現した場合、効果は一層増大する。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省
経済産
業省

　ガソリン等の危険物を一定の量以上貯蔵し、又は取り扱う施設の設置
又は変更の許可を受けようとする者は、消防法に基づき、設置・変更許
可申請書に図面等の関係する書類を添付して、市町村長、都道府県知
事又は総務大臣に提出する必要があります。
　また、高圧ガス保安法では、圧縮、液化その他の方法で処理すること
ができるガスの容積が一日百立方メートル以上である設備を使用した
高圧ガスの製造又は変更の許可を受けようとする者は、製造許可申請
書（製造施設等変更許可申請書）に製造計画書（変更明細書）を添付し
て、都道府県知事に提出する必要があります。
　さらに、石油コンビナート等災害防止法に基づく第１種事業所のうち、
石油と高圧ガスをともに扱う事業所は、新設等の工事をしようとする場
合、新設等に関する計画を主務大臣（総務大臣及び経済産業大臣）に
届け出ることとされています。

消防法第11条、
危険物の規制に
関する政令第６
条、第７条、危険
物の規制に関す
る規則第４条、第
５条
高圧ガス保安法
第５条、第１４条
石油コンビナート
等災害防止法第
５条、第７条、第４
６条

対応不可

　消防法は危険物を取り扱う機器を含む施設全体を 、高圧ガス保安法は高圧ガス設備をそれ
ぞれ規制対象とし、石油コンビナート等災害防止法は災害の防止に関する他の法律と相まって
特別防災区域全体を１つの規制対象としています。また、消防法、高圧ガス保安法、石油コンビ
ナート等災害防止法は、それぞれの法の目的から独自の安全基準を設けています。
　許可申請の申請書及び申請窓口を１つに統一することは、法律の目的が異なるため困難で
す。
　なお、消防法、高圧ガス保安法及び石油コンビナート等災害防止法が重複適用する部分につ
いては事業者の利便性を図る観点から、書類の共通化による申請書類の簡素化など許可申請
に伴う負担軽減の措置を講じています。

火災報知設備の
感知器及び発信
機に係る技術上
の規格を定める
省令第8条第16
号イ

中継器に係る技
術上の規格を定
める省令第3条第
16号イ

受信機に係る技
術上の規格を定
める省令第13条
の2第1号

対応不可

　現行の「デジタルコードレス電話の無線局」や「小電力データ通信システムの無線局」の無線
設備は、他の機器等から発信される電波による干渉や混信が生じやすく、また、空中線電力が
比較的小さいため壁や障害物の影響を受けやすいと考えられることから、火災発生時に火災信
号等が迅速かつ確実に送受信されないおそれがあります。

　なお、自動火災報知設備の受信機等から、自動火災報知設備以外の機器に信号を送信する
こととする場合には、「小電力セキュリティシステムの無線局」以外の無線設備を使用することが
できます。

280215087 27年
12月7日

28年
1月27日

28年
2月15日

無線方式を用
いた自動火災
報知設備の
感知器、発信
器、中継器及
び受信機に関
する技術上の
基準の見直し

【提案の具体的内容】
　近年の無線情報通信の技術発展に伴い、自動火災報知設備の情報伝達手段として多様なニーズ
に対応するため、無線方式を採用した自動火災報知設備について技術基準の整備が進められてきた
が、その無線設備は無線設備規則第四十九条の十七に規定される小電力セキュリティシステムの無
線局の無線設備であることに限定されているため、同等の機能要求を満足する他の無線設備も認め
るべきである。具体的にはデジタルコードレス電話の無線局や小電力データ通信システムの無線局の
無線設備を追加いただきたい。

【提案理由】
＜規制の現状＞
　「火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令」第八条十六、「中継器に
係る技術上の規格を定める省令」第三条十六、及び、「受信機に係る技術上の規格を定める省令」第
十三条の二 にて、いずれにおいても無線設備は、無線設備規則第四十九条の十七 に規定する小電
力セキュリティシステムの無線局の無線設備であること、と記載されており、他の無線設備を許容して
いない。
＜要望理由＞
　しかしながら、近年の無線情報通信の技術発展に伴い、同等の性能と運用を担保することができる
無線設備は他にも存在するため、無線設備をひとつに限定することの合理的理由が見当たらない。
例えば、無線設備規則第四十九条の八の二 に規定される時分割多元接続方式狭帯域デジタルコー
ドレス電話の無線局、第四十九条の八の二の二 に規定される時分割多元接続方式広帯域デジタル
コードレス電話の無線局、及び第四十九条の二十 の小電力データ通信システムの無線局の無線設
備が適用可能と考えられる。これらの無線設備は、小電力セキュリティシステムの無線局の無線設備
よりも広帯域であるため、感知情報の報知だけに留まらず、音声や映像といった情報を双方向に伝達
することも可能である。また、これらの無線設備は家庭や事業所では一般的で広く普及しており、新た
な受信機や中継器を準備せずとも既存システムと連携することで経済的なシステムを構築できるた
め、無線設備をひとつに限定する規制は無くすべきである。
＜要望が実現した場合の効果＞
　固定電話や携帯電話、インターネットに接続される機器との連携が容易となって端末製造事業者や
ネットワークサービス事業者が活発化し、様々なアイデアが加わることで、より高度なサービスの提供
が期待される。また、前記時分割多元接続方式広帯域デジタルコードレス電話の無線局や小電力セ
キュリティシステムの無線局の無線設備はグローバルに普及しているため、グローバル市場で競争で
きる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省

　自動火災報知設備に無線方式を用いる場合には、火災発生時におい
て、火災信号等が迅速かつ確実に送受信されることが必要です。

　そのため、電波法施行規則第6条第4項第3号において、主として火
災、盗難その他非常の通報等を行うものと規定されている「小電力セ
キュリティシステムの無線局」の無線設備を使用することとされていま
す。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

【警察庁】
現在、警察においては、捜査の過程で、保険契約の有無、内容（契約
日、保険種類、保険金額等）等について、法令に基づき捜査関係事項
照会書を送付し、関係生命保険会社に対し照会を実施しています。

【警察庁】
刑事訴訟法(昭和
23年法律第131
号)第197条第２
項

【警察庁】
その他

【警察庁】
照会の電子化について、生命保険協会と協議したところ、照会の電子化を行う場合、高度なセ
キュリティ対策が必要となり、現状の警察からの照会件数であれば電子化するよりも、現在のＦ
ＡＸを使用した照会方法の方が効率的である等の理由から、照会の電子化に係る検討について
は見送るという結論で調整済みです。

【総務省】
地方税の課税・徴収における金融機関に対する取引照会は、書面など
で行われます。照会文書の書面のフォーマット（用語・書式など）につい
ては法令上の規定がないため、各自治体に委ねられています。

【総務省】
　　　－

【総務省】
検討に着
手

【総務省】
「規制改革実施計画」（平成26年6月24日閣議決定）において、
「金融機関に対する取引照会の一元化（地方税に関する照会文書の用語・書式の統一化）」に
ついては、
「国税における書式等の統一化の取組を踏まえ、以下の統一化の実施について、地方団体間
で構成する協議会に対し、金融機関側の意向を伺いながら検討することを要請し、また、検討
結果についても連絡するよう要請する。
①照会文書の依頼事項に関する用語
②照会文書の書式（照会の種類や業種ごとに統一できる箇所を調整の上）」とされており、
全国税務協議会に対して、統一化に関する検討を行うよう要請し、同協議会からは平成27年度
中に結論を出す方針と聞いている。

地方税の課税・徴収における金融機関に対する取引照会は、書面など
で行われます。取引照会の方法については法令上の規定がないため、
各自治体に委ねられています。

　　　－ 検討に着
手

「規制改革実施計画」（平成26年6月24日閣議決定）において、「金融機関に対する取引照会の
一元化（地方税に関する取引照会のオンライン化）」については、
「関係者の意見を伺うとともに、国税当局等における取引照会の電子化に向けた取組状況や社
会保障・税番号制度における個人番号の利用範囲を巡る議論の動向などを十分に踏まえなが
ら、地方税に関する照会書の用語・書式の統一化に係る検討結果を基に具体的方法や時期を
検討し、地方団体に対し対応を要請する。」とされ、
実施時期については「平成26年度以降、継続的に検討し、国税当局等の取組状況や番号制度
の議論の状況等を踏まえた上で、書式等の統一化に係る検討結果を基に結論を得る（結論に
応じ、その後、速やかに措置）」とされていることから、
書式等の統一化に係る全国税務協議会における検討状況を踏まえ、検討を行う。

【財務省】
　国税当局においては、申告納税制度の下、適正・公平な税務行政を
推進しており、不正な税逃れに対しては、厳正な税務調査等を実施する
とともに、滞納となった国税については、滞納整理の早期着手・早期保
全に取り組んでいるところです。
　その際、納税者本人に対する調査だけでは適正な課税標準等を把握
することができないと認められる場合には、取引のある生命保険会社等
に対して臨場又は書面による取引照会を実施しております。

【財務省】
国税通則法第74
条の２及び第74
条の３、国税徴収
法第141条、国税
犯則取締法第１
条第３項

【財務省】
照会様式
の統一
化：現行
制度下で
対応可能

照会手続
の電子
化：検討
に着手

【財務省】
・照会様式の統一化
　照会様式の統一化については、平成26年度に生命保険協会等と協議し、平成27年４月以降
は、協議により統一した書式を使用しています。

・照会手続の電子化
　平成26年７月以降、規制改革実施計画の内容に沿って、生命保険協会等とシステム開発の
方向性等について継続的に協議を行っており、今後も引き続き検討してまいりたいと考えており
ます。

28年
1月13日

28年
3月18日

非常用発電
機用オイルタ
ンクの燃料の
貯蔵量上限、
離隔距離の
緩和・撤廃

【提案の具体的内容】
首都直下地震発生時における本社機能等維持のため非常用発電設備及び必要な燃料の確保が求
められるが、非常用発電設備用燃料のオイルタンクはその設置場所により各種規制を受けている。地
下であれば貯蔵量制限がないが、敷地面積の限られる都心部においては地下貯蔵槽を設けるため
の空地確保に苦労する場合が多く、首都直下地震の切迫性も高まる中、十分な燃料確保のためには
屋内や屋上への貯蔵も望まれる。
一方、屋内や屋上の場合は貯蔵量上限や離隔距離の制限等により十分な貯蔵量を確保することが
難しい。このため、屋内や屋上における非常用発電機用燃料の貯蔵量上限や離隔距離制限を緩和
（もしくは撤廃）して頂きたい。

【提案理由】
(a)燃料を地下貯蔵槽に貯蔵する場合は貯蔵量制限がないが、地下貯蔵槽以外の場所で貯蔵する場
合、貯蔵可能量や離隔距離などが制限される。
　・商業地域、重油の場合、建物単位で最大20,000ℓ
　・屋上貯蔵の場合、タンク毎に2,000ℓ未満で、タンク周囲に幅3ｍ以上の空地を確保
(b)首都直下地震発生時における本社機能等維持のため非常用発電設備及び必要な燃料の確保が
求められる中、地下貯蔵槽であれば貯槽可能量の制限がないため、現規制下で必要な燃料を貯蔵す
る場合は「地下貯蔵槽」により対応することが多い。しかし敷地面積の限られる都心部では地下貯蔵
槽を設けるための空地を確保に苦労する場合が多い。首都直下地震の切迫性も高まる中、地下貯蔵
槽のみでは十分な燃料確保ができない場合も想定されるため屋内や屋上など地下以外の場所への
設置も望まれるが、屋内や屋上の場合は上記の貯蔵可能量や離隔距離制限があり十分な燃料貯蔵
が難しいため、屋内や屋上における貯蔵可能量や離隔距離の緩和が望まれる。
(c)屋内や屋上に十分な燃料を貯蔵することが可能となり、非常用発電機の長時間稼働に対応する燃
料貯蔵が促進される。
※「屋上の場合、最大2,000ℓ」について
　屋上タンクは法律上「屋内タンク貯蔵所」に該当すると指導されている。すると、危険物令12条2項の
制限を受ける。12条2項1号でタンクは「タンク専用室に設置すること」とあり、結果、屋上にタンクをむ
き出しで設置することは出来ないこととなる。そのため、危険物規則第28条の57の「一般取扱所」に関
する許可の範囲内で屋上へのむき出しでのタンク設置が認められている、という現状。28条の57第4
項5号でタンクは指定数量未満となるため、2,000ℓが上限となる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省
国土交
通省

消防法により、屋内タンク貯蔵所のタンクの容量は指定数量の40倍（第
４石油類及び動植物油類以外の第４類の危険物にあつては、当該数量
が２万リットルを超えるときは、２万リットル）以下とする必要がありま
す。
　また、危険物を消費するボイラー等以外では危険物を取り扱わない一
般取扱所で、危険物を取り扱う設備を屋上に設置する場合は、危険物
を取り扱うタンクの容量を指定数量未満とし、タンクの周囲の囲いの周
りに幅３ｍ以上の空地を保有する必要があります。

　建築基準法第48条の用途規制により、危険物の貯蔵又は処理に供
する建築物は、各用途地域ごとに危険物の数量に応じて立地が制限さ
れます。
　ただし、特別用途地区や地区計画の活用、特定行政庁が同法第48条
の特例許可をすることにより、用途地域ごとに規制される数量を超える
危険物の貯蔵又は処理に供する建築物を建築することが可能です。

危険物の規制に
関する政令第12
条第２項、第19条
第２項第３号、危
険物の規制に関
する規則第28条
の57第４項

建築基準法第48
条

現行制度
下で対応
可能

（消防法関係）
　耐火構造のタンク専用室に設ける屋内タンク貯蔵所のタンク容量の上限については、危険物
の漏えいや火災を建物の一部分に局限化し、火災の危険性や影響を低減させるために規定さ
れたものです。
　ボイラー等で危険物を取り扱う一般取扱所のうちキュービクル式の設備を屋上に設けるもの
のタンク（いわゆるサービスタンク）容量の上限についても、同様に火災の危険性や影響を低減
させるために規定されたものです。また、当該設備及びタンクの周りの空地（離隔距離）は、周
囲の建築物との相互の延焼防止や消防活動に使用することを目的に保有するよう規定された
ものです。

　屋内や屋上において、一カ所で大量の危険物を貯蔵し、又は取り扱うことは、火災の場合、近
隣に与える影響が大きいことや消防活動に重大な影響を与えるおそれがあることから、ご要望
にあるタンク容量の上限や保有空地（離隔距離）の緩和・撤廃は困難です。
　ただし、建物内に耐火構造のタンク専用室を複数設けることにより、一つのタンク専用室に設
けるタンクの容量に上限はありますが、非常時に使用出来る日数分の燃料を貯蔵することが、
現行の規制でも可能です。
　なお、ボイラー等で危険物を取り扱う一般取扱所のうちキュービクル式の設備を屋上に設ける
ものについても、当該一般取扱所に接続する屋内貯蔵タンクをタンク専用室に設けることで、非
常時に使用出来る日数分の燃料を貯蔵することが、現行の規制でも可能です。

（建築基準法関係）
　建築基準法第48条の用途規制は、市街地の環境を保全するための制限であり、それぞれの
用途地域の目的に応じて、建築できる建築物の種類や規模が定められています。
　ご指摘の重油などの危険物の貯蔵又は処理に供する建築物についても、用途地域ごとに危
険物の貯蔵量を定めて制限しており、防火等の観点から一律に緩和することは困難ですが、定
められた重油などの危険物の貯蔵量を超えるものについても、特別用途地区や地区計画を活
用して地方公共団体が条例を制定した場合や、特定行政庁が住居の環境を害するおそれがな
いと認めて許可した場合には、建築可能です。

280318029 27年
11月25日

28年
1月22日

28年
3月18日

生命保険会
社に対する行
政機関等から
の照会文書
に係る様式の
統一化・電子
化

【提案の具体的内容】
　行政機関および民間事業者の事務効率化・コスト削減等を図る観点から、行政機関等による生命保
険会社に対する保険契約の有無・内容（契約日・保険種類・保険金額等）に係る照会文書の様式の統
一や照会手続の電子化を一層推進すべきである。

【提案理由】
　現在、行政機関は多種多様な様式の紙媒体の文書を大量に生命保険会社に送付する形で保険契
約の有無・内容の照会を行っている（年間約１００万件の税務関連の照会を受けている生命保険会社
も存在）。生命保険会社はこのような行政機関からの照会をシステム上で機械的に処理することが困
難なことから、手作業で目視確認をしながら可能な限り迅速かつ適切に名寄せ等の事務処理を行い、
行政機関に対する回答を行っており、大きな負担となっている。
　行政機関からの照会文書の様式の統一、および電子化を図ることにより、行政機関及び生命保険
会社における正確かつ迅速な事務の実現や行政機関における文書の印刷・郵送コストの削減、行政
手続の迅速化による国民の効用の増加等、様々なメリットが生まれる。さらには、ペーパーレス化の
推進により、社会・経済の発展と地球環境の調和を目指しつつ、持続可能な社会作りに貢献すること
も可能になると考えられる。加えて、多種多様な照会文書の様式を統一することを通じて生命保険会
社における事務の効率化及びコスト削減が促進され、行政機関が迅速に回答を得ることが可能とな
る。その結果、例えば、生命保険への加入の有無を行政がすぐに把握でき、生活保護の支給開始ま
での期間等が短縮され、真に手を差し伸べるべき者に対する支援の早期化が可能となる。
　昨年度も同様の要望を提出し、警察庁・国税庁・厚生労働省とは照会文書の様式の統一化を実現、
実施状況をフォローしている状況であり、総務省は統一に向けた検討を進めているとの回答を得た。
引き続き、様式の統一化や照会手続の電子化を進めることを要望する。

(一社)日
本経済
団体連
合会

警察庁
総務省
財務省
厚生労
働省

280318010
27年

11月17日



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

【厚生労働省】
　保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しくは実施又は
生活保護法第77条若しくは第78条の規定の施行のために必要がある
と認めるときは、要保護者等の情報（氏名、住所又は居所、資産及び収
入の状況等）について、官公署等に対し必要な書類の閲覧若しくは資
料の提供を求めることや、銀行等の関係人に対して報告を求めることが
できます。なお、要保護者が急迫した状況にある等やむを得ない場合
には、当該調査結果が揃わなくとも保護の決定を行うことができることと
しています。
　また、平成27年度から当該調査に係る照会文書の様式については、
統一化されたものが使用されているところです。

【厚生労働省】
生活保護法第29
条

【厚生労
働省】
検討に着
手

【厚生労働省】
　照会文書の様式の統一については、左記のとおり平成27年度からは統一化された様式が使
用されており、当該調査に対する回答に係る事務の効率化を図っています。
　また、照会のオンライン化の可否については、提案主体の意見等も踏まえつつ、今後検討して
いくこととします。

【国土交
通省、総
務省】
現行制度
下で対応
可能

【国土交通省、総務省】
○個人情報の取り扱いは、それぞれの地方自治体の個人情報保護条例等に基づいてルール
が定められていますが、一般的に、空き家の所有者、所有者の現住所などの個人情報を本人
の同意なくして外部提供することはプライバシーの問題があり、困難であると考えられます。

○しかしながら、御指摘の「一定の条件の下」として、本人の同意を得た上で市町村から空き家
等の所有者等に関する情報を民間事業者へ提供することは可能であり、実際に民間事業者と
連携して空き家の利活用に取り組む市町村もあります。

【法務省】
事実誤認

【法務省】
　空家対策については，空家対策特別措置法により市町村において取り組むこととされていると
ころ，法務省・法務局においては，市町村が取り組む空家等に関するデータベース整備等を支
援することが求められており，具体的には，「例えば空家等の不動産登記簿情報については関
係する法務局長に対して，電子媒体による必要な不動産登記簿情報の提供を求めることができ
る」とされています（空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針
（平成２７年総務省・国土交通省告示第１号））。
　つまり，法務局は，市町村が把握した空家等について，市町村からの要請に対し，当該空家
等の登記簿情報等を提供するという仕組みとなっており，法務局が空家等の情報を収集してい
るわけではないため，空家等に関する所有者等の情報を開示するということはできません。
　また，市町村が整備した空家等のデータベースの取扱いについては，当省はコメントする立場
にありません。
　なお，不動産登記簿等の公開に関する制度については，以下のとおりです。
　・何人も，登記官に対し，手数料を納付して，登記記録に記載されている事項の全部又は一部
を証明した書面（登記事項証明書）の交付を請求することができるとされています。
　・何人も，登記官に対し，手数料を納付して，登記記録に記載されている事項の概要を記載し
た書面（登記事項要約書）の交付を請求することができるとされています。

空家等対策特別
措置法

280318034 27年
12月7日

28年
1月27日

28年
3月18日

空家とその敷
地の所有者
情報の提供

【提案の具体的内容】
　空家の減少に向けて我々企業も積極的な取り組みを行う考えだが、空家の所有者がはっきりせず、
所有者への働きかけが十分に行えない状況にある。空家の減少を促進するためにも、一定の条件の
下での、行政側が保有する所有者の氏名、現住所等の個人情報を民間企業にも開示できるようにす
べきである。

【提案理由】
＜規制の現状＞
　空家対策特別措置法において、市町村長は、固定資産税の課税のために利用する目的で保有する
情報（課税台帳）のうち、空家等の所有者等に関する情報（氏名又は名称、住所、電話番号）につい
て、法の施行のために必要な限度において、守秘義務に抵触することなく、内部で利用することができ
ることとされている。
　しかしながら、市町村の内部利用に限られるため、空家対策としての管理業務や建替え需要調査、
土地活用等を担う民間事業者に対しては、空家とその敷地の所有者への連絡や働きかけを目的とす
る場合であっても、個人情報保護法の利用目的の制限条項があり、空き家対策特別措置法にあって
も外部への情報提供やその活用用途、利用制限について明記されていないことが理由となり、課税台
帳に記載されている個人情報の提供を受けることができない。このため、民間企業が事業性の確認を
含め、空家対策に積極的に動くことが大変困難な状況となっている。
＜要望理由＞
　民間事業者が空家対策に取り組む場合には、事業性に関する調査を行う必要から、所有者との接
触、交渉が不可欠であるが、空家の所有者を調べることが実態的に困難である。自治体においては、
課税台帳に収められた個人情報の確認により所有者が特定できていても、民間事業者への情報提供
ができないため、自治体のみで所有者に対して働き掛けを行わなければならない。民間事業者に協
力を求めようとしても、民間事業者が求める情報を提供できない為、十分な連携がとれず対策の推進
が図り辛い。
＜要望が実現した場合の効果＞
　空家とその敷地の所有者との調整が可能となり、事業者にとっては、事業性判断を行うことができる
ようになるため、空家対策の推進が期待できる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

総務省
法務省
国土交
通省

○空家等対策の推進に関する特別措置法第１０条第１項において、市
町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で
保有する情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するもの
については、この法律の施行のために必要な限度において、その保有
に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用す
ることができることとされています。

○また、市町村は、同法第１３条において、空家等及び空家等の跡地
（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸するた
めに所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他こ
れらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとすることとさ
れています。

　

　

　

　


